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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

① 教育の成果に関する目標

中 ○策定した教育目標が意図する教育の成果を達成する。
期 ○教育の成果・効果を検証する。
目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

○教育目標が意図する教育の成果を達成
するための具体的方策

教養教育（21世紀教育）

【82】 【82】
情報収集・処理に関わる基本的技能習得 ○平成18年度に倫理教育を取り入れて新 ○情報系基礎科目（情報Ⅰ，情報Ⅱ，情報Ⅲ）の授業内容を見直し，「情報Ⅰ（標
プログラムと情報化社会における倫理教 たに開設した情報系基礎科目（情報Ⅰ， 準）」（21コマ），「情報Ⅱ（発展）」（８コマ）及び「情報Ⅲ（上級）」（２コマ）
育を連動して行う。 情報Ⅱ，情報Ⅲ）の授業内容を見直し の授業科目を開講し，Ⅰ，Ⅱ，Ⅲのすべてに倫理教育を取り入れた。

て開講する。

【83】 【83】
学生の到達目標に応じた外国語の習得プ ○学内TOEIC模擬試験結果を活用した，T ○前期授業開始前に，入学者全員を対象にTOEIC模擬試験を受験させ，特別選抜や
ログラムを開発・整備するとともに，外 OEICパイロットプログラム関連授業科 所属別等による成績分布を調査し，学生の到達目標に応じた外国語の習得プログ
国語能力評価の客観化を図る。 目を検証する。 ラムを開発・整備するための基礎データとした。

○TOEIC公開テストで所定のスコア取得を目指すTOEICパイロットプログラムとして
TOEICコースを開講している。平成19年度の後期（TOEIC400コース12コマ，TOEIC
550コース２コマ，TOEIC700コース１コマ）では，履修者（延べ171人）に対して，
学内TOEIC模擬試験の受験を義務付け，その結果に基づき自分のレベルに適した
履修クラスを選択させ，より効果的な教育を行った。

○ 中期目標欄は，「①教育の成果に関する目標」について，１枚に全て記載してください（以下同様）。
○ 年度計画の記載事項ごとに，「計画の進捗状況」の欄に当該計画に係る事業の外形的，客観的な進捗状況等を簡潔に記載してください。記載分量については，年

度計画の２倍程度を目安とし，他の「進捗状況」欄との記載内容の重複は避けてください（重複する場合は，「中期（年度）計画【○】の『計画の進捗状況』参照」
としてください）。

○ 中期計画と年度計画には，それぞれ，整理番号を付し，対応関係が分かるようにしてください。
○ 当該年度に中期計画に対応する年度計画がない場合（例えば，16～18年度に実施済みの計画や20年度から実施する計画であるため，19年度には対応する計画がな

い場合等）については，「年度計画」の欄には，例えば，「（17年度に実施済みのため，19年度は年度計画なし）」等と記載してください。なお，「計画の進捗状況等」
の欄には，以下の内容について該当するものがあれば記載してください。
・ 当該年度に中期計画に対応した取組があればその実施状況
・ 評価委員会の評価結果や自己点検・評価の結果を踏まえ改善した点があればどのように改善したか（必要に応じ16･17･18年度の実施状況についても簡潔に記載

してください）
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【84】 【84】
発言力，批判力を習得させる対話型・双 ○基礎ゼミナールにおいて，学生の発表 ○学生の発表力・質問力等総合的言語力の向上を図るよう，学期始めに授業担当教
方向型の少人数授業を充実させる。 力・質問力等，総合的言語力の向上を 員に要請し，履修マニュアルにもその旨記載し，学生に周知徹底を図った。

図るよう授業担当教員に引き続き要請 授業担当教員に，授業終了後に工夫した点と成果について授業実施報告書の提出
するとともに，履修マニュアルにその を求め分析した結果，約80％のクラスで課題に基づいた発表と質問を促す授業展
旨を記載することで学生に周知徹底を 開が行われ，学生の発表力・質問力等総合的言語力の向上が図られたことが確認
図り，その成果を学生アンケートで検 された。また，平成19年度前期学生アンケート結果では，基礎ゼミナールについ
証する。 て約75％の学生が学んだ内容が役に立っていると回答した。

【85】 【85】
キャリア教育を導入し，自立した社会人 ○キャリア教育に関する特設テーマ科目 ○21世紀教育センターと学生就職支援センターが連携し，キャリア教育に関する，
を目指す姿勢を涵養する。 「社会と私─仕事を通して考える─」 特設テーマ科目「社会と私―仕事を通して考える―」を前期２単位（受講者316

を継続して開講する。 人），後期２単位（受講者120人）の計４単位開講した。前期の講義は，オムニバ
ス形式で10人の地域の専門家，企業人を活用して行った。

学部教育

【86】 【86-1】
多様化する学生の資質・学力に対応して ○人文学部：平成17年度に導入したコア ○人文学部：コースごとに授業の点検を行い，コース会議，学務委員会の審議を経
基礎教育を充実・強化する。 ・カリキュラムの点検と改善を軸に充 て，アジア文化コースと国際社会コースでコア科目の見直しをし，選択・必修科

実，強化を図る。 目を増やし，円滑な授業運営を図った。

【86-2】
○教育学部：１年次学生に開講している ○教育学部：

教職の導入科目「教職入門」の充実を ・教職入門では，１年次学生を対象として，①２日目の講話・パネリストに養護
一層図るとともに，平成１８年度に導 教諭を加える，②質疑応答の時間を設ける，③授業観察の視点と観察後の協議
入した新しい恒常的な教育実習（Tues 会の議題とレポート課題を明確なものにするなど，内容・運営面の充実を図っ
day実習）の一層の円滑な運営と充実 た。
を図る。 ・Tuesday実習では，３年次学生を対象として，後期の授業実施に際して学部教

員の指導助言の充実（小学校），学生・生徒双方に意義ある教材・授業方法の
工夫（中学校）などを行い，内容面の充実を伴いつつ，円滑な運営を行った。

【86-3】
○医学部医学科： ○医学部医学科：
・医師国家試験に向けた集中セミナー ・平成18年度に引き続き，平成19年度においても６年次学生の要望を取り入れた

を開講する。 国試対策セミナーを12月10日から12月14日までの１週間で10科目を実施した。
・新規卒業者の医師国家試験の合格率 ・平成19年度新規卒業者の合格率は，95.2%であった。

95％以上を目標とする。 ・３年次編入学生の文系出身者において，理系科目の基礎学力が不足の学生を対
・一部のコア科目について，３年次学 象に，一部のコア科目において特別講義や補講を計画していたが，平成18年度

士編入学生用に独自に実施する。 に引き続き，平成19年度においても当該対象となる該当者がなかったため，実
・コア・カリキュラムとは別に開講す 施しなかった。
る発展科目について，学生アンケー ・発展科目の授業最終日に学生アンケートを実施したが，具体的な意見が提出さ
トにより評価し，その内容を改善す れなかったため，内容の改善については学務委員会で検討することとした。
る。 ・平成19年２月５日から２月７日までの３日間研究室研修のプレゼンテーション

・研究室研修（平成18年度，３年次学 を実施し，これを評価の一部とした。
生に実施）の結果についてのプレゼ
ンテーションを実施し，これを評価
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の一部とする。

【86-4】
○医学部保健学科：新規卒業者の看護師 ○医学部保健学科：平成19年度国家試験合格率は，看護師95.1％，保健師98.9％，

等各種資格試験の合格率について，学 助産師100.0％，診療放射線技師94.4％，臨床検査技師94.7％，理学療法士94.7
科平均90％以上を目標とする。このた ％，作業療法士94.4％といずれも目標を達成することができた。また，引き続き
め国家試験対策を充実させる。 各試験ごとの出題傾向を分析すると共に模擬試験の活用など，国家試験対策を充

実させた。

【86-5】
○理工学部：平成18年度に導入した現代 ○理工学部：

社会のニーズに対応できる専門基礎学 ・新カリキュラム下で平成19年度に，各学科で５～７科目の演習科目を開講・実施
力を重視したカリキュラムを実施する した。全演習科目には，演習の実効を高めるために一クラス２～３名のTA，RAを
とともに，以下の措置を行う。 配置した（前期：微分積分学演習Ⅱ他46科目TA119人，後期：地球環境学演習Ⅱ
・能動的学習を促進するため，大幅に 他11科目TA12人，RA11人）。

導入した演習科目に，大学院学生を ・引き続き，専門科目への興味を喚起させ，専門科目への移行をスムーズにさせる
主体としたTAを配置し，学習の充実 ため，一年次開講「導入科目」を物理科学科（先端物理化学Ⅰ～Ⅳ），地球環境
を図るとともにその効果を検証す 学科（地球環境学概論Ⅰ,Ⅱ），電子情報工学科電子情報工学体系）および知能機
る。 械工学科（知能機械基礎,創造実習Ⅰ）で実施した。これら演習科目と導入科目

・学科での専門基礎に興味を持たせる について，学生に対してアンケートを行い，その効果を調査した。調査結果とし
ための導入科目を実施するとともに て，①演習科目は90％の学生が役に立った，②導入科目は80％の学生が役に立っ
その効果を検証する。 た，との回答が得られ，初期の目的は達成されたと評価した。

【86-6】
○農学生命科学部：平成20年度実施を目 ○農学生命科学部：平成20年度学科再編に向けて基礎力の充実に重点を置く新カリ

標にコア科目群としての専門基礎科目 キュラムを策定した。具体的には，多様化する学生の資質・学力に対応するため，
を充実させ，これに学部専門科目を緊 コア科目群としての専門基礎科目を充実させ，これに学部専門科目を緊密に連携
密に連携する科目を配置して，基礎力 する科目を配置した。また，教育課程を「学科→コース→専門分野」と学生の関
の充実に重点を置く新カリキュラムを 心を段階的に育てるように編成した。
策定する。

【87】 【87-1】
各授業科目の到達目標と成績評価基準を ○各学部において，学部専門教育科目 ○人文学部：成績評価を，授業中の評価，小テスト，調査・発表能力を含め，これ
明示するとともに，達成度を把握し授業 の統一的な成績評価基準を策定し，履 らに期末試験の結果を併せて，総合的に行うことは多くの授業で実践されてきた
改善に活用する。 修案内等に明示する。 が，これを学部全体の合意とする方向で，学務委員会で検討している。

○教育学部：従前から，評価の方法および絶対評価の統一基準の詳細について，授
業科目概要に掲載している。

○医学部医学科：シラバスに「医学部(医学科）専門教育科目試験申合せ(平成7年3
月教授会承認)」を掲載し，試験成績の評価等の周知徹底に努めている。

○医学部保健学科：学務委員会に成績評価WGを組織し，成績評価方法，基準等を策
定した。策定した成績評価方法，基準等について，平成20年度から，シラバス等
に記載し学生へ周知するほか，成績評価に対する学生からの申立受付方法につい
て履修案内（20年度版）及びシラバスに明記することとした。

○理工学部：学部専門教育科目の統一的な成績評価基準を策定した。平成20年度の
履修案内に明示するとともに，各科目のシラバスにも明記することとした。

【87-2】
○授業科目ごとの到達目標と成績評価方 ○全ての学部において，授業科目ごとの到達目標と成績評価方法・基準をシラバス

法・基準をシラバスに明示する。 に明示している。医学部医学科を除く学部（学科）では，全学共通フォーマット
でシラバスを作成し，大学ウェブサイトに掲載しているほか，学部（学科）によ
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っては，冊子体のシラバスも作成し，学生に周知を図っている。

【87-3】
○平成19年度入学者から，５段階評価を ○全ての学部において，きめ細かで適正な評価により学習意欲の向上に資するため，

導入する。 平成19年度入学者から，秀，優，良，可，不可の５段階評価を導入した。

【87-4】
○成績分布の分析を行うとともに，学 ○人文学部：教育の達成度の把握について，成績分布の分析による方法はできなか
生による授業評価アンケートの結果 ったが，学務委員会が学生の履修状況を調査，分析し，その結果，特に１～２年
とあわせて，教育の達成度を把握す 次に学業不振，欠席に陥る傾向があることが判明した。対策として，指導教員か
る。 らの助言，保護者との懇談，学部長名で本人宛の「励ましの手紙」送付の措置を

講じた。
○教育学部：従前から作成している成績分布表からは問題点が見えにくいため，成
績分布表の作成方法について，授業評価アンケートの結果を参考に，見直しを進
める予定であったが結論に至らなかった。

○理工学部：全専門科目について，成績分布の調査を行い，不合格の多い科目につ
いては，その対応策をとった。また各学科での必修科目の単位取得状況の調査を
行った。その結果は80～90％の取得状況であり，おおむね妥当であることを確認
した。不合格の多い科目については，科目主任に注意を喚起するとともに，担当
を新たに増やし，学科別に受講できるようにした。

【87-5】
○教員自らが教育に対する基本姿勢を示 ○全教員に対して，教育活動自己評価記録の提出を求め，「授業に望む姿勢（学生

すことで，学内の意識改革と授業改善 へのメッセージを含む）」，「教育活動自己評価」，「授業改善のための教育に関す
に役立てられるように，全教員を対象 る研修（FD活動への参加等の実績）」について，約70％の教員が記載し提出した。
とした「教育者総覧」を作成する。 その結果は，大学ウェブサイトに掲載し「教育者総覧（弘前大学版ティーチング

ポートフォリオ）」として公開した。

【88】 【88-1】
インターンシップの拡充，企業人等学外 ○学部を挙げた積極的なインターンシ ○インターンシップの拡充を図るため，学生に対して，インターンシップオリエン
非常勤講師の活用により，実学の充実を ップの拡充を図るとともに，実施内 テーション，事前研修会及び事後研修会を実施したほか，八戸地区企業との懇談
図り進路選択を支援する。 容の改善策を検討する。 会（21社）において，インターンシップ制度の説明を行うなど，拡充に努めた。

・インターンシップ体験者及び受入企業：47人，30社（平成18年度55人，41社）
○実学の充実を図る取組ではインターンシップのほかに，例えば，教育学部では通
常の教育実習のほかに，学校サポーター実習（学校教育支援実習）により学校現
場での授業補助・生徒指導支援に取り組んでいる。

【88-2】
○引き続き，本学学生を本学事務局等に ○平成17年度から本学学生を本学事務局等にインターンシップ学生を受け入れてお

インターンシップ生として受け入れ り，平成19年度は１人を総務部人事課に受け入れた。
る。

【88-3】
○理工学研究科：経済産業省「産学連 ○理工学研究科：経済産業省の人材育成事業に応募した「医用マイクロシステム開

携製造中核人材育成事業」に参画し， 発を先導するマイスターの育成」は不採択となったが，計画を拡充するためのFS
大学院学生のインターンシップ参加 調査の予算が認められ，次年度の応募に向けて調査を実施し，新規の人材育成事
を拡充する。 業の立案した。

【88-4】
○新たに寄附講義を開講し，企業人の活 ○理工学部：日本原燃による寄付講義「総合エネルギー学」を開講し，企業・研究



- 74 -

弘前大学弘前大学弘前大学弘前大学

用を図る。 機関等からの15人の講師を活用し講義を行った。

○医学部保健学科：看護学専攻（在宅看護学概論，精神看護学概論等），放射線技
術科学専攻（放射線治療技術学，診療画像技術学演習）及び検査技術学専攻（病
理組織細胞検査学実習）では，在宅看護支援センターや，病院等の現場で活躍し
ている人材を非常勤講師として19人採用し，実学の充実を図った。

【89】
学部間の協力体制を整備し，理工学部及 （実施済） ○年度計画【110】の『計画の進捗状況等』参照
び農学生命科学部のJABEE認定を目指し
た教育を，平成16年度から実施する。

【90】 【90】
学外の資格試験等を活用し，その結果を ○資格試験の取得が可能なカリキュラム ○21世紀教育科目「英語」において，TOEICクラスの授業科目を，「TOEIC400コー
踏まえ教育方法の研究，改善を行う。 を継続するとともに，資格試験の取得 ス（英語Ⅱ）」を12コマ，「TOEIC550コース（英語Ⅲ）」を２コマ，「TOEIC700コ

状況を把握し，その結果を分析する。 ース」を１コマ開講し，延べ171人の履修者のうち，121人が所定の目標以上の得
点を取得した。これらの結果について，21世紀教育「英語コミュニケーション実
習科目主任会」において，分析を行った。

○人文学部：
・全学を対象に，学芸員資格の取得に必要な科目を開設している。平成19年度は
20人（人文14，教育５，農学生命１）が学芸員の資格を取得した。

・社会調査士の資格取得に必要な科目を開設している。平成19年度の資格取得者
は１人であった。

○医学部保健学科：平成19年度に健康食品管理士養成校として認定登録された。検
査技術科学専攻では，３年次学生35人が受験し全員合格した。

○理工学部：独立行政法人情報処理推進機構情報処理技術者試験センターが実施す
る情報処理技術者試験において次のような成果をあげた。
・初級システムアドミニストレータ試験・基本情報技術者試験の午前試験が免除
される制度を利用するための講座認定を受けた（平成18年３月に弘前ＩＴ人材
育成特区の一部として認定され，同年８月に全国展開の制度に移行）。平成19
年にはそれぞれの試験について１人ずつが午前試験を免除され，秋季の本試験
に１人が合格した。また，前述の免除制度によらない両試験には５人の合格者
を出した。

・ソフトウエア開発技術者試験においては，１人の合格者を出した。
○農学生命科学部：技術士補，測量試補，食品衛生管理者，食品衛生監視員の資格
取得に必要な授業科目を開講している。このうち，平成19年度の資格取得状況は
次のとおり。
・技術士補（26人）
・食品衛生管理者・食品衛生監視員（30人）

【91】 【91-1】
留学生センターの機能を強化し，平成16 ○留学生センターを「国際交流センター」○日本語教育，国際交流科目の立案・実施，交流協定の企画・運営，留学生への生
年度から短期留学プログラムの充実を図 に改組し，外国語による専門科目の履 活支援のほか，国際的な学術環境により即した教育研究施設としての機能を拡充
る。 修機会の増加，日本人学生と留学生が するため，平成19年４月に留学生センターを「国際交流センター」に改組した。

ともに学ぶことの出来る科目の増設， 国際交流科目の国際経営・経済を開講し，国際交流科目のカバーする領域をさら
協定校等との教員相互受入れ，協定校 に拡げた。さらに，国際交流科目の一部を21世紀教育科目として読み替えること
での業務研修など留学生交流，教職員 とした。21世紀教育センターと協議が終わり，日本人学生と留学生が一緒に学ぶ
交流等の機能強化を図る。 機会の増加に努めた。

○UTM国際交流センター職員と，本学の語学研修中の職員との，安全管理及び国際
交流に関する懇談会を行った。
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【91-2】
○国際交流科目において，英語による国 ○教員を日本語と国際交流科目担当の２グループに分け，効果的な授業計画を策定
際経営・経済の科目を加えて短期留学 した。また，受入及び派遣の担当地域を再区分するなど，センターの機能を整備
プログラムの充実を図り，日本人学生 した。
が国際交流科目により参加しやすい体 ○国際交流科目において，新たに「国際経営・経済」を開講した。また，21世紀教
制を整備する。 育センターと，国際交流科目の21世紀教育科目への読替について検討を行った。

その結果，平成20年度から行うこととなり，日本人学生の単位修得を可能とした。

【92】 【92】
社会人入学制度を積極的に運用し，学生 ○社会人特別選抜を実施し，積極的に社 ○平成19年度は社会人特別選抜により６人（人文学部１人，医学部保健学科５人）
集団の活性化を図る。 会人を受入れる。 を受け入れた。また，平成20年度入試の社会人特別選抜では，６人（人文学部２

人，教育学部１人，医学部保健学科３人）の社会人が合格した。

大学院教育［修士課程］

【93】 【93-1】
地域社会の需要に応える高度技能・能力 ○高度専門職業人または高度な専門知識 ○人文社会科学研究科：演習２の履修を必修科目とし，原則複数の教員で担当・指
を付与する講義・演習・論文指導を行 を備えた教育・研究者の養成を目指し 導する方法で，高度職業人に必要な基礎知識を踏まえた多角的な応用的知識の涵
う。 た大学院教育を行う。 養に努めた大学院教育を行った。

○保健学研究科：社会の要請に応え，共通コア科目に「リーダーシップ論」を開講
し，また，専門科目に特論・演習・特別研究を開講し，医療チームの中で指導的
役割を果たせるコ・メディカルスタッフの養成を図った。高度技能及

【93-2】
○教育学研究科：今日的な視点から教員 ○教育学研究科：平成18年度における共通科目「教育実践研究」の試行に引き続き，

に求められている資質能力を付与すべ 平成19年度はさらに同科目及び「教育組織・関係論演習」の試行を行いつつ，平
くカリキュラムの改革を進め，平成20 成20年度からの新たなカリキュラムの完全実施に向けて準備を進めた。
年度に新カリキュラムを実施する。

【94】 【94】
青森サテライト教室を充実する。 ○引き続き，青森サテライト教室での講 ○人文社会科学研究科で，前期２科目（受講者２人），後期１科目（受講者１人）

義を開講する。 の授業を開講した。また，医学研究科で，前・後期に各２科目（受講者２人）の
授業を開講した。

【95】 【95-1】
本学及び他大学の博士課程進学を前提と ○保健学研究科：学生の進学意欲を高め ○保健学研究科：大学院進学ガイダンスを６月,12月の２回，遠隔授業システムを
する学生への指導を強化する。 るため，大学院進学ガイダンスなどを 使用し八戸サテライトと２会場での同時開催で実施した。また大学院活性化講演

開催する。 会を７月，10月，11月の３回開催し，大学院の目的・意義に関する学生の理解を
深める機会とした。

【95-2】
○農学生命科学研究科：４専攻共通の ○農学生命科学研究科：博士課程に進学した10人の全てが岩手大学大学院連合農学
「大学院博士課程進学コース」におい 研究科へ進学した。
て，課題研究に基づく，研究者養成を
目的とした指導を行う。

【96】 【96-1】
社会人入学制度を積極的に運用し，地域 ○教育学研究科：青森県教育委員会との ○教育学研究科：平成20年度から実施予定の新カリキュラムでは，現職教員に対し
社会との連携強化を図る。 連携の下，現職教員を受入れ，学校教 て，より学校教育現場を重視した実践研究を行うべく，青森県教育委員会及び弘
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育現場を重視した実践研究を行う。 前市教育委員会等との連携を深め，特にむつ市教育委員会とは，連携に関する協
定書を締結し，廃校となる学校の施設・設備の活用による実践も含め協議を進め
た。

【96-2】
○保健学研究科：現職コ・メディカルス ○保健学研究科：社会人入学制度を実施（平成19年度入学者25人のうち社会人16人）

タッフを受入れ，地域の医療現場でリ し，ほとんどが各領域に関連した現役専門職者であり，共通コア科目の「リーダ
ーダシップを発揮できる人材を育成す ーシップ論」及び専門科目の特論・演習・特別研究により，実践の場での指導的
る。 立場を担える人材の育成に努めた。

［博士課程］

【97】 【97-1】
個別指導を徹底し，研究成果の発表を促 ○医学研究科：秋田大学大学院医学研究 ○医学研究科：平成19年度から弘前大学大学院医学研究科の学位予備審査を廃止
進する。 科と連携して，学位論文審査を実施す し，本審査だけとした。平成20年２月には，秋田大学大学院医学研究科と連携し，

る。 学位審査員を相互派遣し，学位審査会を開催した。

【97-2】
○医学研究科：平成19年度から，査読制 ○医学研究科：平成19年度から，学位論文は，査読制のある雑誌に採択されたもの

のある雑誌に受理されたものを学位論 とした。これにより，より優れた学位論文が作成，公表されるよう，体制が整備
文として受け付ける。 された。

【98】 【98-1】
各研究科の研究指導協力体制を強化す ○医学研究科：領域内における研究指導 ○医学研究科:
る。 体制の強化及び修業年限短縮制度修了 ・各領域とも基礎臨床融合型の構成となり，研究指導体制が強化された。

者の増加を推進する。また，秋田大学 ・学生４人が修業年限短縮制度により課程を修了した。
大学院医学研究科と共同でセミナーを ・秋田大学大学院医学系研究科との連携により，弘前大学開催分として10月，11
開催する。 月の２回，大学院交流セミナーを実施したほか，秋田大学では平成20年２月に

開催した。

【98-2】
○理工学研究科：指導教員を増員し，開 ○理工学研究科：博士前期課程では，研究指導教員８人と研究指導補助教員４人を

講科目を増やす。また学生ごとに「研 増員したほか，博士後期課程では，研究指導教員２人と研究指導補助教員２人を
究指導委員会」を設け，研究の進捗状 増員した。また，連携大学院教育制度により，青森県工業総合研究センターから
況を適宜チェックし，助言を行う体制 研究者２人を連携教授として委嘱した。これら研究指導体制強化の下，博士後期
を継続する。 課程では学生ごとに教員５人からなる研究指導委員会を３回から５回程度開催

し，研究の進捗状況を把握するとともに，研究指導に効果を発揮した。

【98-3】
○理工学研究科，保健学研究科，地域社 ○理工学研究科：引き続き，博士後期課程では５人の教員により，博士前期課程で

会研究科：主指導教員と副指導教員か は３人の教員による複数指導体制を敷き，研究指導を行った。
らなる複数指導体制により，研究指導 ○保健学研究科：学生の所属分野の教員を指導教員とし，当該分野外の教員を副指
を行う。 導教員とする複数指導体制を敷き，学生自らのテーマや研究方法を客観的に評価

・再考し，研究の深化を図った。
○地域社会研究科：引き続き，各学生に主指導教員１人と副指導教員２人を配置し，
複数教員による研究指導を行った。

【98-4】
○「連携大学院教育」制度により，連携 ○連携大学院教育制度により，青森県工業総合研究センターからの研究者２人を，

教員や連携研究機関の研究環境を活用 博士後期課程の連携教員に委嘱し，研究指導教員１人及び研究指導補助教員１人
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した研究指導を行う。 を配置した。また平成20年３月，新たに八戸工業高等専門学校との間で連携大学
院制度の協定を締結した。

【99】 【99-1】
社会人入学制度を積極的に運用し，地域 ○理工学研究科：地域の公設・民間の研 ○理工学研究科（後期博士課程）：学生の博士論文テーマのうち，「地域の公設・
社会との連携強化を図る。 究機関等において，博士論文テーマに 民間の研究機関等における実習（現職の社会人学生が自身の勤務先におけるもの

直接関連する専門分野の研究開発の実 を含む）」は，次のとおり。
習を行う。 ・病院に勤務している理学療法士を受け入れ，実際に病院で行っている検査項目

である立位姿勢安定性を定量評価する方法を解明するため，機械工学的立場か
らの研究に取り組んだ。

・地域の主要農産物であるリンゴのペクチンおよびペクチンオリゴ糖の構造とそ
の機能開発に関する研究，及びみそや醤油など醸造食品へ新たな機能を付与す
る試みとその評価に関する研究に取り組んだ。

・放射性廃棄物処分に係わる地質現象の影響評価に関する研究に取り組んだ。
・青森県，県内企業及び県内大学による共同研究組織「青森県橋梁アセットマネ
ジメントシステム開発コンソーシアム産学官共同研究会」に，土木系コンサル
タント会社から受け入れた学生とその指導教員及び専攻が近い教員が参加し，
共同研究を行った。成果として，当該学生が名を連ねたものだけで，４編の学
術論文が発行されたほか，研究成果が青森県の橋梁の維持管理の推進に役立て
られた。

・青森県で進めている高精細フラットパネルディプレイの開発プロジェクトに参
加し，県の研究機関である液晶先端技術研究センター（八戸市）において高速
応答液晶材料の研究開発を行った。

・青森県産の資源（粘土）を用いた可視光応答型の光触媒材料に関する研究開発
を行い, 平成19年度に原著論文を発表した。また, 水素の製造が可能な可視域
光触媒も見いだし, 弘前大学と青森県による特許出願を構想している。

【99-2】
○地域社会研究科：地元地域で活躍する ○地域社会研究科：平成19年度入学者６人（入学定員６人）のうち４人は青森県内

社会人を積極的に受入れ，地域社会の で活躍している職業社会人であり，各自の職務内容に関連した研究テーマを設定
課題探求，解決，実践能力を養成する。 して，主及び副指導教員による研究指導を受けた。

○教育の成果・効果の検証に関する具体
的方策

【100】 【100-1】
学生による授業評価の方法を工夫し，教 ○授業内容の理解度を測る事項として， ○全学で実施している「学生による授業評価アンケート」において，平成18年度後
育の成果・効果の検証に活用する。 学生による授業評価アンケートに，予 期分から，設問に「予習・復習」の項目を設け，学生の授業外における学習への

習・復習の取組姿勢を問う内容を盛り 取組姿勢に関する問いを入れ，平成19年度前後期も引き続き実施した。
込み，教育の成果・効果の検証に活 ○各学部は，法人評価における現況調査表の作成において，学生による授業評価ア
用する。 ンケートの結果を活用し，学生からの意見聴取の結果から教育の成果・効果があ

がっているかについて把握し，分析に活用した。
○医学部保健学科：平成19年度後期の臨床実習を終了した４年次学生対象に「臨床
実習アンケート」を実施した。このうち，理学療法学専攻での分析結果では，全
ての設問項目（６項目）において５段階評価の４点台前後であった。今後，他の
専攻でのアンケート結果についても分析のうえ，教育効果の検証に活用すること
とした。

【100-2】
○学生による授業評価アンケートの結 ○平成18年度（前・後期）の学生による授業評価アンケートの調査結果をまとめ，
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果は，各研究科長・学部長を通して教 報告書（冊子）に作成し，個々の教員の授業改善に活用することを目的に，全教
員へ通知し，改善が必要な教員には， 員に配布した。この報告書には，アンケート調査集計結果について，各学部の分
授業参観や改善要請などの適切な指導 析コメントを掲載している。
を行う。 ○報告書のほかに，アンケート結果を速やかに教員にフィードバックし，次期の授

業改善に活用させるため，集計結果（授業科目別，設問別）を大学ウェブサイト
に掲載するとともに，各研究科長・学部長を通して教員へ通知した。

○各学部における改善の状況は次のとおり。
・人文学部：評価の平均数値は概ね高いが，学生からの不満が特に多い教員につ
いては，学部長が直接事情を聞いたうえ，担当授業の変更等必要な措置をとっ
た。他には，「学生の自由記述欄」で疑問と思われる記述があった当該教員に
対して事実確認を行い，特に問題はないことを確認した。

・医学部医学科：平成19年度から，特に評価の低い教員に対し，学務委員長が直
接対応し改善を図ることが医学科会議で確認されたが，該当者はなかった。

・医学部保健学科：17年前期分から19年度後期分まで連続して３点未満の低い評
価結果にとどまっている科目担当者については，口頭により改善に向けた注意
喚起することとしたが，該当者はなかった。また保健学科長自らが，自由記述
欄に記載された学生の声を教員ごとに整理し直し，個々の教員にフィードバッ
クした。

・理工学部：平成19年度も引き続き，学生による授業評価アンケートの結果につ
いては，学部長自らが授業評価の低い教員に対しては，授業参観や改善要請な
どの対応をすることとしたが，平成19年度は該当者はなかった。

・農学生命科学部：授業評価アンケートで評点が低い教員に対して，学部長が状
況を聴いた上で，改善を促した。

【101】 【101-1】
学生の試験結果等の分析を持続的・系統 ○成績分布の分析を行うとともに，学 ○年度計画【87-4】の『計画の進捗状況等』のとおり。
的に実施することにより，教育の達成度 生による授業評価アンケートの結果
を把握し，結果を教育に反映させる。 とあわせて，教育の達成度を把握す

る。

【101-2】
○医学部医学科： ○医学部医学科：
・医学教育センターにおいて，メデ ・平成18年度に引き続き，３年次編入学学生に対して，継続的な入試データの解

ィカル・スクール構想（学士入学４ 析，アンケート調査，授業の成績に対する解析を行い，授業のカリキュラム内
年制）に基づいて，３年次学士編入 容等の改善について検討を行った。
学者の教育達成度を持続的かつ系統
的に調査し，教育へ反映させるとと
もに，その検証を行う。

・４年次学生に対して臨床実習実施前 ・平成18年度共用試験(CBT,OSCE）の結果を踏まえ，学務委員会においてCBT評価
に行う「共用試験」の結果を解析し， 不合格者15人に対し，複数の分野別レポートを課し，厳格に審査判定を行った
学生の達成度を把握するとともに， 結果，15人を合格とした。
進級判定の資料とする。また，共用
試験の成績不良者に対して，補講等
の対応を図る。

・６年次学生に実施する総合試験の結 ・平成19年度においては，６年次学生に総合試験を実施した結果，全員合格基準
果を解析し，これを卒業判定の資料 に達したため，補講等の措置は講じなかった。
とする。また，その結果を教育改善
に反映させ，総合試験の成績不良者
に対して補講等の対応を図る。
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【101-3】
○農学生命科学部：JABEEの教育改善シ ○農学生命科学部：全学で実施している学生による授業評価とは別に，学部自己評
ステムを参考に，教育評価を教育改善 価委員会が卒業・修了直前の学生を対象に学科毎の満足度調査を行った。その調
に反映させるシステムを構築する。 査結果を教育改善委員会が教育改善に活かす両輪体制を構築したが，JABEEの教

育改善システムを十分に取り入れるには至らなかった。

【102】 【102-1】
卒業生及び企業等に対するアンケート等 ○卒業生及び企業等に対するアンケー ○学部卒業生（対象1,353人）及び企業等（対象286件）に対するアンケートを実施
を活用して，教育の成果・効果の検証を ト調査は，今後も定期的に実施する。 し，卒業生は295人（回収率21.8％），企業等は164件（回収率57.3％）の回収を
充実させる。 得た。集計結果は各学部に提供し，各学部では教育に関する現況分析に活用した。

【102-2】
○各学部において，「卒業生及び企業等 ○平成17年度，「学部卒業生へのアンケート」及び「卒業生を採用している企業等

へのアンケート調査」を分析し，その へのアンケート」を実施した。それぞれの集計結果は，各学部や学生就職支援セ
結果を教育・学生担当理事が総括し， ンターにおいて分析し，平成18年度に受審した機関別認証評価の自己評価に活用
大学ホームページで公表するととも した。さらに，各学部では，検証を行い，その結果を，平成19年度には教育・学
に，学部の教育改善に活用する。 生担当理事が総括し，大学ウェブサイトに掲載し学内外に公表した。

【102-3】
○医学部医学科：初期研修指導者に対し ○医学部医学科：平成17・18年度卒業生の研修医に関するアンケート調査を，平成

て，本学卒業の研修医に関するアンケ 20年3月に，初期研修指導者(対象病院93件)に対して行った。
ート調査を行う。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

② 教育内容等に関する目標

中 ○アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現する。
期 ○策定した教育目標に即して教育課程を編成し，体系的な授業内容を提供する。
目 ○教育課程や個々の授業の特性に合致した授業形態，学習指導法等を行う。
標 ○グローバルな視野を持つ自立した社会人を育成するために，内外の大学に止まらず，社会の多様な組織との連携を組み入れたカリキュラム を整備する。

○有効性のある成績評価を実施する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

○アドミッション・ポリシーに応じた入
学者選抜を実現するための具体的方策

【103】 【103-1】
入学試験全体を分析検討し，平成16年度 ○人文学部・教育学部・医学部保健学科 ○一般選抜（前期日程）において，同一学部内で教科及び配点が統一されている学
に入学試験及び入学試験体制の抜本的な ・理工学部：平成20年度入学試験から 科等で第２志望選抜を実施することとし，平成20年度入学試験から人文学部，教
改善案を策定する。 第２志望制度を導入する。 育学部，医学部保健学科，理工学部及び農学生命科学部で導入した。

【103-2】
○平成20年度入学試験において，特別選 ○過去５年間の志願者数及び入学者数の状況を勘案し，平成20年度入学試験から特

抜試験の実施方法について改善を図 別選抜のうち，「帰国子女特別選抜」及び「中国引揚者等子女特別選抜」を廃止
る。 した。

○人文学部：平成20年度入学試験から，従来の小論文，面接，推薦書・調査書の他
に，出願時に「志望理由書」の提出を求めることとした。

○医学部保健学科：平成20年度入学試験において，５専攻で特別選抜推薦入学試験
（Ⅱ）を取り入れると共に，一般選抜試験（後期日程）では，５専攻とも試験科
目を課すことにした。

【104】 【104-1】
学部説明会の内容を高等学校と相談しな ○青森県内の地区毎に基幹校となる高等 ○青森地区及び黒石地区において，実施について申し出のあった高等学校各１校を
がら，全学的に検討して充実を図るとと 学校を設け，基幹校に当該地区の高校 基幹校として説明会を実施した。また，高校行事等で日程調整ができない地区で
もに，八戸サテライト及び高等学校に出 生を集めることにより，効率的且つ充 は，５つの高等学校において説明会を実施した。
向いての講義や説明会を通して，高校生 実した説明会を実施する。
に対する大学理解の向上を図る。

【104-2】
○選抜要項等の配布冊子について，構成 ○入学者選抜要項及び募集要項の構成や記載方法について，項目毎に表に取りまと

・記載方法を改善し，受験生が見やす める等，より見やすく，分かりやすいよう改善した。
く，分かりやすいように作成する。

【104-3】
○本学への進学意欲を高めるため，入試 ○平成19年度は作成できなかったため，平成22年度入試の広報用として，平成20年

広報DVDなどのメディアを作成して， 度の製作に向け，検討を行った。
高等学校等に配布する。

【104-4】
○志願者向けの入試広報媒体において， ○全ての学部のアドミッション・ポリシーは，大学ウェブサイト入試情報に掲載し

学部等の「目的」と「アドミッション 志願者に対して周知している。学部個別の状況では，学部の特徴や教育目的は各
・ポリシー」の明確化を図る。 学部とも学部ウェブサイト・学部案内に掲載しているが，アドミッション・ポリ

シーについては，人文学部は学部ウェブサイトの受験生向けサイトと学部案内（冊
子）にも掲載し，医学部保健学科，理工学部及び農学生命科学部では，学部（学
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科）ウェブサイト掲載となっている。

【104-5】
○オープンキャンパス，大学ドリーム講 〔全学的な取組〕
座，学部説明会，出張講義等の充実を ○オープンキャンパスの実施：平成19年８月８日に開催し，高校生，保護者等を含
図るとともに，高等学校との連携を密 めて4,358人の参加者を集め，平成18年度より約600人の増となった。各学部では，
にして，本学志願者の増加を図る。 模擬講義，実験実習体験等を行ったほか，総合相談コーナーでは，高校生・保護

者からの入試，奨学金，学生寮等に関する質問に対して，担当者が説明を行い対
応した。また，「学長と話そう」では，学長が高校生と懇談を行い，本学の教育
理念などを説明した。

○ミニ・オープンキャンパスの実施：平成19年10月に開催した「弘前大学総合文化
祭」の企画イベントとして実施し，入試課ブースには55人が訪れた。

○医師を目指す県内５つの高校の生徒や保護者を対象に，「医学部医学科懇談会」
を開催し，学長による講演，医学科入試専門委員長による説明，及び質疑応答を
行った。

○入試説明会の実施：青森県，岩手県，及び北海道の主要都市において，15回開催
したほか，高等学校では青森県，秋田県，及び北海道において33回実施又は参加
し，本学志願者の増加を図った。

○１日体験入学の実施：４つの高等学校から384人の参加があった。
○出前講義の実施：９つの高等学校に出向き，28人の教員が講義を実施した。

〔学部独自の取組〕
○人文学部：高校から個別に依頼される出張講義のほか，学部長や入試委員・社会
連携委員が県内，東北各県，北海道の高校（約60校）を訪問し進学指導教諭や生
徒に学部の説明を行った。

○教育学部：高校訪問では，入試課で説明会を実施した高校と青森県を除く北東北
（宮城県北部を含む）と北海道函館地区の高校（43校）に入学者対策委員が訪問
して学部の魅力をアピールした。

○医学部医学科：学科のアドミッションポリシーを理解し，優秀かつ真に医学を志
す受験者を確保するため，青森県内各高等学校の進路指導担当教員との懇談会を
平成19年度も引き続き開催し，連携を密にした。また，平成21年度からのＡＯ入
試導入のため，青森県及び県教育庁への説明を行った。さらに，平成20年度に，
指定地域各高等学校への訪問及び２回のスクーリングを計画している。

○理工学部：研究科長，副研究科長，各学科教員が北海道地区，青森県，秋田県他
東北地区の高等学校を訪問し（延べ約70校），進路指導担当教諭と生徒に対し学
部・学科の特色をアピールした。また，青森県高等学校理数科課題研究発表会を
本学で実施（講義室４室貸与）し，各学科教員（７人）が助言者として協力し，
高等学校との連携を図った。

【104-6】
○医学部保健学科：八戸サテライト教室 ○医学部保健学科：平成19年10月に八戸サテライトにおいて，八戸地区の高校生を

において，八戸地域周辺の高校生を対 対象に看護体験事業を開催した（44人参加）。
象に看護体験事業を実施する。

【105】 【105-1】
留学生の受入体制の整備を行う。 ○正規留学生の受入を推進するととも ○韓国，タイ，中国で開催された日本留学フェアに参加し，弘前大学ブースへの来

に，留学生教育の一層の充実を図る。 場者（韓国：約200人，タイ：約280人，中国：約120人）に対し，弘前大学への
留学をアピールした。また，タイにおいては，フェアの行われた地域近辺の大学
にも出向き，弘前大学のＰＲを行った。

【105-2】
○編入留学生の受入方策に関する調査・ ○タイで開催れた日本留学フェアに参加した際，その地域近辺の大学に出向き，日
検討を行う。 本に編入学希望の学生や大学院生として留学したいという学生に説明を行い，合

わせて意識調査も行った。チェンマイ大学の学生は，留学先として弘前大学は他
の大学（特に都市部）より生活費が安いことで人気が高いと述べていた。一方，
ブラパー大学の学生は，弘前大学自体を知らず，まず知名度をあげる必要がある
ことを確認した。
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○教育理念等に応じた教育課程を編成す
るための具体的方策

学部

【106】 【106-1】
本学の教育目標・目的に即した，各学部 ○人文学部：人文社会科学系のコア科目 ○人文学部：３課程の10コースでそれぞれコア科目を定め，そのうえで選択科目，
ごとのコア・カリキュラムの導入を図 を設定し，各課程ごとに設けたコース ゼミナールを選択するカリキュラムを実施した。
る。 のコア・カリキュラムを実施する。

【106-2】
○教育学部：新しく提唱した教員養成学 ○教育学部：教員養成科目の３つの科目群のうち，自己形成科目群に位置づけてい

の概念に対応した「自己形成科目群・ た一部の科目を教員発展科目群に移動変更して実施したのもあるが，概ね計画ど
学校臨床科目群・教員発展科目群」を おり実施した。
実施する。

【106-3】
○医学部医学科：既設のコア科目に加え ○医学部医学科:平成18年度に，３年次対象のチュートリアル教育において，６年

て，さらに発展科目を開設し，プレゼ 次学生が下級生の指導にあたる「屋根瓦方式チュートリアル教育（PBL)」を検証
ンテーション能力・ディスカッション した結果，学生のモチベーションが向上し，双方に相乗的な教育効果をもたらし
能力の向上を図るために専門基礎科 ていることが確認できた。平成19年度も同様に，発展科目，専門基礎科目，チュ
目，チュートリアル教育，研究室研修 ートリアル教育，研究室研修をカリキュラムに盛り込み，プレゼンテーション能
等を実施する。 力・ディスカッション能力の向上を図った。

【106-4】
○医学部保健学科：指定規則，国家試験 ○医学部保健学科：指定規則及び国家試験に対応しつつ，必修科目と選択科目及び

に対応しつつ，必修科目と選択科目及 選択必修の適切な設定・配置に基づくカリキュラムを，引き続き実施した。また，
び選択必修の適切な設定・配置に基づ 平成19年度から検査技術科学専攻が「健康食品管理士養成校」登録したことに伴
くカリキュラムを，引き続き実施する。 い，同専攻のカリキュラムに「健康食品学」「健康食品法規」の２科目を加えた。
平成19年度から検査技術科学専攻が登 さらに平成17年度に導入した新カリキュラムについて，３年間における検証の結
録申請した「健康食品管理士養成校」 果，一部専攻で授業科目の年次別単位数の変更について検討を行った。
を実施するため，カリキュラムを一部
変更する。

【106-5】
○理工学部：専門基礎学力を重視したコ ○理工学部：専門基礎科目を重視した新カリキュラム下での初めての２年生を迎

ア科目とともに，能動的学習を促進す え，２年生が履修する必修科目（各学科13～18，平均15科目）の授業を実施し，
るための演習科目を実施する。 能動的学習を促進するために，重要な必修科目（各学科５～７科目）について演

習科目の授業を実施した。全ての演習科目には，実効を高めるために一クラス２
～3名のTA，RAを配置した。

【106-6】
○農学生命科学部：学科改組と合わせて ○農学生命科学部：平成20年度からの学科再編において，全ての学科で専門基礎科

平成20年度からの実施を目指す新カリ 目群をコア科目として導入し，基礎力の充実とコア・カリキュラムとを連携させ
キュラムでは，専門基礎科目をコア科 るカリキュラムを策定した。
目群として位置づけ，学科の必修科目
をコア・カリキュラムに止めるなど基
礎力の充実とコア・カリキュラムとを
連携させる。

【107】 【107-1】
教養教育（21世紀教育）においては，放 ○放送大学，弘前学院大学及び北東北国 ○北東北国立３大学との単位互換制度により，岩手大学及び秋田大学で開講してい
送大学の授業等の積極的な活用により， 立３大学との単位互換制度により，引 る授業科目を，21世紀教育科目として本学学生に提供し，483人が受講した。
多様な授業の選択肢を提供する。 き続き多様な授業の選択肢を提供す ○放送大学との単位互換制度により，放送大学で開講している授業科目を，21世紀

る。 教育科目として本学学生に提供したが，受講者はいなかった。
○弘前学院大学（弘前市）との単位互換制度により，弘前学院大学で開講している
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授業科目を，21世紀教育科目として本学学生に提供し，１人が受講した。

【107-2】
○学外の文化人を活用し，地域に根ざす ○津軽の歴史・文化を学ぶ授業科目「津軽学―歴史と文化―」を，学外の文化人を

大学として特色のある授業科目「津軽 含めた12人の講師により開講し，64人が受講した。高大連携の観点から講師には
学－歴史と文化」を継続開講する。 高校教員を参画させ，また，地域密着型の独自のカリキュラムにより，講義だけ

ではなく，実演・実習も含めた取組を行うとともに，カリキュラムの見直しを行
い，カリキュラム内容の充実を図った。

○本学で開催された第57回東北・北海道地区大学一般教育研究会第２分科会（連携）
において，「津軽学」について「津軽地域の歴史・文化等の専門教育に関わって
いる学内外の研究者たちとの連携のもとに，多種多様なテーマに沿って授業カリ
キュラムが組まれている点が極めて印象に残った。」との評価を得た。

【108】 【108-1】
寄附講義等を活用し，選択科目の充実を ○人文学部：野村證券による寄付講義 ○人文学部：経済学コース，経営学コース，産業情報コースの特設講義として次の
図る。 を継続する他，新たに青森銀行による 寄附講義を開講した。

寄付講義を開講する。 ・野村証券による寄附講義：前期「証券論」（講師：野村證券青森支店長）
・青森銀行による寄附講義：前期「青森県における産業経営」，後期「県内産業

と地域金融機関の役割」（講師：青森地域社会研究所常務理事）

【108-2】
○医学部医学科：寄附講義として，青森 ○医学部医学科:平成18年度に引き続き，寄附講義として，青森県医師会による「保

県医師会による「保健と医療システム」 健と医療システム」及び(株)ツムラによる「東洋医学」を開講した。また，「東
と㈱ツムラによる「東洋医学」を開講 洋医学」は平成19年度は必修科目として開講した。
する。

【108-3】
○理工学研究科：日本原燃㈱によるエ ○理工学研究科：日本原燃（株）による寄付講義「総合エネルギー学」を後期に開

ネルギー関連の寄付講義を後期に開 講し，非常勤講師15人のオムニバス形式による講義を，153名が受講した。
講する。

【109】 【109-1】
学部内，各学部間の講義の有機的な連携 ○教育学部：全学で組織する「全学教員 ○人文学部，教育学部，医学部保健学科，理工学部及び農学生命科学部からの教員
を図るため，授業内容等の見直しを実施 養成担当実施委員会」の下，全学を対 10人により「全学教員養成担当実施委員会」を組織するとともに，教職科目の運
する。 象とした教職科目を開講する。 営に実績のある教育学部教員４人を加えた科目ごとのワーキンググループを結成

した。これらの組織の下，教育学部以外の学生に対して「教職入門」と「介護等
体験実習」を，48コマ開講し，延べ2,596人の履修があった。また，平成20年度
から開講される「教育実習」について，学生の希望調査と実習校の確保に向けた
調整を行った。

【109-2】
○人文学部・理工学部・農学生命科学部 ○理工学部及び農学生命科学部の教員が連携し，理科の教育職員免許状取得に必要
による教育連携会議の下，各学部の専 な教科に関する科目のうち，各々の学部の学生を対象に，「物理学専門実験」（受
門領域の教員が参加し，教職科目の「専 講者６人），「生物学専門実験」（受講者27人）及び「地学専門実験」（受講者17人）
門実験」の企画・実施運営に当たる。 を開講した。

【109-3】
○医学部保健学科：附属病院と連携し ○医学部保健学科：平成19年12月に開催した検討会議では，11月に実施した学生へ
て，「臨地・臨床実習に関する合同検 の実習に関するアンケートの結果について，針刺し事故，感染リスク，実習内容
討会議」を開催し，附属病院実習の在 に関して「実習施設の指導担当者」と「本学実習担当教員」の認識に差異が認め
り方や課題等を整理し，平成20年度に られる等の課題を明らかにした。
課題等への対応策を策定する。

【109-4】
○農学生命科学部：平成20年度の学科再 ○農学生命科学部：平成20年度の学科再編に向けて，学部の教育理念である「理農
編に向けて，学科間の教育連携による 融合」を実現するため，専門分野が隣接するように学科とコースを配置し，さら
カリキュラムの実現を図る。 に生物学系の学科では農学領域科目を，農学系の学科では生物学領域科目を相互
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に学ぶことができるカリキュラムを策定した。

【110】 【110】
国際水準の資格取得が可能な教育課程を ○平成18年度JABEE認定を受けた教育プ ○理工学部：平成18年度にJABEE認定を受けた知能機械システムプログラムについ
構築する。 ログラムとして，理工学部知能機械シ て，認定時に指摘された事項の改善策を実施し，平成21年度の再審査までのプロ

ステムプログラム及び農学生命科学部 グラム継続を図るため，中間審査を受けた。
農業土木プログラムを継続する。 ○農学生命科学部： 農業土木プログラムにおいて，３年間のプログラム継続を図

るため，JABEEの中間審査を受けた。

【111】 【111】
社会と連携した卒業研究を実施する。 ○地域に密着した課題（例えば，教育， ○人文学部：民俗学，宗教学，社会学，考古学，社会法学等の研究室では教員の指

政策・街づくり，雇用，農業，健康・ 導のもとで学生が地域に密着した研究調査を行い，その結果は各研究室から「報
保健など）を研究テーマに設定し，論 告書」にまとめて公開した。
文内容は公開する。 ○医学部保健学科：すこやかコミュニケーション支援センターが実施する「弘前シ

ニアのための転倒予防教室」に，卒業研究の一環として学
生を参画させた。

○農学生命科学部： 生物生産科学科・地域環境科学科の実学分野では，多くの学
生によって農業や地域環境など地域課題に結びついた卒業研究に取り組んだ。

大学院

【112】 【112-1】
プレゼンテーション能力や論文執筆等の ○医学研究科：医学研究の基盤となる知 ○医学研究科：
研究者に必要な能力養成に留意したカリ 識や技術の習得のためのカリキュラム ・最新の研究方法及び成果を修得させるため，「医学研究概論」を開講したほか，
キュラム編成を図る。 を実施する。また，メディカル・イン 研究の基礎となる実験技術を修得させるため「医学研究基礎技術実習」を開講

グリッシュ・センターが国際学会にお した。
けるプレゼンテーションを支援する。 ・指導教授による個別指導の強化に取り組んだ結果，国際学会での研究発表及び

外国雑誌への論文投稿数の増加に寄与した。
・メディカル・イングリッシュ・センターにおいて，英語論文及び英語による学
会発表による論文の校閲を行い，国際学会におけるプレゼンテーション等を支
援した。

【112-2】
○保健学研究科（博士後期課程）：共通 ○保健学研究科（博士後期課程）：研究者に必要な能力養成を目指したカリキュラ
コア科目として「教育・研究者育成コ ムとして，共通科目に「教育・研究者コースワーク」を開講した。具体的には，
ースワーク」を設け，英語でのプレゼ 英語でのプレゼンテーション能力，研究企画書の作成等を含めた研究プロジェク
ンテーション能力や研究プロジェクト ト企画及びマネジメント能力の養成を行った。
企画・マネジメント能力を養成する。

【112-3】
○農学生命科学研究科：学会発表の方法 ○農学生命科学研究科：各専攻共通の研究基礎科目として，「研究推進方法論」で
や論文の書き方を指導する研究推進方 は学会発表の方法や論文の書き方を指導するとともに，「専攻セミナー」では，
法論に関する講義を行うとともに，「専 修士論文の中間発表を行わせ，学生・教員による討論を交えた論文指導を行った。
攻セミナー」では，修士論文の中間発
表を行わせ，学生・教員による討論を
交えた論文指導を行う。

【113】 【113】
高度専門職業人養成に即した授業内容と ○各研究科の目的に応じて，高度専門職 ○人文社会科学研究科：学部附属の亀ヶ岡文化研究センター及び雇用政策研究セン
授業形態を導入する。 業人の養成に即した講義・演習を組み ターにおいて，センターの目的に基づいた調査・研究を実施するとともに，演習

合わせて行う。 ・実習等を通じて，高度職業人の養成に則した授業を行った。亀ヶ岡研究文化セ
ンターの場合，青森県埋蔵文化財調査センター等への就職者が多い。

○保健学研究科：博士前期課程では，共通コア科目に「リーダーシップ論」，専門
科目に特論・演習・特別研究を開講し，医療チームの中で指導的役割を果たせる
コ・メディカルスタッフの養成を図った。また博士後期課程では，共通科目の「イ
ンタープロフェッショナルワーク論」及び専門科目の特講を開講し，知識・技術
・研究基礎能力を更に高め，高度な専門性を身に付けた人材の育成を目指した。
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【114】 【114-1】
社会と連携した研究テーマを開発する。 ○人文社会科学研究科：特定プロジェク ○人文社会科学研究科：年度計画【113】の『計画の進捗状況等』参照

ト教育研究センター，また，地域行政
機関や企業との連携活動を行っている
研究領域を中心に，研究テーマを設定
する。

【114-2】
○教育学研究科：青森県及び弘前市の小 ○教育学研究科：引き続き，青森県及び弘前市の小・中校長会との定期協議を続け
・中学校長会との定期協議会を活用 研究科及び学部の取組を説明している。現状では，大学からの説明が大半を占め，
し，地域の学校が抱える問題点に関す 小・中学校の問題を汲み上げての協議はできなかった。また，このような取組に
る研究テーマを設定する。 かかわらず，高校生のジェンダー学習に関する研究や，集団かぜ発生時における

臨時休業に関する研究に取り組んだ。

【114-3】
○医学研究科：社会と連携できる研究テ ○医学研究科:平成18年度に弘前市岩木地区の住民と連携した健康増進プロジェク

ーマを設定し，更なる民間との共同研 トを実施した。平成19年度はプロジェクトは終了したが，社会医学講座に所属す
究を探り，より活発化させる。 る大学院学生28人がスタッフとして，引き続き研究に取り組んだ。

【114-4】
○保健学研究科：地域や社会に係わる研 ○保健学研究科：社会人学生のほとんどが専門領域に関連した現役専門職者であ

究テーマを設定し，共同研究の連携・ り，研究テーマにおいても現職に関連したものとなっている。また学生の研究指
強化をより一層推進する。 導を通して地域社会との連携を推進した。具体的には，「中堅看護者の看護技術

の実態と個人特性に関する研究」，「弘前市内の公園内砂場から分離したアカン
トアメーバの病原性と種の解析」，「デイケアおよび入院作業療法を継続してい
る精神障害者の主観的QOLの特徴」などの研究に取り組んだ。

【114-5】
○理工学研究科：企業との共同研究 ○理工学研究科：地域社会が抱えている多くの課題について，地元企業等との共同研究
を，大学院学生の修士論文研究とし に取り組み，これに多くの大学院学生が参画している。学生は指導教員と相談しながら
て参加させ，社会との連携を強める 研究計画を立て「特別演習」や「特別研究」を通じて，各自が「EPMAを利活用したコ
とともに，学生の地域への貢献とし ンクリート構造物の劣化因子の測定方法」，「平地内自由歩行での移動距離推定に
ての教育を深める。 関する研究」などのテーマに取り組んだ。

【114-6】
○農学生命科学研究科：課題設定・研究 ○農学生命科学研究科：４専攻のいずれでも，研究資金確保の必要から生命科学や

過程において，産業的・社会的課題と 農学を，産業的課題及び地域的課題に結びつけた研究を通して学生を教育した。
の関係を自覚させる教育方法を研究す
る。

【114-7】
○地域社会研究科：地域や社会に係わる ○地域社会研究科：社会人学生とともに修士課程から進学した学生も，地域社会の

研究テーマを設定して，社会との連携 産業，歴史，祭礼研究，介護保健活動，地場産品からの有用成分開発分析等の研
を一層推進する。 究に取り組んだ。

○授業形態，学習指導法等に関する具体
的方策

【115】 【115-1】
教育課程と授業の特性に合致した授業形 ○教育・学生委員会の下，ティーチング ○教育・学生委員会の下，ティーチング・ポートフォリオなどを活用した学習指導
態，学習指導法の研究と実施のための研 ・ポートフォリオなどを活用した学習 法に関する研究プロジェクトチーム「FDネットワーク」に，平成19年度から大学
究体制を整備する。 指導法に関する研究プロジェクトチー 院担当教員２人を参加させた。

ムの充実を図る。

【115-2】
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○医学部医学科：カリキュラムを見直 ○医学部医学科:平成21年度からの入学者を対象とした新カリキュラム作成のため
し，地域医療・へき地医療に関する教 のWGにおいて，地域医療・へき地医療に関する授業科目の検討を行った。また，
育の充実を図る。 現在のカリキュラムでは，クリニカル・クラークシップなど既存の授業科目を必

修化するなどし，充実を図っている。

【116】 【116】
高・大連携を促進し，学生の大学教育に ○高・大連携事業の一層の発展・充実を ○平成15年度から，弘前市内の５つの高等学校と連携し「高・大連携高校生セミナ
おける適応能力を高める方策を策定す 図るため，新たに「高大連携公開講座」 ー」を実施してきた。これを受講した高校生の入学後の単位認定ができるように
る。 を開設し，受講した高校生の入学後の 見直し，新たに「高大連携公開講座」を開設し，前期29人，後期18人の受講があ

単位認定を可能とする。 った。

【117】 【117-1】
インターネットを利用した遠隔授業を実 ○教育学研究科：「授業実践研究」にお ○教育学研究科：平成20年度からの新カリキュラムでは，「教育活動演習」におい
施する。 いてインターネット環境とウェブカメ て，むつ市との連携強化計画の一環として，インターネットを活用した実験事業

ラを活用した実験授業を計画し，イン を実施するための条件整備を図った。
ターネット型大学院の可能性を探る。

【117-2】
○医学研究科：双方向型テレビ会議シス ○医学研究科：テレビ会議システムを利用した遠隔授業を，青森サテライト教室，

テムを利用したリアルタイムの遠隔授 青森県立中央病院，秋田看護福祉大学，青森労災病院，三鷹市及び大館市立総合
業を実施する。 病院と結んで，前期(「医学研究概論Ⅰ」，「生命科学倫理学」）及び後期（「医学

研究概論Ⅱ」，「最新医学の動向」）に実施した。

【117-3】
○保健学研究科：インターネットを利用 ○保健学研究科：前期（集中講義を含む９科目）と，後期（４科目）において，テ

したテレビ会議システムで八戸サテラ レビ会議システムを活用して，八戸サテライトの学生（延べ27人）に対して遠隔
イト教室と結び双方向遠隔授業を実施 授業を行った。なお，開講時間は社会人に考慮し，平日18時以降及び土日とした。
する。

【117-4】
○SCS（スペース・コラボレーション・ ○岩手大学大学院連合農学研究科におけるセミナーや授業においてSCSを活用した。
システム）を活用した大学間連携教育
（講義，基礎ゼミ，研究発表等）を継
続する。

【118】 【118-1】
他大学との単位互換制度を拡充するとと ○放送大学，弘前学院大学及び北東北国 ○年度計画【107-1】の『計画の進捗状況等』参照
もに，開設授業科目の見直し・整理を行 立３大学との単位互換制度により，引
う。 き続き多様な授業の選択肢を提供す

る。

【118-2】
○理工学部：八戸工業高等専門学校と ○理工学部：八戸工業高等専門学校との単位互換制度により，八戸工業高等専門学

結んだ単位互換制度の実質化を行 校からは，「航空宇宙工学」に（18人）及び「知能機械システム工学特別講義」
う。 （３人）の履修があった。

【119】 【119-1】
社会の多様な組織との連携による学外実 ○教育学部：教育委員会と連携して，学 ○学校サポーターは，28校（小学校17・中学校10・高等学校１）に学生74人を派遣
習等の充実を図る。 校サポーター，放課後チューターを学 した。平成19年10月に行われた弘前市の小中学校長との連絡協議会では，平成20

校教育現場に派遣する。 年度以降の学校サポーターの派遣を求める強い要望が出されているほか，平川市
からも新規派遣の依頼が寄せられた。また青森県教員選考試験の合格者９人のう
ち６人が学校サポーター経験者であり，教員としての資質能力の向上にも，学校
サポーター活動は寄与したと言える。

【119-2】
○医学部医学科： ○医学部医学科:
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・「地域医療型クリニカルクラークシ ・約10人の学生が，「岩木健康増進プロジェクト」を教育フィールドとして活用
ップ教育（現代GP）」において，地 し，４月から約12週間にわたって，地域の保健師等とチームを組み地域保健活
域の保健師等とチームを組み，教育 動実習を，クリニカル・クラークシップでの地域・へき地実習と位置づけ実施
フィールドとして「岩木健康増進プ した。
ロジェクト」を活用した実習講義を ・三沢米空軍病院へのエクスターンシップには，学生５人を期間派遣（７月から
実施する。 ８月）を行った。

・三沢空軍病院へのエクスターンシッ ・６年次必修科目であるクリニカル・クラークシップにおいて，地域・へき地医
プ，クリニカル・クラークシップ及 療機関（県内の10医療機関）を指定し，全３クールの期間中１クール（約１ヶ
び学外実習の充実を図る。 月）は，指定医療機関での地域医療実習を義務づけ，実施した。

・クリニカル・クラークシップ全３ク
ールのうち，１クール（約１カ月）
について，地域医療実習（必修）を
実施する。

○適切な成績評価等の実施に関する具体
的方策

教養教育（21世紀教育）

【120】 【120-1】
教養教育（21世紀教育）の「成績評価の ○平成18年度に見直した「成績評価の ○21世紀教育科目の「成績評価の方法と基準」に基づき，成績評価を実施した。個
方法と基準」の検証後，適正な評価方法 方法と基準」を実施する。 々の教員の成績評価結果については，履修状況，成績分布，平均点分布等による
と基準を設定する。 「成績状況調べ」を作成し，基準どおり成績評価が行われていることが検証され

た。また，21世紀教育センターが平成18年度後期に実施した学生アンケートの結
果（平成19年４月回収）では，約９割の学生がシラバスに記載された方法で成績
評価が行われたと回答した。

【120-2】
○平成19年度入学者から，５段階評価を ○きめ細かで適正な評価により学習意欲の向上に資するため，平成19年度入学者か

導入する。 ら，専門教育科目と同様に21世紀教育科目でも，秀，優，良，可，不可の５段階
評価を導入した。

学部

【121】 【121-1】
主要な科目の成績基準を策定し，学生に ○各学部において，学部専門教育科目 ○年度計画【87-1】の『計画の進捗状況等』参照
公表する。 の統一的な成績評価基準を策定し，履

修案内等に明示する。

【121-2】
○平成19年度入学者から，５段階評価を ○年度計画【87-3】の『計画の進捗状況等』参照

導入する。

【122】 【122】
成績評価に対する学生からの申し出等を ○人文学部，教育学部，理工学部：学生 ○人文学部：成績評価に異議がある場合には，担当教員のオフィスアワーで問い合
受け付け，処理する制度を構築する。 からの成績評価に関する申立てへの対 わせるか，または学部長に対して「異議申し立て書」を提出し対応を求めること

応について，履修案内等に明記する。 ができることを履修案内に明記した。
○教育学部：学務委員会に成績評価の苦情申立てに対応する教員を配置している。
申立ての方法と対応については，授業科目概要に明記し，学生に周知した。

○医学部保健学科：成績評価に対する学生からの申立受付方法は，履修案内（20年
度版）に明記することとした。

○理工学部：成績評価などに対する異議申し立ては，学部長オフィスアワーで対応
することを履修案内に明記したほか，学部内掲示を行った。

大学院

【123】 【123-1】
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大学院教育，高度専門職業人教育におけ ○シラバス等に成績評価方法と採点基準 ○教育学研究科では，シラバスの記載項目に「成績評価及び採点基準」を設け，担
る効果的な成績評価方法と基準を設定す を明記し，学生に対して周知する。 当教員には授業科目毎に記載を求め，学生への周知を図っている。ただし，学部
る。 レベルの授業と異なり，画一的な記載様式とすることは，困難と考えられる。

○医学研究科：大学院共通科目について，出席状況により成績評価を行っている旨
を記載したシラバスを作成し，学生に対し周知した。

○保健学研究科：成績評価方法及び採点基準は，保健学研究科ウェブサイトに掲載
しているシラバスの「成績評価及び採点基準」に明記し，学生に周知している。

○地域社会研究科：４月はじめの履修ガイダンスの際に学務委員会委員長が成績評
価方法等を説明し周知した。また，平成20年度からシラバス等に成績評価方法と
採点基準を明記することとした。

【123-2】
○平成19年度入学者から，５段階評価を ○きめ細かで適正な評価により学習意欲の向上に資するため，平成19年度入学者か

導入する。 ら，全研究科で，秀，優，良，可，不可の５段階評価を導入した。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標
③ 教育の実施体制等に関する目標

中 ○策定した教育目標の実現を図るために必要な教育体制及び教育支援体制を整える。
期 ○教育活動の評価及び評価結果を教育の質の改善につなげる。
目 ○学ぶ者が主体であるという視点に立って各学部，大学院，センター等における個性的な教育の到達度を明示し，各教育組織相互の連携によって多様なニーズに
標 応えられる教育体制を構築する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

○適切な教職員の配置等に関する具体的
方策

【124】 【124】
教養教育（21世紀教育）の実施体制等は，○21世紀教育センター：自己点検・評価 ○平成18年度に受審した機関別認証評価の評価結果において，企業等へのアンケー
外部評価等を踏まえて，継続的に点検・ を継続実施するとともに，認証評価の トで「コミュニケーション能力」と「外国語の能力」の評価が低いことについて
改善する。 結果を踏まえ，実施体制の改善を図る。 改善を要するとの指摘を受けた。

このため，コミュニケーション能力については，21世紀教育の導入科目である「基
礎ゼミナール」において，教員から授業終了後に提出される授業実施報告書を分
析した結果，発表力・質問力の向上とコミュニケーションの充実が図られたこと
が確認された。また，「外国語の能力」については，特に英語能力の不足への対
応に関して，平成19年度に設置された学士課程教育協議会において，検討が開始
された。

○各教員へ通常の授業担当依頼のほか，授業担当基準時間（21世紀教育を年間30授
業時間担当）に満たない教員に対して，特設テーマ科目の開講を依頼した結果，
平成18年度は３科目の開講であった同科目が，平成19年度は23科目の開講に増加
した。この結果，授業担当基準時間に満たない教員は119人となり，２年前に比
べて半減した。全学担当制により21世紀教育科目を実施しており，ほぼ全教員が
授業を担当した。

【125】 【125】
21世紀教育センターに，「高等教育研究 ○高等教育研究開発室（平成16年度設置）○高等教育研究開発室は，FDの義務化に対応するために，教育・学生委員会と連携
開発室」を設置し，21世紀教育の改善の が主導して，引き続き21世紀教育のカ して，21世紀教育のカリキュラム，教育法，運営組織等の調査・分析を行い，次
ための諸活動を企画し実施する。 リキュラム，教育法，運営組織等に関 のような活動を行った。

して調査・分析し，順次改善を図る。 ・ティーチング・ポートフォリオを推進し，「教育者総覧」の実施に繋げた。
・能動的学習を促進するために，「単位の実質化の方策」をテーマとしてＦＤワ

ークショップを企画・実施し，シラバスの作成，授業改善のための研修を行っ
た。

・授業時間外学習の自学自習を支援するために，指定図書を充実し，特に「平成
19年度基礎ゼミナール指定図書」の整備を行った。また，第57回東北・北海道
地区大学一般教育研究会で同取組の事例報告を行った。

・第11回北海道大学教育ワークショップ「単位の実質化を目指して」において，
FD義務化に対応した研修を受けた。

・「弘前大学FDプロジェクト2007」の「公開授業・検討会」で，カリキュラム及
び授業方法などのコンサルティングを行った。

・「津軽学―歴史と文化―」のカリキュラムを見直し，内容を充実させた。また，
国際交流科目との調和を図り，21世紀教育科目のカリキュラムの充実を検討し
た。

・21世紀教育センターの教務専門委員会，FD・広報専門委員会及び点検・評価専
門委員会の委員として，運営組織の調査・分析のコーディネートを図った。
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【126】 【126】
各学部等の教育体制等は，外部評価等を ○各学部等の教育体制等について，認証 ○平成18年度に受審した大学機関別認証評価では，平成19年３月に，基準１から基
踏まえて，継続的に点検・改善する。 評価の結果を踏まえ，自己点検を行い， 準11のすべての基準を満たし，大学全体として機構が定める大学評価基準を満た

改善を図る。 している，との認証評価結果を受けた。この他に，いくつかの「改善を要する点」
として，教育面では①学士課程のシラバスにおいて，教員ごとに記載内容の充実
度に差が見られる，②就職先の企業等へのアンケートによると，「コミュニケー
ション能力」，「外国語の能力」では，低い評価となっている，との指摘を受けた。
・①シラバス改善の取組：平成20年度シラバスでは，学部によっては平成19年度
より早く入力できるように準備を進め，入力依頼を大学ウェブサイトのトピッ
クスに掲載し，教員に対して早めの入力を促した。また，理工学部では，改善
が必要と見られる教員に対して，研究科長名で改善要求を行った。

・②コミュニケーション能力向上に向けた取組：21世紀教育（教養教育）の導入
科目である「基礎ゼミナール」では，達成目標として，文章能力・発表能力・
討論能力などを養成することや，学生と教員及び学生相互におけるコミュニケ
ーションの場を形成することを掲げている。21世紀教育センターでは，学生の
発表力・質問力等，総合的言語力の向上を図るよう，平成19年度前期始めに担
当教員に要請したほか，その旨を「平成19年度履修マニュアル」に掲載し，学
生に周知を図った。授業終了後には，担当教員に対し，工夫した点と成果につ
いて授業実施報告書の提出を求め，その報告書の分析を行った。その結果，ほ
とんどの授業において，学生に対して課題に基づいた発表をさせ，質問等を促
す授業展開が確認され，改善が図られていた。

・②英語能力向上に向けた取組：平成19年７月，学士課程教育における21世紀教
育と学部の専門教育との関係に関する事項を審議する組織として「学士課程教
育協議会」を設置し，学生の外国語能力の不足への対応について検討を行って
いる。特に英語教育については，単位数を増やす方向で具体化に向けて検討を
行っている。他にも，年度計画【83】に前述したTOEICパイロットプログラム
の取組を行った。

○学部独自の自己点検による取組
・教育学部：大学機関別認証評価受審にあわせて，学部が行った自己点検・評価

に基づき，作成した自己評価書を整理し直し，平成18年９月の教授会で，構成
員に配付し，学部の問題について，共通認識を図った。その結果，教員採用率
の向上については，１次試験合格者に対する指導を強化することとし，ハラス
メント対策では，学部長オフィスアワーを新設するなど，改善の措置を講じた。

○本学の教育について，外部関係者の意見を取り入れるため，「教育有識者懇談会」
を設置した。

【127】 【127】
教職員の配置は，全学の長期的目標・目 ○総人件費改革の実行計画を踏まえ，策 ○平成19年度も引き続き，総人件費改革の実行計画を踏まえ，「総人件費削減に関
的を踏まえて，学長が実施することを原 定した教職員配置計画に基づき，学長 する基本方針」（平成18年７月策定）に基づき，学長による人員管理を行った。
則とし，重点化が必要な部門等に対して が全学の人員管理を行う。 具体的には，年度計画【128】に後述のとおり，部局等からの補充等計画書（退
は，全学的に柔軟に対応するシステムを 職予定者の後任補充の計画）について，総務担当理事は，全学の重点事業や中期
構築する。 目標等の観点から検討を行い，その結果を学長に報告している。学長は，その報

告に基づき承認手続きを行った。

【128】 【128】
各学部においては，学部長が，学部の目 ○各部局において策定した教員配置計画 ○平成18年度において，「総人件費削減に関する基本方針」（平成18年７月策定）
標・目的を踏まえて効果的な教員配置計 は，学長の承認を経た上で，それに基 に基づき，各部局では，５年間の退職・採用等のシミュレーションを踏まえた削
画を策定する。 づき部局長が教員配置を行う。 減計画を作成し，学長に報告した。以降，教員の退職予定者の補充手続き（平成

16年度から実施）においては，各部局長等は，退職予定者の補充をしようとする
ときは，削減計画を念頭に，補充等計画を作成し，学長の承認を経た上で，教員
配置を実施した。

【129】 【129】
教員の採用においては，研究能力ととも ○教員の採用・昇任においては，研究能 ○人文学部：従来から採用人事（原則公募）においては，応募者に研究業績表とと
に教育能力を選考の要件とする。 力とともに教育能力を重視しつつ選考 もに，授業の実施計画書の提出を求め，さらに最終候補者（複数）には来学を求

する。 め，模擬講義を行い選考委員が参観し質疑を行っている。
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○保健学研究科：人事案件ごとに教員候補者選考委員会を設置し，応募者から提出
された業績書等に基づき，担当する授業科目に係る教育業績を中心に選考してい
る。

○理工学研究科：理工学研究科の部局化に伴い，各学科主導で行われていた人事を，
学科全体を統括した人事管理委員会の下に進めていくこととした。研究業績，教
育経験などについて統一的な選考基準を定め，その下に採用行った。また昇任人
事では，研究科内公募とし，人事管理委員会でその必要性及び資格基準を審議し
て昇任することとした。

○農学生命科学部：選考に際して「教育業績書」の提出を求め，面接の際に研究報
告を通してプレゼンテーションや説明などの能力を審査している。

○教育に必要な設備，図書館，情報ネッ
トワーク等の活用・整備の具体的方策

【130】 【130】
教育施設・設備は，原則として，全学的 ○一元的管理による共用部分の有効活 ○本町地区で施設の利用状況調査を実施し，調査結果を踏まえ，（本町）総合研究
に一元的に管理することにより，共用部 用の推進を図るため，継続的に施設 棟（旧基礎校舎）Ⅱ期改修（医学系）工事に合わせ，大学院研究スペース（135
分の有効活用等を図る。 の利用状況調査を実施する。 ㎡）共通実験室(554㎡）を確保した。

【131】 【131】
シラバスの内容を充実するとともに，必 ○全学で運用している電子版シラバスを ○平成19年度も引き続き，シラバス（医学部医学科を除く学部専門科目，21世紀教
要な部分は電子化し閲覧できるように検 引き続き作成する。 育科目，国際交流科目）を，大学ウェブサイトに掲載し運用した。
討する。

【132】 【132】
附属図書館の増改築実施を推進し，これ ○附属図書館の整備は増改築によらな ○附属図書館の増改築によらない施設利用の効率化・合理化の一環として，重複・
に基づいて各学部学科等に分散している い，学習機能を重視した既存スペース 破損図書の廃棄手続きによる配架スペースを確保するため，廃棄対象図書（約26,
教育・研究用資料の集中化・共同利用化 の見直しを進め，施設利用の効率化・ 000冊）の別置配架を実施した。これにより確保した配架スペースの有効活用を
を促進するとともに，資料購入に要する 合理化を図る。 図るため，閲覧室開架書架スペース（２階）の学習図書配架の見直しを行なった。
経費及び施設利用の効率化・合理化を図 ○平成18年度・19年度の国立情報学研究所（NII）による「次世代学術コンテンツ
る。 基盤共同構築事業委託事業」に採択され，「弘前大学学術情報リポジトリ」の整

備を行なった。本学における教育・研究成果を広く世界に発信するための手段と
して，従来までのスペースの概念にとらわれない電子的書庫の機能として充実を
図っている。

○教育活動の評価及び評価結果を教育の
質の改善につなげるための具体的方策

【133】 【133-1】
全学的な観点から各教員，各組織等の教 ○教員業績評価の結果を踏まえ，学長は ○平成19年度に，初めて全学の教員業績評価を実施した。５つの評価分野（教育，
育活動の評価を実施するとともに，各学 教育の質の改善に活用する。 研究，社会貢献，管理運営，診療）で評価を行い，このうち教育分野では，改善
部等において，特殊性を踏まえた教育活 が必要な対象者はなかったが，教員業績評価報告書を提出しない教員に対して，
動の評価を実施する。さらに，その結果 学長は書面で「未提出理由書（改善方策を含む）」の提出を求めた。
を教育改善のための経費配分等に反映さ
せる。 【133-2】

○21世紀教育センター：21世紀教育の授 ○21世紀教育センター：21世紀教育授業運営・担当評価実施要項による評価基準に
業運営・担当評価を実施し，評価基準 基づき，授業担当時間を調査し，基準時間（30授業時間）を超えた教員に対して，
に基づき，教員へ教育推進経費を配分 教育推進経費の配分を行った。
する。

○教材，学習指導法等に関する研究開発
及びFDに関する具体的方策

【134】 【134-1】
教員が教育に関する能力を発揮するため ○21世紀教育センターが教育・学生委員 ○21世紀教育センター高等教育研究開発室：
の支援を充実する。 会と連携し，教員の教育相談に関する ・授業改善のために教員の教育相談に関するFDコンサルティングを行った。具体

コンサルティングを引き続き実施す 的には，ティーチング・ポートフォリオに関するワークショップ（カナダ：ダ
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る。 ルハウジー大学）へ派遣する教員に対して，事前のコーディネート及びコンサ
ルティングを実施した（相談件数14件）。

・FDの義務化に対応すべく，単位の実質化のあり方や，授業時間外学習の自学自
習を促進するための教育法の改善などに関する研究に取り組んだ。

【134-2】
○学生による授業評価アンケート等，教 ○弘前大学FDネットワークが主催して，学生による授業評価アンケートの結果など

育評価の高い教員の授業を公開し，授 から，教育評価の高い教員が行う13科目の授業を公開し，授業担当教員と授業参
業方法の改善・充実を引き続き図る。 観教員双方による検討会を開催した（14人参加）。の改善・充実を図った。

○医学部保健学科：公開授業を計５回（10月18日，10月30日，11月12日，11月29日，
11月30日）行い，終了後には参観教員を交えた検討会を行った。

【135】 【135-1】
高等教育における教材開発，授業形態， ○教員養成学研究開発センター：「望ま ○教員養成学研究開発センター：「養成すべき教員像」について，「児童生徒に働
学習指導法の研究と実施のための研究体 しい教員像の策定」及び「教員養成学 きかけ，反応を読み取り，聞き返す力を持った教育プロフェッショナル」を策定
制を整備する。 部教員に必要な資質の解明」に向けて， し，この教員像に必要な資質能力の具体化のために，教員養成総合実践演習等に

第２次調査実施と分析を行う。 おいて観察・分析を行った。教員養成学部教員に必要な資質能力については，養
成すべき教員像との関連において組織・体制のあり方ととらえ直し，実習関連科
目群の体系化とこれを具現化するための実施体制について検討を行った。

【135-2】
○教材開発の一環として，本学教員の編 ○大学出版会：教材開発の一環として，理工学研究科教員による教科書「理工系学

著による教科書を出版する。 生のための数値計算の理論と実際」，「基礎物理学実験の手引き」（改訂版）の２
点を出版した。また，平成20年４月刊行予定の教科書４点について編集作業を進
めた。

【135-3】
○学生の「言語力」を高めるため，引き ○平成17年度に創設した「弘前大学学生『言語力』大賞コンテスト」を，平成19年

続き「弘前大学学生言語力大賞」を実 度も引き続き，第３回のコンテストを実施した。「文学作品部門」と「評論部門」
施し，優れた文芸作品・論評を表彰す のテーマに別けて募集し，応募総数31作品の中から，優秀賞１作品，佳作８作品
る。 を選考し，学生を表彰した。また，選考作品は，その内容が閲覧できるようにPD

F版と，コンテスト実行委員会委員による講評とともに，図書館ウェブサイトに
掲載し学内外に公表した。

【136】 【136-1】
全学的なFD委員会と各学部等のFD委員会 ○全学的なFD研修事業の実施に当たっ ○全学的なFD研修事業としては，１泊２日での「FDワークショップ」，大学改革シ
が連携し，効果的なFD関連事業を実施す ては，各委員会と連携を図りながら ンポジウムへの参加報告とそれに基づくディスカッションによる「FDシンポジウ
る。 企画内容を工夫し，効果的な事業を ム」，授業改善を目的とした「授業公開・検討会」を実施した。これら事業の実

展開する。 施にあたっては，各学部FD関係委員で構成する「FDネットワーク」を通じて，企
画・立案やパネリスト等の選出を行った。

【136-2】
○FD研修事業の実施に当たっては，他 ○各FD研修事業の実施にあたって，早めに広報を努めた結果，参加者数について，
の行事等と重ならないよう早めに企 「FDワークショップ」は24人（18年度13人），「FDシンポジウム」は50人（18年度
画を広報し，参加者の増員を図る。 40人），「授業公開・検討会」は，公開授業が13科目（18年度５科目），検討会が1
また，引き続きFD研修受講者には修了 4人（18年度10人）と，いづれも増加した。 また，「FDワークショップ」の参加
証の交付を行い，研修への参加意欲を 者には，修了証を交付した。
高める措置を講ずる。

【136-3】
○教育方法に関する具体のテーマで，新 ○FDワークショップのテーマを「単位の実質化の方策」として開催し，助教以上で

任教員のFD研修を実施する。 採用から５年未満の新任教員に対するFD研修を兼ねて実施した。受講者24人のう
ち，新任教員15人が参加した。

【136-4】
○教員の教授能力の開発向上を目的とし ○平成18年度に引き続き，カナダのダルハウジー大学で開催されたティーチング・

た，ティーチング・ポートフォリオの ポートフォリオ研修会に教員４人を派遣した。帰国後には，報告会を開催（25人
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活用と充実を目指し，教育方法の開発 参加）し，ティーチング・ポートフォリオの活用と充実を図った。
に先進的に取り組んでいる海外の大学
への研修に，引き続き教員を派遣する。

【136-5】
○ラーニング・ポートフォリオの導入に ○「FDワークショップ」，「第57回東北・北海道地区大学一般教育研究会」及び「高

向けた研究を行う。 大連携シンポジウム」において，国内外の大学等におけるラーニング・ポートフ
ォリオの取組状況を紹介し，単位の実質化において，ラーニング・ポートフォリ
オの有効性を確認した。

【136-6】
○各学部において，FDに関する研修会， ○21世紀教育センター：教育・学生委員会と連携し，「大学入学時の学力差を克服

フォーラム等の事業を企画し，実施す するためには―英語教育を例として」というテーマで，FDシンポジウムを開催し
る。 た（参加者数40人）。本学の英語教育の取組を紹介したほか，高校教員の話題提

供者から，「高校でのボトムアップに対する取り組み」及び「ラーニング・ポー
フォリオを活用して」と題して，具体的な学習の取組が紹介された。

○人文学部：前期（２科目），後期（３科目）において，公開授業及び意見交換会
を実施した。

○医学部保健学科：第６回FDフォーラム「IT（イケテル図書館）革命を起こそう！」
を開催（12月６日）し，レポート等作成する際の参考文献の検索方法，引用方法
等について，議論を深めた。また，平成20年３月にはFDに関する研修会「FDとし
ての同僚による授業評価」を開催した。

【136-7】
○大学院教育をテーマとしたFD事業を企 ○年度計画【136-1,2】に前述した「FDシンポジウム」では，大学改革シンポジウ

画し，実施する。 ム参加報告及びディスカッションを大学院教育も含めた内容で実施した。
○人文社会科学研究科：平成19年度後期において，公開授業を企画し，「授業改
善のための授業公開およびその検討会」を実施した。

○保健学研究科：FD関連事業として，大学院活性化講演会を３回，「医工連携大学
院・社会人教育の問題点と方向性」（62人参加），「超音波治療に向けた基礎医学
からの展望」（47人参加），「高齢者リハビリテーション看護の現状と将来」（151
人参加）を実施した。

○全国共同教育，学内共同教育等に関す
る具体的方策

【137】 【137-1】
学部教育の全学的な連携・充実を図る。 ○教育学部：全学で組織する「全学教員 ○年度計画【109-1】の『計画の進捗状況等』参照

養成担当実施委員会」の下，全学を対
象とした教職科目を開講する。

【137-2】
○人文学部・理工学部・農学生命科学部 ○年度計画【109-2】の『計画の進捗状況等』参照

による教育連携会議の下，各学部の専
門領域の教員が参加し，教職科目「専
門実験」の企画・実施する。

【137-3】
○学芸員資格取得のための授業科目にお ○人文学部において，学芸員の資格を取得するための授業科目36科目を開講し，他
いて，人文学部・教育学部・農学生命 学部の学生も履修できる。これには，人文学部教員の他に，教育学部，理工学部
科学部の教員による講義・実習を行 及び農学生命科学部の教員が担当し，講義・実習を開講した。
う。

【138】 【138】
教育研究評議会において，大学院教育の ○研究者に必要な識見・倫理観等を涵養 ○大学院では初めて，研究科共通科目として，前期に「生命科学倫理学」及び後期
全学的な連携・充実の方策を検討する。 するため，大学院教育の共通講義とし に「エネルギーと環境」を，各２単位開講した。

て，前期に「生命科学と倫理」を，後



- 94 -

弘前大学弘前大学弘前大学弘前大学

期には「エネルギーと環境」に関する
授業科目を，２単位ずつ新たに開講す
る。

【139】 【139】
岩手大学大学院連合農学研究科の充実を ○岩手大学大学院連合農学研究科の有資 ○農学生命科学部：岩手大学連合農学研究科の有資格教員率は82％となった。新採
図る。 格教員率を，引き続き高める。 用教員が増えたことにより，審査が年度初めの年１回のため申請できなかったこ

とから，やや低下した。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

④ 学生への支援に関する目標

中 ○学習に関する環境や相談の体制を整え，学習支援を効果的に行う。
期 ○学生相談機能の位置づけを明確にするとともに，相談体制の整備を図る。
目 ○キャリア教育の充実を図るとともに，就職指導体制の整備を図る。
標 ○学生のキャンパスライフを自立した社会人の生活へ連続させる支援体制を強化する。

○課外活動を積極的に支援する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

○学習相談・生活相談・助言・支援の組
織的対応に関する具体的方策

【140】 【140-1】
平成16年度から，クラス担任制，クラス ○学長オフィスアワー，学長直言箱，学 ○学長オフィスアワー：毎月第１金曜日・第３木曜日に，学生・教職員を対象に開
アワー，オフィスアワーの充実等，学生 生懇談会等による相談体制を継続す 設し，平成19年度は学生16人，教職員13人,保護者６人が利用した。
への相談・支援体制を整備する。 る。 ○学長直言箱：学内４カ所に直言箱を設置し，毎月第２・第４金曜日に学長自らが

開封している。教職員・学生からの意見等について改善の措置に努め，公表する
必要があると判断される事案については，学内広報誌「INFO-HIRO-21」に掲載し
ている。

○学長と学生との懇話会：各学部から２人程度の学生を公募し，学生からの提案等
聴取した（５回開催，51人参加）。

【140-2】
○学部長オフィスアワー，研究科長オフ ○人文学部：掲示により学生に周知し，学部長室で随時受け付けた。平成19年度は

ィスアワーを実施する。 約６件の相談等があった。
○教育学部：毎週木曜日13:00～14:00に実施し，掲示により学生に周知した。
○医学部医学科：毎週月曜日16:00～17:00に実施しているほか，学生からの希望が
あれば随時対応しており，平成19年度は30件程度の相談等があった。

○保健学研究科：毎週金曜日に研究科長オフィスアワーを実施し，平成19年度は23
件の相談等があった。学生にはWeb上の掲示板で周知した。

○理工学部：毎週木曜日13:00～14:00に実施し，周知方法は履修案内に掲載してい
るほか，掲示による方法も行っている。

【140-3】
○平成17年度に作成し，全教員に配布 ○平成17年度に作成した「学生指導の手引き」について，精神的な学生相談を含む
した「教員のための学生指導の手引 学生の支援体制を盛り込んだ内容とし，新たに「教員のための学生指導・学生支
き」を見直し，実用的な内容に一新 援の手引き」として改訂し，全教員に配布した。
して適切な学生相談・支援のために
活用する。

【140-4】
○クラス担任教員による適切な指導・助 ○平成18年度に引き続き，各学部におけるクラス担任制の取組状況の調査・検証を

言の実施状況について，引き続き点検 行った。その結果，クラス担任制の強化を図るため，教授会や学生への掲示等を
を行い，学生支援の強化を図る。 通して，教員・学生双方に主旨を徹底するとともに，「学生指導の手引き」を改

訂した「教員のための学生指導・学生支援の手引き」を作成した。
○人文学部：主担任（１年次は基礎ゼミナール担当教員，２年次はコース選出教員，
３～４年次は学生の所属ゼミナール教員）の他に，各課程選出の学務委員が副担
任として配置している。

○教育学部：クラス担任教員が学務委員会で定めたクラスアワー（１年次４回，２
年次１回以上）及び，各教員のクラスアワーを通じて，適宜学生への相談・支援
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に取り組んでいる。取得希望免許に応じた単位や授業科目の履修法法についての
助言や転課程・転専攻に関する相談にも丁寧に対応し，学生支援を行っている。

○医学部医学科：１年次，２年次及び当年学士入学者に対して，１クラス10人前後
に２人の教員を配した少人数クラス担任制を実施している。年２回のクラスアワ
ーでの意見交換の取りまとめを担任教員から学務委員会へ提出し，特に問題とな
る事項について学務委員会で対応し改善に努めている。

○医学部保健学科：履修登録をしていながら授業を欠席している学生等について
は，クラス担任から連絡を取るなど，学生への働きかけを行っている。

○農学生命科学部：研究室配属前の１，２年次において，クラス担任が相談窓口と
して機能している。

【140-5】
○医学部医学科：１・２年次は，学生８ ○医学部医学科:平成18年度から，年２回以上のクラス懇談を義務づけ実施してき

～９人に２人の教授がクラス担任とな た。平成19年度は，各担任が学生からの要望等を取りまとめ，それを学務委員会
り，学生相談のさらなる充実を図る。 が対処し，充実を図った。

【141】 【141】
平成16年度中に，学生総合相談室，なん ○平成18年度のカウンセラー１名増員に ○平成18年度から，本町・学園町・文京町地区（２カ所）の計４カ所に相談室を開
でも相談窓口などのメンタルヘルスを含 よる相談体制強化の下，文京町地区の 設し，専任教員２人及び学外非常勤カウンセラー１人の体制で，メンタルヘルス
むカウンセリング機能を持つ窓口の連携 他に，本町地区・学園町地区にもカウ 等の相談に応じており，平成19年度は496件（前年度比17件増）の相談があった。
組織を作る。 ンセラーを定期的に配置し，メンタル 特に，学園町地区の附属中学校相談室では，保護者からの相談にも対応した。

ヘルス等の相談体制の充実を図る。

【142】 【142-1】
学生相談室の利用の調査・解析を行い， ○平成18年度に実施した「学生生活実態 ○「学生生活実態調査」の結果から特に窓口対応についての苦情が多いことから，
精神的な支援サービスの向上を図る。 調査」の結果に基づき，学生のニーズ 学生課長名で課員に対して，文書及び口頭で通知し，学生サービスの向上を図っ

を把握・分析し，学生サービスの向上 た。
を図る。

【142-2】
○医学部医学科：学生相談室に関係する ○医学部医学科：メンタルヘルスに関しては，週１回，本町地区相談室において，

学務委員会がクラス担任と連携して， 保健管理センターの専任カウンセラーが学生相談に応じている。他に，学生の状
学生相談の充実を図る。 況を心配した教員若しくは医師，友人等の第三者からの学生相談の要請について

は，学務委員会(応対者は学務委員長)が面談を行っている。平成19年度は，保護
者とも面談を行い，家庭と連携して学生のケアを行った事例もあった。

【143】 【143-1】
学生の大学における学習に対して，具体 ○「学長と新入生保護者との懇談会」を ○「学長と新入生保護者との懇談会」（平成17年度から実施）を，弘前，東京，仙
的に助言できる相談体制を充実する。特 実施する。 台，札幌で開催し，延べ221人の保護者が参加した。学長，総務担当理事が出向
に，入学から卒業までの一貫した相談体 き，保護者に対して，大学の状況や，学生支援・就職支援等の取組について説明
制を整備する。 を行うとともに，保護者からの意見，要望を聴いた。

【143-2】
○各学部において保護者懇談会を実施 ○教育学部：入学式当日に新入生保護者との懇談会を開催した（95人参加）ほか，

し，保護者との連携により学習支援を ３年次学生の保護者に対しては，総合文化祭の時期に合わせて保護者懇談会を開
図る。 催した（43人参加）。

○医学部保健学科：総合文化祭の時期にあわせて保護者懇談会を開催した（86人参
加）。看護，放射線，検査の各専攻は１・３年次を，理学，作業の各専攻では全
学年を対象とした。参加者からのアンケート結果によると，①満足度については，
非常に満足・ある程度満足が95.7%，②個別面談については，非常に参考になっ
た・ある程度参考になったが78.2%，③開催時期については，非常に満足・ある
程度満足が100%，と高い評価を得た。

○理工学部：平成18年度に引き続き，入学式当日に新入生保護者懇談会を開催した
（100人参加）ほか，全学年の保護者を対象としては，総合文化祭の時期にあわ
せて開催した（103人参加）。

○農学生命科学部：事前に全学生の成績表を保護者に送付し，総合文化祭の時期に
あわせて全学年対象の保護者懇談会を開催した（83人参加）。
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【144】 【144】
大学院生固有の学習，生活相談の体制を ○人文社会科学研究科，教育学研究科， ○人文社会科学研究科：「院生相談室」を設置して院生の学習・生活相談及び苦情
整備する。 医学研究科：学習，生活の相談体制を を受け付けている。なお，平成18年に非公式に組織された「院生会」を通じて学

履修案内等に明記し，学生への周知を 生の要望や問題点を受け付けている。
図る。 ○教育学研究科：平成19年度から，「教育学研究科学生相談員制度」を発足させ，

「履修案内」に記載するとともに，掲示，ガイダンス等により学生への周知を図
った。

○医学研究科：学習相談については，学事委員会で対応している。学生生活につい
ては，学生への配付冊子に，毎週水曜日の午後にカウンセリングを実施している
旨記載し周知した。

○保健学研究科：平成20年度から，大学院学生を対象とした生活相談体制を実施す
ることとした。

【145】 【145】
学習，成績に対する学生の苦情処理シス ○人文学部，教育学部，理工学部：成績 ○年度計画【122】の『計画の進捗状況等』参照
テムを構築する。 評価に関する申立てへの対応を履修案

内等に明記し，学生への周知を図る。

○就職支援に関する具体的方策

【146】 【146】
キャリア教育の充実を図る。 ○キャリア教育の単位を取得した学生 ○平成18年度に引き続き，東京企業見学会を，平成20年３月に実施した。年度計画

を対象に，弘前大学東京事務所を拠 【85】に前述したとおり，キャリア教育に関する特設テーマ科目の単位を取得し
点とした「東京都内会社見学会及び た学生のうち，希望学生４人が参加し，企業２社を見学したほか，本学東京同窓
弘前大学東京同窓会との懇談会」を 会に出席し，本学出身の企業人等と懇談することで職業観を学ぶ機会とした。
継続して実施する。

【147】 【147-1】
就職支援センターを設置し，就職支援シ ○後輩の就職活動を支援するため，OB， ○平成18年度に整備したOB・OGの登録を引き続き実施した。平成18年度は205人だ
ステムの強化，効率化を図る。 OGによるアドバイス体制を継続し，実 った登録者が，平成19年度は417人となった。

施する。

【147-2】
○学生就職支援センターが中心となって ○企業等との就職懇談会及び企業訪問について，八戸地域（八戸市：17社，十和田

県内企業を訪問し，求人開拓を強化す 市：４社訪問）と，青森地域（32社参加）とで行い，求人企業の開拓を図ったほ
る。また，近県の求人企業開拓及び情 か，情報収集・意見交換を行った。
報収集を図る。 ○平成20年２月に開催した合同企業説明会（参加企業約210社）では，新規参加企

業（50社）の選定に当たって，東北・北海道地区の企業を優先し，新たに同地区
の企業が11社加わることになった。

【147-3】
○留学生の就職に関する相談体制を継続 ○就職を希望する留学生３人に対して，延べ８回の就職相談を行い，２人の就職が

し，実施する。 内定した。

○学生就職支援センター：
（ ）内は平成18年度実績

・合同企業説明会：平成20年２月18日～19日，参加企業210社，参加学生数585人
（参加企業202社，参加学生数670人）

・個別企業説明会：122回（107回）
・就職ガイダンス：

①公務員採用試験ガイダンス 379人 （493人）
②公務員試験対策講座 160人 （152人）
③職務適性テスト無料受験会 214人 （219人）
④業界研究会 1,605人（1,220人）
⑤インターンシップ事後研修会 42人 （ 35人）
⑥一般常識テスト無料受験会 268人 （218人）
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⑦nEQｱｾｽﾒﾝﾄ感情知能指数ﾃｽﾄ 287人 （303人）
⑧公務員採用試験ガイダンス２ 140人 （200人）

・個別就職相談の件数：849件（955件）

【148】 【148-1】
卒業生に対する就職活動の支援方策につ ○学生就職支援センター：平成19年３月 ○平成19年３月卒業者の未就職者のうち，希望者18人に対して，求人情報をメール
いて検討する。 卒業者のうち，希望者に対して求人情 で配信した。卒業後も継続して就職支援を行い，就職の決定した者が７人あった。

報を電子メールで発信し，継続して卒
業生に対する就職支援を行う。

【148-2】
○卒後臨床研修センター：卒後臨床の初 ○平成18年度卒業生で，医師国家試験不合格等により平成19年度において初期研修

期及び後期研修に関する情報提供を行 を行う病院が決まっていなかった者のうちの希望者５人に対して，平成19年６月
う。 に本院卒後臨床研修プログラム概要及び募集要項等を送付し情報提供を行い，そ

の結果，平成19年度マッチングにおいて２人が本院卒後臨床研修プログラムに平
成20年度から参加することとなった。また，平成17年度卒業生(103人)に対して，
本院での平成20年度専門医(後期)研修プログラム冊子を送付し情報提供を行った
結果，平成20年度から約20人が本院専門医研修医として研修を行うこととなった。

○経済的支援に関する具体的方策

【149】 【149】
独自の奨学制度の設置を検討する。 ○独自の奨学制度を設置する。 ○「弘前大学学生生活支援奨学金」制度を創設し，平成19年度は学生１人に奨学金

を貸与した。

○社会人・留学生等に対する配慮

【150】 【150】
留学生センターにおいて，保健管理セン ○国際交流センター：留学生の健康管理 ○留学生ガイダンスにおいて，保健管理センターの教員が同センターの機能につい
ター等との協力の下に，健康支援等を含 について，保健管理センターとの連携 て説明した。特に異なる文化の中で生活をする上での，メンタルヘルスについて
む留学生の支援体制について検討する。 を一層密にし，ガイダンス等を活用し も説明した。

て留学生の健康支援の充実を図る。ま ○医学部の国際医療研究会の学生の協力を得て，市内医療機関（内科，外科，歯科）
た開業医の問診票を英訳し，留学生が の初診時における問診票の英訳を行った。問診票は国際交流センターに備え付け，
受診する際に活用できるようにする。 留学生が受診する際に活用できるよう便宜を図った。

○留学生の生活支援を行うことを目的に，国際交流センターの専任教員による留学
生アドバイザー制度を設立した。

【151】 【151-1】
社会人大学院学生のために，八戸サテラ ○青森サテライト教室において，大学院 ○人文社会科学研究科で，前期２科目（受講者２人），後期１科目（受講者１人）
イト，青森サテライト教室の活用等によ の授業を開講する。 の授業を開講した。また，医学研究科で，前・後期に各２科目（受講者２人）の
る講義を拡充する。 授業を開講した。

【151-2】
○八戸サテライトにおいて，大学院の授 ○年度計画【117-3】の『計画の進捗状況等』参照

業を開講する。

○課外活動の支援体制を強化する。

【152】 【152-1】
学生，教職員が参加する総合文化祭の充 ○総合文化祭の充実を図るため，教職員 ○学生・教職員が参加する大学祭として，主に教員による研究成果等の発表の「知
実を図る。 が積極的に参画し，学生の企画・事業 の創造」，地域住民等も参加できる「サイエンスの招待」・「楽しい科学」，よさこ

を支援する。 いソーランの県内クラブ８チームによる「よさこい弘大」，大学と交流のある自
治体の「地元農産物販売」，キャンパス周辺で実施した「駅伝大会」などで盛り
上がり，地域住民約5,000人の参加者があった。

【152-2】
○総合文化祭の運営に係る諸問題につい ○平成19年９月に近隣町内会長との懇談会を開催し，総合文化祭への参加及び協力
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て，近隣町内会との懇談会を開催し， を依頼した。
地域との連携を図りつつ，円滑な運営
を実施する。

【153】 【153-1】
学生の課外活動施設の整備・充実を図 ○課外活動団体の活動を継続して支援す ○平成20年２月８日に，学生リーダー研修会を実施し,学生７人及び教職員７人が
る。 るとともに，学生及び教職員で組織す 参加した。

る課外活動連絡協議会を主体に，課外
活動サークルの学生リーダー研修会を
継続して実施する。

【153-2】
○課外活動優秀者及び団体に対する学生 ○平成20年２月に，課外活動において特に顕著な功績があった個人（26人）及び９

表彰を継続する。 団体に対して，学生表彰を行った。

【154】 【154-1】
学生の地域における小児病院・介護施設 ○学生のボランティア団体の活動に助成 ○平成19年６月に学生ボランティア活動助成の採択書交付を行い，７つのボランテ
訪問などのボランティア活動を支援す を行い，ボランティア活動の支援を継 ィア団体に対して，合わせて252千円を助成した。また，平成19年12月に開催さ
る。 続する。 れた「学生ボランティア活動支援・促進の集い」に参加する学生３人に対して旅

費等の支援を行った。
○ボランティア活動の単位化について，検討を行い，教育・学生委員会において，
単位化が承認され，平成20年度から実施することとした。

【154-2】
○地域住民とボランティアサークル等の ○総合文化祭についての近隣町内会長との懇談の際に，町内会長からゴミ出し問題

学生による，周辺のゴミの問題や地域 及び地域貢献について意見・要望等を聴き，ゴミ出し問題については，全学対象
貢献についての対話を継続する。 に掲示で注意した。また，学祭本部実行委員会委員２人が同席し，地域貢献に対

する町内会の考え方を理解した。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標

① 研究水準及び研究の成果等に関する目標

中 ○目指すべき研究の方向性
期 ・本学の研究目標を，人文科学，社会科学，自然科学の融合を図りつつ，①国際的レベルにある研究分野の重点化，②地元社会の発展に貢献する研究の進展，
目 ③先見性のある基礎的研究の推進の３項目におく。
標 ○国際的レベルにある研究分野のさらなる進展を図る。

○地元地域社会の発展に貢献する研究の進展を図る。
○先見性のある基礎的研究の重点的推進を図る。
○研究の水準・成果の検証のシステムを構築する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

○目指すべき措置

【155】 【155-1】
「研究推進戦略」を定め，本学の研究ポ ○本学の研究ポリシーである「研究推進 ○研究・産学連携委員会において，平成18年度に策定した研究推進戦略の中で，今
リシーを常に点検し，内容の向上を図る。 戦略」を常に点検し，必要に応じて内 後の具現化に向けて「英文校正支援策」，「高校と大学の連携策」，「大学主導

容の見直しを図る。 の学会開催」等について検討を行った。

【155-2】
○「弘前大学研究推進白書」を継続的に ○平成17年度及び平成18年度の研究活動状況をとりまとめた「2005-2006研究推進

作成し，公表する。 白書」を刊行した。引き続き，平成19年度の活動状況をとりまとめ，平成20年度
の早い時期の刊行に向け，作業を進めた。

【155-3】
○引き続き本学の研究成果を広く公表 ○弘前大学出版会は平成19年５月25日，有限責任中間法人大学出版部協会へ加盟し
し，研究推進に役立てるため，弘前大 た。加盟後，「東京国際ブックフェア」（平成19年７月５日～８日開催）及び「紀
学出版会が有限責任中間法人大学出版 伊國屋書店札幌本店ブックフェア」（平成20年１月25日～２月29日開催）に大学
部協会へ加盟し，さらなる出版活動の 出版部協会加盟出版部として出品し，販路拡大に努めた。
推進を図る。

【155-4】
○弘前大学出版会の今後の出版事業の進 ○平成19年４月に常勤職員１人を配置し，非常勤職員と合わせて２人体制とした。

展と，大学出版部協会業務への対応の これにより，さらなる出版事業の進展と，大学出版部協会業務への対応に係る体
ため，体制整備の強化を図る。 制を整備した。

【156】 【156-1】
大学として取り組む重点研究を明確に ○本学における重点研究の更なる推進を ○平成19年度戦略的経費において，研究・産学連携担当理事分として，50,000千円
し，予算の重点配分を行う。 図ることを目的として「弘前大学機関 を確保した。この配分を受け，新たに「機関研究」（他大学にない本学独自の研

研究」と認めた研究に対し，戦略的経 究や地域の特色あるニーズにあった研究で本学の広告塔とできるもの）を設定し，
費により，研究費を重点配分する。 学内公募を行った。14件の申請に対して，審査の結果，機関研究としての採択は

なかったため，機関研究への進展を図ることなどを目的に，次のように分類し予
算の重点配分を行った。
①学長指定重点研究 ２件10,000千円
②学長指定緊急重点研究 ２件 3,500千円
③地域連携 １件 2,000千円

【156-2】
○緊急性のある問題について，学長緊急 ○地域から要望があり，時宜を得た研究課題に対して，学長指定緊急重点研究とし
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指定重点研究として指定し，研究調査 て，２件を指定し3,500千円を配分した。
費を随時配分する。 ①人文・社会科学研究領域：「都市に暮らす地方出身の若者の就業状況と地元意

識に関する調査研究」500千円
②ライフサイエンス研究領域：「放射線ストレス応答遺伝子の探訪と感受性個体
差診断への応用」3,000千円

○国際的レベルにある研究分野のさらな
る進展の目標を達成するための措置

【157】 【157-1】
COEレベルに達している研究分野を明確 ○COEレベルに達している研究分野の中 ○年度計画【156-1】に前述したとおり，「機関研究」の採択はなかったが，今後C
にし，全学的支援を行う。 から「弘前大学機関研究」に選定した OE等大型研究費の採択を目指すレベルにあると認められた研究課題に対して，学

ものに対して全学的支援を行う。 長指定重点研究として採択し，研究費の重点配分を行った（２件10,000千円）。

【157-2】
○医学部医学科：重点的に育成すべき研 ○医学部医学科：高度先進医学研究センターの一角を，共通の研究スペースとして
究プロジェクトへ期間を決め，共通の 貸与している。平成19年度は，重点的に育成すべき研究プロジェクトとして，内
研究スペースを貸与する。 分泌代謝内科学講座（「ホルモンに関する分子生物学的研究」）及び小児科学講座

（「血球分化及び小児白血病に関する分子生物学的研究」）への貸与を実施した。

【158】 【158-1】
糖鎖工学，ポストゲノム，遺伝子治療開 ○遺伝子実験施設：ポストゲノム関連分 ○遺伝子実験施設：tRNAとmRNAのキメラ分子であるtmRNAの発見などの研究成果を
発研究，強磁場下の生体挙動と影響評価， 野，特にRNA研究に関する研究体制の 基に，RNA及びそれに関わる生命システムの構造・機能を解明する研究に取り組
異分野間統合的研究のコンソーシアム形 充実を図り，本学における遺伝子関連 んだ。
成，ナノ細胞外マトリックス科学の創成， 分野の核となる研究を推進する。
医療におけるバイオミメティクス研究と
開発などの国際的レベルの研究を推進す 【158-2】
る。 ○医学部医学科・理工学部：先進医用シ ○医学部医学科・理工学部：

ステム開発研究を実施する。 ・医用デバイスとして，嚥下に伴う舌－口蓋間やステント－血管内壁間の接触圧
力分布の測定システムの開発，また，微細な血管に生成する血栓を検出するた
めの拍動検出型血栓センサの開発に取り組んだ。

・バイオメカニクス研究として，脊柱の変形特性に関する研究に取り組んだ。
・循環器系の研究として，光造形による大動脈血管モデル形成の基礎検討と体外
循環時における大動脈弓内流れの数値シミュレーション（第48回日本脈管学学
会 総会講演会における講演発表で優秀賞を獲得）に取り組んだ

・身体運動の計測に関して，投球時前腕の３次元動作や装着型センサーによる膝
前十字靱帯損傷診断に関する研究に取り組んだ。

○地元地域社会の発展に貢献する研究の
進展の目標を達成するための措置

【159】 【159-1】
本学の位置する地域性を踏まえ，第１次 ○「弘前大学マッチング研究支援事業－ ○「弘大GOGOファンド」は，青森県の産業振興・地域振興を図るため，県内等企業
産業の活性化に関わる研究（例えば，り 弘大GOGOファンド－」の積極的活用を が実用化研究に取り組み，抱えている具体的な課題について，本学教員と共同で
んごの総合的研究，バイオマス利用，持 図り，県内の産業振興・地域振興を推 解決を目指す研究に対して，研究費等を支援してきた。平成19年６月，農学生命
続型農業など）を進展させ，地元社会の 進する。 科学部教員とケイ・エイム・ナチュラル株式会社（田舎館村）との共同研究に対
振興に貢献する。 し，研究費等を支援した。

【159-2】
○東京都江戸川区役所と共同で，小松菜 ○平成18年度に締結した「えどがわ農業産学公プロジェクト」を継続し，平成19年

の品種改良に向けての基礎研究に取り ４月には東京都江戸川区において初年度の研究成果報告会を開催した。会場には
組む。 農業経営者を中心とした約60人が参加し，研究の内容，成果について熱心な質疑

応答及び今後の取組に対する意見交換が行われた。また，平成19年度も引き続き，
小松菜の品種改良に関する共同研究を推進した。

【159-3】
○農学生命科学部：「地域振興支援特別 ○農学生命科学部：計画最終年度として，引き続き研究課題に取り組むとともに，
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研究事業（学部創立50周年記念事業）」 平成18年度の中間報告を踏まえ，18の研究グループにおいて研究報告のとりまと
において，地域と連携して第１次産業 めを進めた。
に貢献する研究・技術開発を継続す
る。

【160】 【160-1】
地域社会研究科を中心に，地域性を重視 ○「世界遺産・白神山地生態系の総合的 ○平成19年度は、森林の水貯留能力の基礎データ、遺伝子構成から見たブナ林の起
した文理融合型の研究（例えば，極東ア 研究」の５カ年計画に基づき，白神山 源や,地すべり地が作り出す植物種の多様性について明らかにした。さらに、白
ジア・ロシア交流，世界遺産の白神山地， 地におけるブナ等の遺伝子，植生，地 神研究の基盤となる存在生物種のデータベース作成を進めた。
縄文文化など）を発展させる。 形などの研究を展開する。

【160－2】
○陸奥湾の環境調査と水産業振興等に ○平成19年度は共同研究会を実施できなかったが，環境調査，ナマコの生理，ホタ
関する産学官の共同研究会におい テ漁業，人口過疎化問題等についての基礎調査を継続して行った。
て，陸奥湾総合開発に関する基礎調
査を継続する。

【161】 【161-1】
地域医療，教育の面において行ってきた ○教育学部：青森県における学校教育・ ○教育学部：八戸地区の３高校を対象に「ジェンダー学習」に関する調査を行った
多様な研究をさらに発展させ，地元社会 社会教育等が抱える諸問題を，積極的 ほか，養護教諭の視点から気管支喘息の児童に関する調査を実施し，その成果を
に有用な人材を輩出する。 に取り上げる研究を行う。 学部紀要に論文を発表した。他にも「不登校生における適応指導教室体験の構造

－PAC分析を通して」，「小学校児童におけるワーキングメモリに関する研究」，「小
学校児童における体育授業の技能向上の要因について」，「低頻度の運動継続が小
学校低学年児の運動能力に及ぼす影響」，「住居領域における住居領域における住
環境教育の実践に関する研究」などの課題に取り組んだ。

【161-2】
○教育学部：学校評価，教育評価等のあ ○教育学部：文部科学省が平成18年３月に策定した「義務教育諸学校における学校

り方に関する研究を行う。 評価ガイドライン」について，教育におけるアカウンタビリティの観点から分析
し，その成果を平成19年８月に開催された日本教育学会年次大会において報告し
た。また，カナダ諸州の教員評価等教員政策に関する研究が，科学研究費補助金
（若手B）に採択され，４ヵ年計画で取り組んだ。

【161-3】
○医学部医学科：医学科教育において地 ○医学部医学科：
域医療に関するカリキュラムを導入す ・平成19年度から，６年次クリニカル・クラークシップ（診療参加型臨床実習）
るとともに，大学院社会人入学制度や において，全３クールの内１クール（４週間）を青森県内における地域（へき
研修制度を利用して保健教育を行い， 地を含む。）診療施設での実習を義務づけた。
地域保健活動のリーダーを養成する。 ・大学院社会人入学制度を利用し，青森県保健衛生課職員２人が社会医学講座に

おいて，保健教育に関する研究に取り組んだ。

【162】 【162-1】
地元地域社会の課題である産業・雇用の ○青森県と共通なテーマを設定し，共同 ○平成18年度から開始した青森県との共同研究プロジェクト「ナノヒバ油のミスト
創出や文化の創造・発展に寄与する産学 研究を実施する。 分散による抗菌・防虫技術の開発」，「ナガイモのインフルエンザウィルス予防機
官連携の研究をさらに促進する。 能成分の特定と加工食品化に関する研究」について，引き続き取り組み，平成19

年度は研究成果を商品に結実させる役割を期待する地元企業の参画を得て進め
た。また，将来的に創出することが予想される知的財産の取扱いに関する事項に
ついて，参画機関間で検討を行った。

【162-2】
○「弘前大学マッチング研究支援事業－ ○年度計画【159-1】の『計画の進捗状況等』参照

弘大ＧＯＧＯファンド－」の積極的活
用を図る。

【162-3】
○地域における新事業の創出を通じた地 ○平成18年度に青森県が地域共同研究センターと協力合意のもと，設置したプレイ
域経済の活性化のため，技術シーズや ンキュベーション施設「夢クリエイト工房」とともに，平成18年度に引き続き本
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アイディアを迅速に事業化すること 学総合文化祭において「起業（新事業創出）支援セミナー」を行った。他にも，
を，支援するためのインキュべーショ 青森県が推進する「農工ベストミックス事業」に焦点をあて，地域への啓発活動
ン施設の検討を行う。 に協力して取り組んだ。

【162-4】
○理工学部附属液晶材料研究センター： ○地域新生コンソーシアム研究開発事業において，医療・放送用高精細小型液晶デ

「地域新生コンソーシアム研究開発事 ィスプレイを開発し，試作機を平成19年12月にプレス発表した。また，配向膜が
業」等のプロジェクトに参加し，応答 不要な新しい高速液晶表示方式を開発し，この成果を平成19年12月に開催された
速度が既存のものより速い実用液晶材 第14回国際ディスプレイワークショップにて講演し，「IDW`07 Best Paper Award」
料を開発する。 を受賞した。他にも，原著論文21編（IF51），解説２編，特許出願２件の研究成

果をあげている。

【163】 【163】
理工学部を中心に，地域特有の災害・環 ○地球温暖化に伴う雪氷圏の環境変化， ○青森県内の温暖化について取り組み，冬季の早朝に顕著であるが他の季節・時刻
境問題（例えば，地震，火山，雪害）に 北日本の豪雪・冷夏の発生機構，及び では弱いこと，青森市の豪雪は地球温暖化やエルニーニョ現象とは関係がなく，
係わる研究を進展させ，地域社会の生活 青森県の雪崩の発生メカニズム等につ アリューシャン低気圧等の消長による大気循環の変動に関係していることなどを
向上に貢献する。 いて研究を推進し，それらの研究成果 明らかにした。これらの研究成果は，地球惑星科学連合学会，気象学会，雪氷学

を発表する。 会，同東北支部大会等で発表した。

【164】 【164】
平成16年度開始の地震予知計画（５カ年 ○地震予知研究計画（５カ年計画）に基 ○岐阜県跡津川断層周辺の歪集中帯周辺において，全国合同観測のデータを用いて
計画）に即し，内陸部の十和田湖を中心 づき，内陸地震発生域での応力分布と 震源メカニズム解を決定し，応力分布の把握を行った．新潟県中越地震について
とする地域及び三陸沖について，観測と 地質構造・地震発生との関連を調査す は，特異なメカニズム解を有する余震を抽出し，応力場及び地下構造の不均質性
地震予知の研究に取り組む。 る。 との関連を検討した。

○先見性のある基礎的研究の重点的推進
の目標を達成するための措置

【165】 【165】
重点研究の学内公募を行い，先見性のあ ○領域を設定せず，先見性のある研究か ○平成19年度機関研究では，研究区分に「先見性のある研究」を設定し，公募を行
る基礎的研究を明らかにし，全学的に推 ら「弘前大学機関研究」と認めた研究 った。公募の結果，先見性のある研究に対する応募はなかったが，今後機関研究
進する。 に対し，研究費を重点配分する。 への進展が期待される研究課題に対して，研究費の重点配分を行った。

○研究の水準・成果の検証に関する具体
的方策

【166】 【166】
研究成果の評価システムを作り，著書・ ○教員業績評価を実施し，その結果を分 ○平成19年度に実施した教員業績評価の評価結果について，「分野ごとの判定の指
論文・特許等（数と引用度），外部資金 析・集計し公表する。また評価基準及 標と基準」と「判定結果の概要」を評価室ウェブサイトに掲載し，公表した。
の申請と獲得，大学院生の教育などを指 び高く評価された研究業績を公表す
標とした数値評価基準を定め，公表する。 る。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標

② 研究実施体制等の整備に関する目標

中 ○全学的な研究目標に沿った研究実施体制を整備する。
期 ○評価システムを構築し，研究活動の質の向上を目指す。
目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

○全学的な研究目標に沿った研究実施体
制の整備のための目標

【167】 【167-1】
研究推進体制を充実させ，本学の戦略的 ○産業化・実用化研究も含めた全学的な ○研究・産学連携担当理事の下，事務体制は研究推進課，社会連携課の２課が担当
研究を推進する。 研究推進体制を構築する。 し，地域共同研究センター，知的財産創出本部等との連携により，また研究・産

学連携委員会との連携を併せ，全学的な研究推進体制を整備しており，基礎研究
から産学連携による産業化・実用化研究までを総合的に推進した。

【167-2】
○実施研究の事前・事後評価システム ○機関研究，学長指定重点研究においては，その採択に当たって，事前審査による
を導入する。 評価結果を採点に反映させ，また事業終了後では研究実績を評価し，次年度にお

ける採択に反映させる仕組みを導入している。

【167-3】
○平成17年度に設置した各学部附属施設 ○平成19年度機関研究の公募に対して，特定プロジェクトセンターから４件の申請

・センター（19施設・センター）を特 があったが，中間評価の結果も踏まえて審査を行った結果，機関研究への採択は
定プロジェクト教育研究センターに改 なかった。ただし，重点研究として「地域連携研究」１件を採択し 2,000千円
称し，その中から，中間評価の結果を の重点配分を行った。
踏まえ「弘前大学機関研究」と認めた
研究に対し，研究支援を実施する。

【168】 【168-1】
低侵襲手術の実現に向けた，人体機能の ○医学部医学科・理工学部：先進医用シ ○年度計画【158-2】の『計画の進捗状況等』参照
解明やその病態治療に有効な医用器械や ステム開発研究を実施する。
システムの開発を，医学部と理工学部が
共同して推進する。 【168-2】

○バイオ関連の研究に範囲を拡げる理農 ○農学生命科学部：白神研究，ナマコ研究などにおいて，理工学部教員も参加して
連携による共同研究を推進する。 理農連携による共同研究を行った。

【169】 【169】
適切な研究者等の配置に関する具体的方 ○「弘前大学機関研究」と認めた研究 ○機関研究の採択課題はなかったため，それに伴う機関研究員の配置は行わなかっ
策を検討する。 等に対して，特別研究員を学長裁量 た。

で配置する。

【170】 【170-1】
重点研究を定め，予算配分を行うなど， ○「弘前大学機関研究」と認めた研究に ○年度計画【156-1】に前述したとおり，「機関研究」の採択はなかったが，機関
研究資金の配分システムに関する具体策 対し，研究費を重点配分する。また， 研究への進展を図ることなどを目的に「学長指定重点研究」，「学長指定緊急重点
を実施する。 審査委員会には学外委員を配置する。 研究」及び「地域連携」の重点研究を定め，研究費の重点配分を行った。また審

査委員会には，学長，理事，研究・産学連携委員会委員に学外有識者２人を加え，
客観的な立場からの専門性の高い審査を実施した。
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【170-2】
○医学部医学科：重点研究プロジェクト ○医学部医学科：
による研究体制の下，人材及び資金を ・がん研究プロジェクトの中心となる腫瘍内科学講座を新設し，教員３人を配置
投入し，生命科学研究の発展と新たな したほか，学部長裁量経費による研究費の支援を行った。
治療，診断技術等の開発を目指す。 ・脳神経科学研究とがん研究のプロジェクトにそれぞれ１名，計２名の外国人留

学生を，学部長裁量経費によって技術補佐員として配置し，社会人大学院学生
として研究プロジェクトを担当させた。

【171】 【171-1】
全学共同利用の機器分析センターを設置 ○機器分析センターとしての利便性の向 ○平成19年10月に機器分析センター機器設置室（理工学研究科２号館１階）を一部
し，機器の整備及び人的配置を図る。 上と利用拡大を図るために，保有機器 改修し，平成19年11月には多目的解析対応型質量分析システムを導入した。従前

の集中的な配置を促進する。 の４台の機器とあわせて集中的管理を促進した。

【171-2】
○機器分析センター業務の方向性を明確 ○年度計画【171-1】に前述したとおり，保有機器の集中管理がさらに進んだこと

にし，技術スタッフの必要性を検討す から，機器分析センター業務に携わる専任技術スタッフ配置の必要性を要求した。
る。

【171-3】
○質量分析装置の導入により，機器ライ ○平成19年11月に多目的解析対応型質量分析システムを導入した。これにより，セ
ンナップの充実を図る。 ンターの登録機器は20台となり，機器ラインナップの充実が図られた。

【171-4】
○最新の分析技術や装置に関するセミナ ○平成20年３月に多目的解析対応型質量分析システムに関するセミナーを開催し，
ーを開催し，学内外の利用促進を図る。 約50人が参加した。

【171-5】
○機器分析センター年報を発行すること ○機器分析センターの活動を広く周知するため，平成20年２月に平成18年度機器分

により，センターの活動を広報し，利 析センター年報を発行し，全国の国立大学法人等の機器分析センター及び青森県
用促進を図る。 内の自治体，関連企業等（54カ所）へ送付した。

【171-6】
○青森県内の試験研究機関と機器相互利 ○平成20年１月に青森県工業総合研究センターとの間で機器の相互利用の可能性に
用の可能性について検討する。 ついて協議を行い，その結果，引き続き検討していくことを確認した。

○研究活動の評価及び評価結果を質の向
上につなげるための具体的方策

【172】 【172-1】
学内の分野横断的な研究プロジェクトチ ○平成17年度に増員した地域共同研究 ○平成19年度都市エリア産学官連携促進事業（一般型：文部科学省）の採択を受け
ームを多数形成し，研究費獲得の推進及 センター産学官連携コーディネータ た（総事業費90,000千円）。密接に関連した４つの個別プロジェクトからなり，
び研究の質的発展を図る。 ーを中心として，プロジェクトチー 複数学部の教員を中心に研究開発を継続している。

ムの形成を促進し，競争的外部資金 ○青森県と進めている共同研究プロジェクトを基盤に，地域共同研究センター産学
（各省庁）の獲得を目指す。 官連携コーディネーターによる調整の下，複数学部の教員，青森県公設試験研究

機関，参画企業の研究コンソーシアムを組織し，大型競争的外部資金（経済産業
省事業を予定）獲得の準備を進めている。

○平成19年度採択した「弘大GOGOファンド」研究課題では，地域共同研究センター
産学官連携コーディネーターによる調整の下，企業と農学生命科学部・教育学部
教員がプロジェクトチームを形成した。

○大学の研究シーズの実用化を促進する「独立行政法人科学技術振興機構 地域イ
ノベーション創出総合支援事業」において， 重点地域研究開発（シーズ発掘試
験）に９件が採択されたほか，「同実用化のための可能性試験（FS）」には２件が
採択された。

【172-2】
○医学部医学科と保健学科が共同で組織 ○医学部医学科：社会医学，血液学，糖鎖工学，免疫学，遺伝学などの分野で，医
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した複数の研究プロジェクトを充実 学科と保健学科の教員による共同研究を実施した。
し，研究推進を図る。 ○医学部保健学科（保健学研究科）：引き続き，医学科との共同研究を実施した。

また，平成17年度から18年度までの２年間の研究業績を評価するため調査を実施
し，調査結果を報告書としてまとめるた。

【173】 【173】
自己点検・評価を行い，評価結果を研究 ○教員の業績評価を実施し，評価結果を ○平成19年度に実施した教員業績評価では，各教員が自らの活動状況を自己点検・
費の傾斜配分，人員配置等に適切に反映 質の向上につなげる。 評価を行い，「業績評価報告書」を作成し，教育研究等の質の向上につなげる取
させる。 組とした。評価結果は各教員に通知し，業績評価報告書を提出しなかった教員に

は「未提出理由書」を，低い評価（ポイント０）を受けた教員には「改善計画書」
を提出するよう求めた。高い評価（ポイント２）を受けた教員への措置について
は，年度計画【174】に後述のとおり。

【174】 【174】
業績評価，公表を行うことにより，研究 ○学長は，教員業績評価で高い評価を受 ○平成19年度に実施した教員業績評価では，高い評価（ポイント２）を受けた教員
活動の質の向上を図るとともに，優れた けた教員に適切な支援等を行う。 に対して，平成20年度予算の研究に必要な基盤的経費について，インセンティブ
研究者の育成・活性化を図り，研究者の 配分を行うほか，国内外への派遣研究の機会を与える制度を立案し，平成20年度
処遇に反映できる方策を講ずる。 から実施することとした。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(3) その他の目標

① 社会との連携，国際交流等に関する目標

中 ○地域社会の連携・協力，社会サービス等を充実させ，地域課題の解決に積極的に取組む。
期 ○産学官連携，地域貢献を推進する。
目 ○国際社会及び地域社会に貢献する「魅力的な大学」を目指す。
標 ○北東北国立３大学間の連携を強化する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

○地域社会等との連携・協力，社会サー
ビス等に係る具体的方策

【175】 【175-1】
社会連携委員会を設置し，地域貢献のた ○「社会連携ポリシー」及び「産学官連 ○社会連携ポリシー・産学官連携ポリシー（平成17年度策定）に基づき，大学がこ
めの体制強化を図る。 携ポリシー」に基づいた活動を展開す れまでに蓄積してきた知を地域社会に効果的に還元することを目的に，次のよう

る。 な事業等を展開した。
・都市エリア産学官連携促進事業（一般型：平成19～21年度予定：文部科学省）
において中核機関受託。研究経費の管理のほか，当該事業の企画立案・進捗管
理等を行った。

・産学官連携組織「ひろさき産学官連携フォーラム」を弘前市とともに共同運営
し，産学官メンバーからなる個別研究会の運営支援，フォーラム会員に対する
講演会，情報提供，ネットワーク構築のための支援活動等を行った。

・設立準備期から関与している産学官連携活動組織「コラボ産学官」（本部：江
戸川区船堀）と連携し，首都圏におけるネットワーク形成に関する活動を積極
的に行った。また，初の地方支部である「コラボ産学官青森支部」とは県内に
おける産学官金事業を共催し，地域中小企業に対する基盤強化にも主体的に関
与した。

・産業基盤が脆弱である県内企業への支援に特化した，「弘前大学マッチング研
究支援事業－弘大GOGOファンド－」を実施した。

・新たに青森市及び平川市から職員を地域共同研究センター産学官連携協力員と
して受入れ，ニーズ・シーズの情報共有を行った。

・秋田県北地域自治体との連携強化に向けて，大館市担当課との意見交換を行っ
た。

・青森県の特許流通アドバイザーを地域共同研究センター産学官連携協力員とし
て受入れ，知的財産の有効活用について協力体制を強化した。

・本学帰属の知的財産の有効活用を目的とし，株式会社東北テクノアーチ（承認
TLO）との技術移転基本契約等を締結した。

・県内自治体と連携し，公開講座・講演会を積極的に開催した。
・青森県からの委託を受け，観光業を中心として，地域産業の活性化・職員のホ
スピタリティ能力向上を目指す公開講座あおもりツーリズム人づくり大学「は
やて」を実施した。

・平成18年度に引き続き，（株）JTBと共催し，青森県及び弘前市から後援協力
を得て，産学官連携による交流型教育事業「シニアサマーカレッジ」を開催し
た。

・平成19年10月に，弘前市内の６高等教育機関が連携し，在籍する学生の人材育
成等はもとより，地域における「知の拠点」として，教育・文化・産業・医療
の振興など様々な分野を通じて，地域の自立と発展に一層の貢献をしていくた
め，「学園都市ひろさき高等教育機関コンソーシアム」を設置した。

○農学生命科学部：副学部長を室長とし，研究協力グループ係長を窓口とする「地
域連携推進室」を設置した。

【175-2】
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○県内自治体等との定期的な協議，意見 ○平成19年４月，金融機関とは初めてとなる青森銀行との連携協力に関する協定を
交換会等を開催し，教育・研究面での 締結した。それぞれが保有する知的・人的資源等を有機的に活用し，地域の発展
連携を強化する。 と産業の振興に寄与することを目的として，相互に連携協力することとした。

○平成19年５月，青森市との連携に関する協定を締結した。社会・経済環境の変化
に適切に対応し，地域経済の活性化，地域住民の生活環境の改善等及び将来的に
必要とされる人材育成に寄与することを目的として，相互に密接に連携・協力し
ていくこととした。

○平成19年６月，金融機関では２件目となるみちのく銀行との連携協力に関する協
定を締結した。地域経済の活性化と社会の発展に貢献することを目的として，そ
れぞれが保有する研究シーズや企業ニーズに関する情報，ノウハウ等を用いて相
互に協力することとした。

○平成19年８月，民間企業とは初となるサンスター株式会社との研究連携の推進に
関する協定を締結した。相互の研究連携により，学術研究の振興と研究成果の社
会活用の推進を図ることとした。

○青森県との協定締結１周年記念事業と位置づけた産学官金連携フェア「見てみて，
聞いてみて，触ってみて，弘前大学」を共催した。締結以後の連携取組み状況の
報告を行い，研究成果の展示発表には（財）21あおもり産業総合支援センターコ
ーディネータースタッフも含め，個別案件のシーズとニーズのマッチングの機会
を設けた。

【175-3】
○計画的に県内の自治体，企業，商工関 ○平成18年度から開始した青森県との共同研究プロジェクト「ナノヒバ油のミスト

係団体等を訪問し，ニーズ収集・シー 分散による抗菌・防虫技術の開発」，「ナガイモのインフルエンザウィルス予防機
ズ提供を強化する。 能成分の特定と加工食品化に関する研究」について，平成19年度は研究成果を商

品に結実させる役割を期待する地元企業の参画を得て進めた。また，将来，創出
が予想される知的財産の取扱いに関する事項について，参画機関との間で検討を
行った。

○平成18年度に，大間漁業協同組合との間で覚書を締結した，「地域海洋資源の有
効利用」及び「大間町の地域振興策」に関して，平成19年度も引き続き，共同研
究を進めた。

○つがる市及びつがる市商工会との協定締結に向けて，地域ブランドの創出と，中
心市街地活性化についての意見交換を行い，共同研究契約を締結した。

○平成19年度，新たに青森市及び平川市から産学官連携協力員を受入れ，ニーズ・
シーズの情報共有を行った。

【175-4】
○コラボ産学官青森支部との連携を図 ○地域共同研究センター長がコラボ産学官青森副支部長として活動し，県内におけ
り，県の産業振興及び地域振興を支援 る産学官金事業を共催し，地域中小企業の基盤強化に主体的に関与した。
する。 ○地域の産学官金連携の一層の推進を図るため，起業（新事業展開）支援セミナー，

産学官金連携フェア「見てみて，聞いてみて，触ってみて，弘前大学」を開催し
た。

【175-5】
○平成17年度に設置した学部附属施設・ ○人文学部：２つの特定プロジェクト研究センターを設置している。１）亀ヶ岡文

センター（19施設・センター）を特定 化研究センターは発掘調査結果を展示し，特に学外及び県外から約 300 人の参観
プロジェクト教育研究センターに改称 者を得た。また，縄文式土器の紋様を図案化し工芸品（漆器，染め物等）への応
し，各学部の特性を活かした活動を展 用の便に供している。２）雇用政策研究センターは青森県内外で経済動向，雇用
開し，地域貢献を推進する。 状況，労働意識等の調査を実施し，報告書の作成，公開，フォーラムの開催，企

業人を招いて行う「ビジネス講座」を開催した。その活動は高く評価され，NHK
「クローズアップ東北」でも紹介された（２月22日放送）。

○教育学部：
・国際音楽センター：研究成果の公表として「Mostly Concert」の開催，学校

現場への出前音楽教室の開催，並びに音楽教育者の再研修及び学習者のスキル
アップの機会を提供できる「Mostly Lecture」を開催する。

・特別支援教育センター：小・中学校等の発達障害児への教育相談を継続，特別
支援教育に関する研修講座の実施，及び特別支援教育に関する調査を行い社会
的に公表する。
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○医学研究科:
・社会医学センター」：岩木健康増進プロジェクトを実施し，弘前市岩木地区住

民の健康状態の現状と問題を調査し，健康普及活動を展開している。また，が
ん登録事業を推進し，県内病院に院内がん登録開始の支援を行い，青森県内の
地域がん連携拠点病院の認可に貢献した。

・がん診療・研究センター：朝日新聞に「これだけは知っておきたいがんの話」
を連載し，連動して公開講座を行い，青森県住民に対するがん治療に関する教
育活動に貢献した。

・移植医療研究センター：移植医療の体制を整備し，生体肝移植と生体腎移植を
安全に実施し，地域医療に貢献した。また，脳死患者からの臓器移植について
も関与し，地域住民の健康回復に貢献した。

○保健学研究科：附属地域連携推進室に２つのセンター，６つの部門を置き，保健
学研究科の特色を生かして地域との連携を組織的に行ってきた。平成19年度は，
各部門で思春期ピアカウンセリング教室，女性のための「よろず健康相談」，精
神障害者領域への継続ケア調査，糖尿病患者への運動サポート，メタボリックシ
ンドローム予防活動，高校生のスポーツ傷害予防支援，高齢者転倒予防事業への
協力，患者指導スキルアップ支援等を実施した。

○農学生命科学部：白神山地有用資源研究センターでは，清冽な水の確保で栽培可
能となるワサビの試験栽培を鰺ヶ沢町と協力して開始した。また，りんご振興研
究センターでは，りんご産業の振興に関心ある産官学関係者が各界専門家を講師
に意見交換する「第５回りんごトーク」を開催した（約20人参加）。

【176】 【176-1】
生涯学習教育研究センターの事業を充実 ○「交流型教育事業・シニアサマーカレ ○平成18年度に引き続き，（株）JTBと共催し，青森県及び弘前市からの後援協力
させ，地域住民の教育学習要求に積極的 ッジ」を実施する。 を得て，産学官連携による交流型教育事業「シニアサマーカレッジ」を実施した。
に応えるとともに，地域生涯学習の推進 50才以上のシニアを対象とし，遠くは長崎県など全国から15人が参加し，地域の
を図る。 自然・歴史・文化・地域課題等を学ぶとともにキャンパスライフを体験した。こ

の事業は様々な地域文化を持つ人々が大学のある地に滞在して，交流しながら学
ぶ新しいスタイルの地域学習プログラムとなっている。

【176-2】
○医学部医学科：地域住民を対象とし ○医学部医学科：公開講座「肥満と健康」（8月31日及び9月7日の２回，参加111人）

て，住民の健康増進及び疾病予防等に を開催したほか，「健康・医療講演会」を，青森市（11月24日，参加44人）と八
関する公開講座を定期的に実施する。 戸市(12月１日，参加72人)で開催した。

○生涯学習教育研究センター：医療や健康に関する公開講座・講演会を，次のとお
り県内各地で開催し，地域住民に対して学習機会を提供した。
・公開講座「高齢化社会を考えよう」（三沢市教育委員会との共催，全５回，15

人参加）
・公開講座「病気の話」（青森市との共催，全５回16人参加）
・生涯学習講演会「市民のための臨床検査医学」（センター単独主催，全１回，

51人参加）
・健康医学講座「糖尿病のすべて」（弘前市との共催，全１回，42人参加）
・生涯学習連続講演会（むつ市教育委員会との共催，全３回，78人参加）
・生涯学習連続講演会「健康を考える」（風間浦村教育委員会との共催，全３回，
117人参加）

○平成17年９月から「On-Line公開講座」として「市民のための老年病学」(29回更
新)，「市民のための臨床検査医学」(10回更新，19年９月終了)を生涯学習教育研
究センターウェブサイトに掲載している。また，平成19年１月に，弘前大学出版
会から「市民のための老年病学」を刊行した。

【177】 【177】
青森県内における本学の地域貢献を充実 ○八戸サテライトを会場として，講演会 ○八戸サテライトの活用では，八戸サテライトに配信するネット講演会「明日の教
させ，八戸サテライト及び青森サテライ 等を開催する他，通信システムを利用 育を考える」を実施した（全２回，弘前51人，八戸14人参加）。また，八戸サテ
ト教室の事業展開を図る。 した多様な事業展開を図る。 ライトを会場とした講演会「学校におけるいじめの構造と克服の路」を実施し，

弘前会場にネット配信を行った（弘前26人，八戸11人参加）。他に，八戸市公民
館を会場とし，公開講座「今，アジアの動きがおもしろい」を実施した（全３回，
延べ29人参加）。
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○平成19年11月１日，八戸サテライトの更なる利活用の促進を図るため，従来開設
していた八戸地域地場産業振興センター（ユートリー）から，八戸市中心部の八
戸商工会館へ移転した。

○産学官連携，地域貢献の実施体制の推
進のための措置

【178】 【178-1】
地域共同研究センター，生涯学習教育研 ○機器分析センター保有機器を県内企業 ○機器分析センターの機器開放に関するパンフレットを見直し，改訂版を産学官金
究センターなど，学外対応窓口及び関連 等に積極的に開放するために，パンフ 連携フェア等で配布したほか，機器分析センター長等が県内の企業３社を訪問し，
組織体制の整備を図る。 レットの整備，分析等に関するセミナ 機器開放制度について説明を行い，積極的な機器の利用推進を図った。また，平

ーの開催，企業訪問によって外部開放 成20年３月に多目的解析対応型質量分析システムに関するセミナーを開催（教員
体制の強化を図る。 ・学生等約50人参加）し，機器の利用方法等について説明をした。

【178-2】
○青森県内の試験研究機関と機器相互利 ○平成20年１月に青森県工業総合研究センターとの間で機器の相互利用の可能性に
用の可能性について検討する。 ついて協議を行い，その結果，引き続き検討していくことを確認した。

【178-3】
○コラボ産学官に参画している国・私立 ○平成18年度に締結した「えどがわ農業産学公プロジェクト」を継続し，平成19年

大学，TLO等と積極的に連携し，首都 ４月には東京都江戸川区において初年度の研究成果報告会を開催した。会場には
圏での産学官連携を展開する。 農業経営者を中心とした約60人が参加し，本学が行った研究の内容，成果につい

て熱心な質疑応答および今後の取組みに対する意見交換が行われた。
○コラボ産学官参加大学等との事業連絡会及びビジネス情報交換会を通じ，大学シ
ーズと企業ニーズのマッチングの可能性について議論を重ねた。

○コラボ産学官を首都圏での産学官連携活動の拠点とし，首都圏にある広域TLOで
ある（株）キャンパスクリエイト，多摩TLOと本学知的財産の効率的・有効的活
用に向けた協議を開始した。

【179】 【179-1】
民間企業との共同研究，受託研究，受託 ○シーズとニーズのマッチングを図り， ○第６回産学官連携推進会議（京都）において，本学の有する研究シーズを展示し，
研究員の受入れ，民間等との人事交流の 受託・共同研究の受入を促進する。 参加企業等とのマッチングを図った。
促進を図る。 ○イノベーション・ジャパン2007，アグリビジネス創出フェア2007，クラスタージ

ャパン2007テクノフェア等，首都圏で開催する大規模な研究シーズ展示会に，ブ
ース出展し，参加企業等とのマッチングを図った。

○JSTイノベーションサテライト岩手との共催による第１回北東北地域イノベーシ
ョンフォーラム（北東北新技術説明会）において，弘前大学の産学官連携の取組，
研究シーズ等の紹介を行った。

○青森県との協定締結１周年記念事業と位置づけ，開催した産学官金連携フェア「見
てみて，聞いてみて，触ってみて，弘前大学」では，研究成果の展示発表におい
て，（財）21あおもり産業総合支援センターコーディネータースタッフも含めた
個別案件のシーズ・ニーズマッチングの機会を設けた。

【179-2】
○「弘前大学マッチング研究支援事業－ ○平成17年度に，「弘大GOGOファンド」を創設し，青森県の産業振興・地域振興を

弘大GOGOファンド－」による研究支援 図るため，県内等企業が実用化研究に取り組み，抱えている具体的な課題を，本
等を積極的に推進し，青森県の産業振 学の教員と共同で解決を目指す研究に対して，研究費等を支援している。平成19
興・地域振興を図る。 年６月には，本学農学生命科学部教員とケイ・エイム・ナチュラル株式会社（田

舎館村）との共同研究に対し，研究費等を支援した。

【179-3】
○青森県公設研究機関と連携し，相互の ○年度計画【175-3】に前述したとおり，青森県との共同研究プロジェクト「ナノ

研究シーズによる地域産業の振興を促 ヒバ油のミスト分散による抗菌・防虫技術の開発」，「ナガイモのインフルエンザ
進する。 ウィルス予防機能成分の特定と加工食品化に関する研究」について，今年度は研

究成果を商品に結実させる役割を期待する地元企業の参画を得て進めるととも
に，平成19年６月開催の第６回産学官連携推進会議において研究成果を共同出展
した。また，将来的に創出することが予想される知的財産の取扱いに関する事項
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について，参画機関間で検討を行った。
○青森県ふるさと食品研究センター下北ブランド研究開発センターとの共同研究に
ついて検討を行った。

○青森県との協定締結１周年記念事業と位置づけ，開催した産学官金連携フェア「見
てみて，聞いてみて，触ってみて，弘前大学」では，締結後の連携取組状況の報
告を行い，研究成果の展示発表には，青森県公設研究機関（工業総合研究センタ
ー，環境保健センター，農林総合研究センター及びふるさと食品研究センター）
も参画し，研究者間の交流を行った。

【179-4】
○専門分野ごとの技術者・研究者によ ○教育学部：テーマ「教員養成総合モデル構築について」（参加者数10人）
る研究会等を開催し，産学官連携を ○医学研究科：専門分野ごとの教員が，学外の研究者と連携して，下記のセミナー
推進する。 及び研究会を開催した。

・都市エリア産学官連携促進事業(弘前エリア）キックオフセミナー（参加者数
：民間企業25人，大学等42人，公設試験機関３人，行政５人）

・第７回青森糖質研究会(テーマ：青森におけるフードサイエンス～地域活性化
につなぐ糖質研究～，参加者数：民間企業33人，大学等45人，公設試験機関20
人)

・第２回プロテオグリカン応用開発研究会（参加者数：民間企業19人，大学等30
人，公設試験機関３人，行政３人）

・平成19年度医療・健康福祉関連産業ビジネスモデル構築事業検討会(テーマ：
感染症病原体の簡易迅速検出センサーチップ製品化へ向けてのビジネスモデル
構築，参加者数：民間企業６人，大学等３人，行政２人)

○保健学研究科：
・メタボリック症候群予防改善シンポジウム（参加者数：約80人）
・主催：中南地域仕事づくり等活性化協議会，メタボリック症候群対策事業化研
究科，青森県中南地域県民局。共催は本研究科。

○理工学研究科：
・弘前大学と八戸高専とのシーズ提案会（平成20年１月）
・テーマ：理工学，農学，医学分野を中心に大学における研究成果を地域企業に
紹介し，新産業育成のシーズを提案する

・参加者：約100名
○農学生命科学部：青森県内の農業土木関係の研究者，技術者，企業から成る「み
ちのく農業農村整備研究会」（学部教員が事務局を担当）による研究会の開催。

○地域社会研究科：青森県下北地域県民局の主催による「下北地域魅力再発見セミ
ナー」（平成20年２月，むつ市）において，研究科教員が基調講演「下北の資源
を活用した下北活性化－強い地域ブランドと強い地域づくり－」を行い，引き続
きパネルディスカッションをが行われた（参加者約100人）。

【180】 【180】
地域共同研究センターなど，学内共同教 ○学内共同教育研究施設の再編・重点整 ○平成19年４月に留学生センターを国際交流センターに改組し，機能強化を図った。
育研究施設等の組織の整備を図る。 備計画を策定する。 その他の学内共同教育研究施設については，平成18年度にとりまとめた改組案に

基づき，課題とされた予算措置，人員配置について，引き続き検討を行い，その
結果，現状の体制を継続することとした。

【181】 【181-1】
知的財産創出本部を設置し，知的財産権 ○知的財産管理体制を一層整備し，知的 ○青森県の特許流通アドバイザーを，地域共同研究センター産学官連携協力員とし
の実施，管理及び活用を推進する。 財産の活用を図る。 て受け入れ，知的財産の活用について協力体制を強化した。

○本学帰属の知的財産の有効活用を目的とし，株式会社東北テクノアーチ（承認TL
O）との技術移転基本契約等を締結した。

○コラボ産学官を首都圏での産学官連携活動の拠点とし，首都圏にある広域TLOで
ある（株）キャンパスクリエイト，多摩TLOと本学知的財産の効率的かつ有効的
活用に向けた協議を開始した。

【181-2】
○知的財産を含む利益相反ポリシーの策 ○本学の使命の一つである，知的，人的，物的資源等によって創出された成果の積

定を推進する。 極的な社会への還元を推進していくに当たり，透明性の高い社会貢献活動を維持



- 112 -

弘前大学弘前大学弘前大学弘前大学

し，公共の利益を生み出す社会貢献を目指すため，「弘前大学利益相反ポリシー」
を策定した。

【182】
平成16年度に，産官学連携，就職活動の （実施済）
拠点とする「国立大学法人弘前大学東京
事務所」及び「同分室」を設置する。

○留学生交流その他諸外国の大学等との
教育研究上の交流に関する具体的方策

【183】 【183】
留学生センターの体制整備を図り，留学 ○留学生の受入・派遣担当教員を２名か ○国際交流センターの専任教員の役割を見直し，受け入れ・派遣担当を専任教員５
生交流を一層充実させる。 ら５名に増やし，留学生交流の充実を 人全員で行うことにし，地域を中国，韓国，タイ，北米，南米，東ヨーロッパ，

図る。 西ヨーロッパ，オセアニアに分けて担当する体制を整えた。

【184】 【184-1】
国際交流協定姉妹校との提携を活発化さ ○医学部医学科：弘前国際医学フォーラ
せ，研究者・学生の交換を促進する。 ムの開催，テネシー大学メンフィス校 ○医学部医学科：

との学生派遣交流，及び海外の先端的 ・弘前国際医学フォーラムについては，学部国際交流研究委員会で毎年度開催実
高等教育機関への教員派遣を継続す 施計画の募集を行っているが，平成19年度に関する応募がなかったため，開催
る。 することができなかった。

・テネシー大学メンフィス校との学生派遣交流については，テネシー大学側の日
程が合わなかったため，実施することができなかった。

・平成18年度「医学部国際化教育奨励賞制度」で選出された教員２人を，平成19
年度に，英国（エジンバラ大学)及び米国（ペンシルバニア大学，テネシー州
立大学）へ派遣した。

【184-2】
○中国延辺大学との教員の相互派遣を実 ○３月に延辺大学の日本語の教員を招き交流する予定であったが，日程等の調整が

施する。 つかず，平成20年５月に延辺大学からの教員を含め，日本語・日本文化教育につ
いて検討するワークショップを開催することとした。

【185】 【185】
UCTS(UMAP単位互換方式)の早期導入に努 ○平成18年度に韓国慶北大学校とのUCTS ○慶北大学においても検討中であり，具体的な意見は得られていないが，その効果
める。 による成績交換実施を踏まえ，他の協 を確認するため，平成19年度も慶北大学に限りUCTS方式の成績を併記した。

定校への拡大を図る。

【186】 【186】
帰国留学生及び帰国研究者の人的情報を ○帰国留学生リストのデータベース化を ○帰国留学者の人的情報は国別リストを整備し，海外の留学フェアでは，元留学生
整備し，教育・研究の将来的発展を図る。 行い活用するとともに，帰国研究者の の支援を受けている。具体的には，このリストに基づき，タイでの留学フェアに

人的情報を整備する。 あたっては，元弘前大学留学生の協力を得た。また，帰国留学生，帰国研究者と
の連絡体制をどうするかなど検討を進めた。

○教育研究活動に関連した国際貢献に関
する具体的方策

【187】
開発途上国等への貢献を目的としたプロ （実施済）
ジェクトチームを編成する。

○北東北国立３大学（弘前大学，岩手大
学，秋田大学）の連携推進にかかる措
置

【188】 【188-1】
「北東北国立３大学連携推進会議」にお ○「北東北国立３大学連携推進会議」 ○第４回北東北国立３大学連携推進会議（平成20年２月29日開催）において，①平
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いて，連携強化の具体的方策等について において，再編・統合に関する検討 成20年度の年度計画について，②平成20年度の連携推進研究プロジェクトについ
検討し，３大学間の強い連携を進めると 結果を踏まえ，３大学間の強い連携 て，③今後の連携の進め方について，協議したほか，連携推進会議連携協議会・
ともに，再編・統合に関する検討結果を を推進するとともに，連携強化の具 各専門委員会の実績報告についての報告を行った。
まとめる。 体的方策をさらに継続して実施す

る。

【188-2】
○平成17年度に創設した「北東北国立３ ○第３回北東北国立３大学連携推進会議（平成19年２月23日開催）において，３大

大学連携推進研究プロジェクト」を継 学より5,000千円ずつ拠出し，研究プロジェクトを継続することが了承された。
続実施し，３大学の相互の発展を期し， これにより，「平成19年度北東北国立３大学連携推進研究プロジェクト」の公募
それぞれの特徴が十分発揮できる共同 が行われ，12件の申請があった。研究専門委員会，連携協議会での審査の結果，
研究の活性化を推進する。 ４件が採択され，15,000千円が配分された。
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上
(3) その他の目標

② 附属病院に関する目標

中 ○附属病院の位置を確立する。
期 ○病院運営機能の改善を図る。
目 ○治療成績の向上と高度先進医療を推進し，患者本位の医療を促進するとともに，地域医療の充実を図る。
標 ○卒前臨床実習及び臨床研修制度の整備・充実を図り，コ・メディカルの卒前教育並びに生涯教育への関わりを強める。

○臨床研究推進のための支援体制の充実を図る。
○その他の目標

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 ｳｪｲﾄ

状況 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

○組織上の位置づけに関する措
置

【189】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
医学部メディカルスクール構想 Ⅲ ○メディカルセンターとしての中心的役割を担 ○引き続き，卒後臨床研修プ
におけるメディカルセンターと う体制を整えるため，医学部（医学研究科） ログラムや研修環境の充実
しての役割を担う。 と連携の下，以下のことを行った。 を図る。

・臨床教育において，卒前臨床実習を実施し
たほか，クリニカルクラークシップ及び卒
後の臨床研修制度の整備に努めた。また，
最新の高度先進医療に関する実習ができる
よう，「前立腺がん小線源治療計画システ
ム」の整備や「64列マルチディテクタCTシ
ステム」，PET/CT等，最新設備の整備を行
った。

・平成17年４月 附属高度先進医学研究セン
ター及び神経内科設置，内科系・外科系の
診療科名を臓器別の表示に変更

・平成17年６月 社会医学センター，移植医
療研究センター，循環器病
研究センター及びがん診療
・研究センターの設置

・平成18年11月 外来化学療法室を腫瘍セン
ターに発展的に改組

○医学部医学科６年次学生に対して，医学部社
会医学センターを中心に「地域医療型クリニ
カルクラークシップ教育（現代GP）」を地域
保健活動の一環として実施し，地域医療との
関わりを推進した。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【189】 【189】
○附属病院はメディカルセンターの中心 ○卒後臨床研修プログラムの充実を図るために
的役割を担うため，病院長（専任）の 検討を行い，平成20年度から新たなプログラ
リーダーシップの下全診療科が協力 ムの追加，メンター制度の導入及び選択科目
し，特に臨床教育において，卒前臨床 期間の延長等を行うこととした。具体的に新
実習及び臨床研修制度のさらなる整 たなプログラムの内容は，１年次及び２年次
備，充実を図る。 ６ヶ月を大学病院で研修し，２年次の選択期

間のうち６ヶ月を学外の研修協力病院で行う
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研修プログラム（プログラムＤ）を整備した。

○管理・運営に関する措置

【190】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
病院長を専任制とし，その権限 Ⅳ ○平成18年４月からの病院長専任制の実施に （実施済）
を強化し，病院長支援体制を整 より，病院の管理運営及び経営に強いリー
える。 ダーシップを発揮できる体制が整った。ま

た，病院長は学長特別補佐として役員会に陪
席し，病院の経営方針及び経営状況について
報告を行った。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【190】 【190】
○病院長専任化に伴い，学長特別補佐と ○病院長が学長特別補佐として役員会に陪席す
して役員会に陪席し，病院の経営方針， ることで，附属病院の現状を伝えるとともに，
経営実状等を報告し，大学法人全体と 学長の意向や全学の状況を病院科長会等を通
しての共通認識を図る。 じてリアルタイムに病院スタッフに伝え，速

やかに病院運営に反映させることができるよ
うになった。

○平成19年10月から副病院長を１人から２人に
増員した。総務担当に加え経営担当を新設し，
役割分担を明確にすることで病院長支援体制
を強化した。

【191】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
病院長を責任者に経営戦略会議 Ⅲ ○平成16年度に外部構成委員４人（他医療機関，○引き続き，経営戦略会議や
を設置し，経営を担当する理事 金融界，経済界及び厚生事務有識者）を入れ 診療報酬対策特別委員会等
を通して，その経営方針等を役 た経営戦略会議を設置した。また，平成18年 を活用して，病院経営の健
員会に反映させ，病院の管理運 度からは本学社会連携・情報担当理事（元青 全化を図る。
営の充実，強化及び経営の健全 森県幹部職員）を外部構成委員に充て，「附
化を図る。 属病院と大学」及び「附属病院と青森県」の

パイプ役としての役割を果たした。
○附属病院長が学長特別補佐として役員会に陪
席し，病院の経営方針・経営状況を報告して
いる。具体的には７：１看護体制へ向けた看
護師確保の計画を役員会に提案し，関係理事
と協議の上，看護師増員計画が実行された。

○病院の経営方針及び経営状況について，附属
病院事務部長が収支実績表等の資料に基づき，
財務担当理事に対し，２か月に１度定期報告
を行った。。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【191-1】 【191-1】
○「地域がん診療連携拠点病院」の指定 ○平成19年１月31日に厚生労働省の「地域がん
により，がん診療の充実を図る。 診療連携拠点病院」の指定を受けた。

○平成19年４月，麻酔科ペインクリニック専任
医師３人，神経精神科医師１人，麻酔科外来
所属看護師１人，薬剤師２人，管理栄養士１
人，臨床心理士１人，リンパドレナージ担当
（保健学研究科所属）看護師１人からなる「緩
和ケアチーム」を設置し，がん疼痛治療の充
実を図った。（緩和ケアチームが関与したが
ん患者：98人）

○緩和ケアに関して，以下のとおり教育活動を
実施した。
・看護師を対象とした緩和ケア講座（２回）
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・初期臨床研修医を対象とした講義（１回）
・大学院学生を対象とした講義（１回）
・医学部医学科学生を対象とした講義（２回）
・医学部医学科学生の臨床実習（クリニカル
・クラークシップ）として学生９名を受入
れ

・医学部医学科の有志学生を対象とした課外
勉強会（月２回開催，学生の休暇期間中を
除く）

・弘前市医師会の勉強会での講義（１回）
○更なるがん診療の充実を図るため，「PET／CT」，

「SPECT/CT」，「コーンビームCT付きDSA」及
び「64列マルチディテクタCT」を整備し，平
成20年度から稼働することとした。

【191-2】 ○病院収支改善のための取組
○「経営戦略会議」をさらに充実し，外 ・密封小線源治療を７件実施した。
部構成委員からの助言を基に，基本戦 ・言語聴覚士及び理学療法士各１人を採用し，
略の立案，収益性の向上，材料等の節 平成20年１月から上位のリハビリテーショ
減対策の充実強化を図る。 ン料の算定を開始した。
・密封小線源治療を開始し増収を図 ・７：１看護料は，平成19年４月に看護体制

る。 を整え，６月より算定を開始した。
・言語聴覚士を採用し，上位のリハビ ・NICUの管理料の新規算定は，７：１看護体
リテーション料を算定し増収を図 制への移行を優先したため，要件をみたす
る。 看護師を確保することはできなかった。

・７：１看護料を算定し増収を図る。 ○更なる経営の効率化と経営改善を図るため，
・NICUの管理料の新規算定による増収 平成19年４月に「診療報酬対策特別委員会」
と，増床による増収を図るため，看 を設置した。委員会で後発薬品採用等の経費
護師の確保を目指す。 圧縮の諸方策について検討を行い，逐次実施

した。また，診療科の再編等病院の将来を見
据えた改善の具体策を受けるため，外部の「医
業経営コンサルタント」を導入した。これら
の状況は，経営戦略会議で報告を行い，委員
からの助言を得ている。

【192】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
第三者機関による病院の評価を Ⅲ ○平成17年４月８日に病院全体で「ISO9001」を
受け，医療の質の向上を図る。 認証取得した。また，「医療サービスの提供」

において顧客（患者及び家族）満足度向上の
ため，PDCAのスパイラルアップによる継続的
改善を促進し，医療の質の向上を図った。

○平成19年１月に実施した患者満足度調査では，
平均で外来は86％，入院は93％の「満足して
いる」との回答を得た。また，調査で指摘の
あった階段の手すりの設置やトイレの改修等
を行い，環境整備を図った。

○医療の質の向上・標準化を図ることを目的に，
118件のクリティカルパスを承認し，在院日数
の短縮に効果を上げ，入院待ち患者の解消に
努めた。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【192】 【192】
○引き続き，（財）日本品質保証機構に ○インシデント等発生前に不適合の原因を未然
よる継続的な評価を受け，医療の質 に取り除くための予防措置を実施し，医療の
の向上を図る。 質の向上を図った。具体的には，各部署がこ

れから発生することが予想される不適合，考
えられる原因，予防の内容を報告し予防活動
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を実施することで不適合の未然防止に努めた。

○クリティカルパスの作成・改訂に伴う書類の
見直しを行い，様式の簡素化を図ると共に様
式をウェブサイトへ掲載した。これにより，
クリティカルパスの作成・改訂が容易となり，
治療の手順を標準化することで，診療の効率
化や均質化に努めた。

【193】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
診療職員の配置を見直し，診療 Ⅲ ○医療事務の外部委託を積極的に推進し，平成 ○病棟クラーク，メディカル
支援体系の効率化を図る。 17年度は事務職員７人を削減し，看護師７人， ・ソーシャル・ワーカー等

薬剤師１人，胚培養士１人，理学療法士１人 の増員や，医療支援センタ
の増員配置を行った。平成18年度にはさらに ーの更なる充実により，引
事務職員２人を削減し，新たにメディカルソ き続き，診療支援体系の効
ーシャルワーカー１人を採用した。 率化を図る。

○検査部，輸血部及び病理部所属の臨床検査技
師の業務及び人事管理を一元的に行うため，
平成18年４月に「医療支援センター」を設置
した。これにより，同年６月から臨床検査技
師による「輸血検査業務の24時間体制」を導
入した。

○平成18年４月に栄養管理室を栄養管理部に改
組し，診療部として位置付けた。

○平成18年４月施行の診療報酬改定による新た
な看護配置基準（７：１）を受け，特定機能
病院の維持，高度医療への看護の充実及び看
護師労働条件緩和を目的に看護師の増員募集
を行った結果，87人の採用を得て，平成19年
度から７：１看護体制を開始することとした。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【193】 【193】
○医療支援センタ－の更なる充実を図 ○病理部における業務拡大を図るため，平成20
る。 年度から細胞検査士（細胞診スクリーナー）

１人を新たに配置することとした。

○平成19年４月，看護師87人を採用し，７：１
看護体制を開始した。

○平成19年10月から病歴部を設置し，臨床テク
ノロジーセンターをMEセンターに名称変更し
た。

○診療に関する措置

【194】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
診療成績と技術の向上を図り， Ⅲ ○平成17年４月に医学部附属高度先進医学研 ○引き続き，先進医療の開発
遺伝子診断・治療等の高度先進 究センターを設置した。専任の教授１人及 に向けて取り組む。
医療を開発・推進する。 び助手２人を配置し，高度先進医療を推進

するための研究体制を整備した。
○先進医療（旧高度先進医療）の承認状況（平

成18年度）
・超音波骨折治療法
・内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術（ミニマム
創内視鏡下手術）

○泌尿器科：内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術（ミ
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ニマム創内視鏡下手術）の手術件数は，平成
16年度85件，平成17年度105件，平成18年度
100件であり，平成16・17年度は全国一の実績
があった。

○移植医療研究センター：診療科の枠組みを超
え，泌尿器科医，腎臓内科医及び外科医から
なる「腎移植チーム」並びにチームに看護ス
タッフ，薬剤師及び病理医を加えた「腎移植
ユニット」を立ち上げ，平成18年度４件の生
体腎移植を成功させた。

○産科婦人科：平成18年度から，生体構造医科
学講座の教員と連携し，不妊治療における遺
伝子異常配偶子の効率的な淘汰を可能にする
治療手技の導入及び改良を開始した。）

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【194】 【194】
○既設の先進医療（旧高度先進医療）を ○平成19年度，先進医療として新たに「眼底三

推進し，さらに新たな開発に向けて検 次元画像解析」が承認された（平成19年度実
討を行う。 績166件）。

○小児科：「NEMO遺伝子異常による先天性免疫
不全症の患児に対する造血幹細胞移植」に世
界で初めて成功した。

○消化器外科・乳腺外科・甲状腺外科：北東北
の中心的な肝移植施設として生体肝移植を実
施し，平成19年度は４例実施し，いずれも成
功した。

【195】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
臓器系統別専門診療体制を整備 Ⅲ ○平成17年４月に神経内科を設置した。また， ○外来受付等の運用改善によ
・充実させるとともに，待ち時 内科系・外科系の診療科名を臓器別の分か り，待ち時間の短縮等，患
間の短縮，診療時間の拡大等患 りやすい表示に変更し，患者の目線から外 者の利便性を図る。
者の利便を図る。 来の受診を分かりやすくした。

旧名称 平成１７年４月～
第一内科 消化器内科・血液内科・膠原病内科
第二内科 循環器内科・呼吸器内科・腎臓内科
第三内科 内分泌内科・糖尿病代謝内科・感染症科
第一外科 呼吸器外科・心臓血管外科
第二外科 消化器外科・乳腺外科・甲状腺外科

○平成18年４月，「褥瘡対策室」を設置し，褥
瘡管理者（看護師１人）を配置し，褥瘡のハ
イリスク患者への対応や褥瘡管理に関する教
育・研修等の充実を図った。

○医療の質の向上・標準化を図ることを目的に，
クリティカルパスを実施し，在院日数の短縮
に効果を上げ，入院待ち患者の解消に努めた
（平成18年度末時点のクリティカルパスの承
認件数：116件）。

○地域連携室：平成18年10月より地域医療機関
からの新患紹介患者の事前FAX受付を開始し，
新患患者の事務的受付に要する待ち時間が短
縮された。（事前FAX受付件数：平成18年度16
1件）

○栄養管理部：
・平成18年６月から，糖尿病関係の入院患者
を対象に患者毎の栄養管理計画書を作成し，

弘前大学弘前大学弘前大学弘前大学
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定期的に栄養状態の記録及び評価を行った
（平成18年度実績延べ16,683人）。

・術後患者等の早期経口的栄養摂取の支援を
目的としたNST（Nutrition Support Team：
栄養サポートチーム）に関する院内勉強会
を３回開催（延べ154人）し，平成19年度か
ら稼働することとした。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【195-1】 【195-1】
○「腫瘍内科」を新設し，本院における ○平成19年４月，「腫瘍内科」を設置し，10月
がん診療の充実を図る。 に科長を含めた診療体制を決定した。平成20

年１月より腫瘍内科として病棟及び外来診療
を開始し，固形腫瘍等のがん薬物療法の充実
に努めている。また，「腫瘍センター」にお
いて「外来化学療法センター運営に関するセ
ミナー」を開き，外来化学療法の運営向上に
努めた。

○年度計画【191-1】に前述したとおり，「緩和
ケアチーム」設置によるがん疼痛治療，緩和
ケアに関する教育活動（看護師対象の講座，
初期臨床研修医・大学院学生対象の講義等）
を行った。

【195-2】 【195-2】
○新外来診療棟の供用開始に向けて， ○平成19年10月に病歴部を新設し，平成20年１

外来受付体制，カルテ一元化等を具 月の新外来診療棟診療開始に併せて，系統別
体化し，実施する。 ・臓器別に関連のある複数の診療科を統合し

た「ブロック受付」と「カルテ一元化・一括
管理」を開始した。

【195-3】 【195-3】
○地域連携室の機能をさらに充実させ， ○地域連携室では，地域医療機関から新患紹介

待ち時間短縮等，患者サービスの充実 患者を事前にFAXによる受付を行い，73病院か
を図る。 ら472人を受け付けた。

【195-4】 【195-4】
○専門診療体制の整備を図る。 ○平成19年４月から医師６人，看護師２人，薬

剤師１人，臨床検査技師１人，事務部職員２
人，栄養士４人からなる栄養サポートチーム
（NST）が本格稼働し，11人の入院患者に対し，
延べ30回栄養療法を実施した。

○年度計画【191-1】に前述したとおり「PET／C
T」，「SPECT/CT」，「コーンビームCT付きDSA」
及び「64列マルチディテクタCT」を整備し，
平成20年度から稼働することとした。

【196】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
地域医療機関とのネットワーク Ⅲ ○地域医療ネットワークの取組として，CT画像 ○引き続き，地域医療機関と
を構築し，電脳病診連携システ の遠隔診断の他，「青森へき地医療クリニカ のネットワークを強化す
ムを構築・充実させることで， ル・フェローシップ（医療人GP）」において る。
地域医療の充実と機能分担を図 遠隔診療データ通信システムを設置し，症例
る。 カンファレンス等に利用した。

・遠隔診療データ通信・テレビ会議システム
の設置状況
平成17年度 国保大間病院

外ヶ浜町中央病院
平成18年度 下北医療ｾﾝﾀｰむつ総合病院
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六ヶ所村国保尾鮫診療所
○病病・病診連携を推進するため，平成18年
４月に地域連携室を設置し，患者の退院時
において，他の医療機関・介護施設等の紹
介などを行った。

○本学を拠点に構築する「津軽地区治験ネッ
トワーク」が，厚生労働省の大規模治験ネッ
トワーク基盤整備研究事業に採択された。こ
れにより治験を支援する専門スタッフのクリ
ニカルリサーチ・コーディネーター（CRC）を
養成するため，平成18年10月に臨床検査技師
１人を雇用した。

○年度計画【191-1】に前述したとおり厚生労働
省の「地域がん診療連携拠点病院」の指定を
受けるため，①腫瘍センターの設置，②がん
登録，③緩和ケアチームの設置，④がん診療
相談支援センターの設置等を行い，平成19年
１月31日に指定を受けた。

○医師及びコ・メディカル職員の専門性向上を
図るため，①県内医師及び看護師を対象とし
た救急医療チーム研修の策定・実施，②がん
専門薬剤師の養成，③青森県フライトナース
養成事業等への参画等を行った。また，青森
県の三次被ばく医療を担う本院として，県の
要請を受けて「青森県原子力防災訓練」に参
加するとともに，県内医療機関の医師及び看
護師のレベル向上を図るため，「緊急被ばく
医療講座」を開催した。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【196】 【196】
○電脳病診連携システムの構築・充実の ○医療人GPに関する取組では，新たに２医療機

一環として，以下のネットワーク業務 関（五所川原市立西北中央病院，大館市立総
を実施し，地域医療の充実を図る。 合病院）にテレビ会議システムを設置した。
・「地域医療等社会的ニーズに対応 ○津軽地区治験ネットワークの中核病院であ
した医療人教育支援プログラム る弘前市立病院，黒石市国民健康保険黒石
（医療人GP）」の最終年度として， 病院及び医療法人ときわ会病院の看護師を
更に２医療機関との間にネットワー 受け入れ，平成18年度から２年間でCRC４人
クを構築し，地域医療の充実を図る。 を養成した。また，情報交換・自己研修会

・本学を拠点にした津軽地区治験ネ を11回開催した。
ットワークをさらに充実させ，治 ○弘前市医師会と共同で，がん患者の在宅医療
験を支援する専門スタッフのクリニ に関する勉強会を３回開催した。
カルリサーチ・コーディネーター（C ○薬薬連携（病院薬剤部と地域調剤薬局との連
RC）の養成を促進する。 携）におけるがん化学療法への取組として，

・「地域がん診療連携拠点病院」とし 以下のことを行った。
て，地域医療機関へのがん診療に係 ・外来化学療法の推進に伴い，増加している
る医療情報の提供や相談支援の充実 抗がん剤の院外処方に対応するため，調剤
等，地域医療機関との連携を強化す 薬局勤務薬剤師のがん化学療法に対する専
る。 門性向上を目的とする研修講演会を２回開

催したほか，勉強会３回を行った。
・平成19年６月から，本院腫瘍センターにお
けるがん患者の薬歴や検査結果を「おくす
り手帳」に添付し，患者の臨床情報の提示
を開始した。

○医療情報共有システムの考案・構築を図るこ
とを目的に，附属病院（基幹医療機関）と弘
前市立病院（連携医療機関）との間を専用回
線システムで結び，診療連携と機能分担に係

弘前大学弘前大学弘前大学弘前大学
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る有効性の実証実験を行った

○教育・研修に関する措置

【197】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
クリニカル・クラークシップを Ⅲ ○医学科６年次学生が行うクリニカル・クラー （実施済）
積極的に導入し，チーム医療に クシップは，平成18年度より実習期間を８週
基づいた研修を行う。 間から12週間に拡大した。附属病院各診療科

又は地域の医療機関（28機関）においてチ
ーム医療に参画させ，学生の能力に応じた
実際の診療業務を行わせる臨床実習を展開
した。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【197】 【197】
○平成19年度から義務化する地域医療実 ○クリニカル・クラークシップ12週間のうち，
習を行うことにより，社会貢献のでき ４週間の地域医療実習（へき地診療拠点病院
る，地域に根ざした医師の養成機能を を含む県内11医療機関）を義務化した。
強化する。 ○「地域医療型クリニカル・クラークシップ教

育（現代GP）」では，医学科の学生が「岩木
健康増進プロジェクト」スタッフの一員とし
て地域の保健師等とチームを組んで地域保健
活動を行うことで，在宅医療や予防医学等，
地域に根ざした医師の養成機能を強化した。

【198】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
卒後臨床研修センターを設置 Ⅲ ○卒後臨床研修センターを平成16年度に設置し，○メンター制度の導入や新規
し，新医師臨床研修制度におい 教員２人（兼任）及び事務職員２人を配置し プログラムの追加など，卒
ては地域医療を重視した特色あ た。 後臨床研修プログラムの充
る研修システムの整備を図る。 ○地域医療機関での研修を含み，研修医の希望 実を図る。

に応じた３種類のプログラムを整備した。こ
のプログラムには，附属病院，地域の拠点病
院，開業医，福祉施設がバランスよく含まれ，
大学病院，研修協力病院・施設それぞれの長
所を統合したプログラムで，研修の深さと幅，
どちらも充実したプログラムとなっている。

○へき地における地域包括医療のあり方やへき
地医療を担う医師の心構えを理解するため，
地域医療支援センターの協力を得て，研修医，
学生，本学教職員及び地域医療機関の医師を
対象に「地域医療教育講演会」を開催した（平
成18年度４回開催）。

○特色ある卒後臨床研修プログラムの整備の
一環として，「ベスト研修医賞」を創設した
ほか，「CPC」及び「研修医のためのプライ
マリ・ケア・セミナー」を定期的に開催し
た。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【198】 【198】
○地域医療を担う医師を養成するため， ○研修協力施設として，新たに大間病院，外ヶ

プログラムの見直しを行い，充実を図 浜中央病院，六ケ所村国民健康保険尾駮診療
る。 所を加え，66医療機関となり，地域医療研修

の充実を図った。

【199】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
悪性腫瘍・心疾患・臓器移植等 Ⅲ ○各診療科の専門分野に対応した専門医養成プ ○引き続き，後期臨床研修プ
の特色ある専門医養成のための ログラムの他，内科系・外科系の診療科横断 ログラムの充実を図る。
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後期研修システムを整備する。 型の研修システム及びプログラムを作成した。○がん専門医養成のための実
内科系では認定内科医コースを，外科系では 習を行う。
外科専門医コースによる診療科横断の研修コ
ースを設定した。 ○腎移植推進のため，（社）

日本臓器移植ネットワーク
（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況）））） 認定施設の承認を目指す。

【199】 【199】
○学会専門医資格の取得を推進するた ○腫瘍内科関連専門医資格を目指すコースの平
め，後期臨床研修プログラムの充実を 成21年度からの設定に向けて検討を行った。
図る。

【200】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
医学部保健学科との連携でコ・ Ⅲ ○保健学科教員及び附属病院コ・メディカル職
メディカル臨床研修システムの 員で組織する「臨地・臨床実習に関する合同
構築を図る。 検討会議」を開催し，附属病院のコ・メディ

カル教育機関としての認識や，臨地実習の学
生評価等について意見交換を行った。

○現職医師及びコ・メディカル職員の専門性向
上を図るため，①県内医師及び看護師を対象
とした救急医療チーム研修の策定・実施，②
がん専門薬剤師の養成，③青森県フライトナ
ース養成事業等への参画等を行った。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【200】 【200】
○附属病院におけるコ・メディカル学 ○保健学科において，附属病院の臨床実習に関

生の臨床研修を充実させるため，「臨 するアンケート調査を実施した。その集計結
地・臨床実習に関する合同検討会 果を検査部及び放射線部等にフィードバック
議」において，より効果的な臨床実 し，臨床実習の内容や指導体制計画の充実を
習のあり方について検討を行う。 図った。

○「弘前大学社会人入学によるキャリアアップ
（自己啓発）制度」を利用し，本院所属のコ
・メディカル職員が保健学研究科に社会人入
学し学ぶことで，高度な専門知識を備えたチ
ーム医療の現場でリーダーシップを発揮でき
る人材の育成に役立っている（平成19年度在
学者：検査部１人，放射線部３人，栄養管理
部１人）。

○外来化学療法の推進に伴い，増加している抗
がん剤の院外処方に対応するため，調剤薬局
勤務薬剤師のがん化学療法に対する専門性向
上を目的として研修講演会２回及び勉強会３
回を開催した。

○研究に関する措置

【201】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
診療科のワクを外した臨床研究 Ⅲ ○平成17年度，移植医療研究センター，循環 ○引き続き，クリニカルリ
を支援する体系及び病院外組織 器病研究センター及びがん診療・研究セン サーチ・コーディネーター
との共同研究推進システムを構 ターを設置した。移植医療研究センターで （CRC）の養成を促進する
築するとともに，高度先進医療 は，糖鎖生物学，移植免疫学，移植外科学， とともに，院内の薬剤臨床
開発プロジェクトチームを設置 泌尿器科学，腎臓内科学などの移植関連領 研究を推進し，「臨床試験
し，脳血管障害等地域特性のあ 域の融合型研究として「ABO不適合腎移植に 管理センター」の設置を目
る研究を進める。また，臨床試 おける血液型糖鎖抗原に関する研究」を， 指す。
験管理センターの設置に努力す 循環器病研究センターでは，「様々な疾患
る。 の予後を悪化させる循環器の石灰化機序を

解明し，薬物治療の開発に関する研究」を，
また，がん診療・研究センターでは「各種

弘前大学弘前大学弘前大学弘前大学
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がんにおけるサイトカインに関する研究」
に取り組んだ。

○平成17年度，脳血管障害等の研究・治療を更
に推進するため，医学部附属脳神経血管病態
研究施設を基礎に神経内科を設置した。

○年度計画【194】に前述したとおり，移植医療
研究センターでは泌尿器科医，腎臓内科医及
び外科医からなる「腎移植チーム」並びにチ
ームに看護スタッフ等を加えた「腎移植ユニ
ット」により，平成18年度には４件の生体腎
移植を成功させた。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【201-1】 【201-1】
○既存の「治験管理センター」における ○「治験管理センター」において，薬剤師，看

教員，コ・メディカル，事務職員の業 護師等コ・メディカル職員を全国規模の治験
務の効率化と充実を図り，臨床薬理学 説明会及び研修等へ積極的に参加させ，職員
講座との連携強化の基に「臨床試験管 の質の向上とともに治験業務の効率化と充実
理センター」への組織整備を進める。 を図った。また，「臨床試験管理センター」

への組織整備に向けて検討を行った。
・治験説明会（５薬品の説明会）：延べ９人
・文部科学省CRC養成研修：１人
・CRCと臨床試験のあり方を考える会議：３人
・臨床検査技師CRC養成研修：１人

【201-2】 【201-2】
○本学を拠点にした津軽地区治験ネッ ○年度計画【196】に前述のとおり，計画を達成

トワークをさらに充実させ，治験を することができた。
支援する専門スタッフのクリニカルリ
サーチ・コーディネーター（CRC）の
養成を促進する。

【201-3】 【201-3】
○既設の先進医療（旧高度先進医療）を ○年度計画【194】に前述のとおり。

推進し，さらに新たな開発に向けて検
討を行う。

○移植医療研究センター：
・平成19年度は，さらに生体腎移植を３件実
施したほか，青森県内の脳死又は心臓死腎
移植に対応するため，鷹揚郷腎研究所弘前
病院と合同移植チームを構成し，９月に青
森県２例目となる脳死腎移植を実施した。

・鷹揚郷腎研究所弘前病院との共同研究によ
り，透析患者の心血管系疾患による死亡リ
スクと大動脈石灰化指数，頸動脈内膜肥厚
度などのパラメーターで評価されうる動脈
硬化との密接な関連を明らかにした。

○「青森県地域がん診療連携拠点病院ネットワ
ーク（仮称）」及び「東北がんネットワーク
（仮称）」の平成20年度の設置に向けて検討
を行った。

【202】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
高度先進医療開発経費及び科学 Ⅲ ○大学改革推進等補助金「地域医療等社会的ニ
研究費補助金等外部資金を獲得 ーズに対応した医療人教育支援プログラム」
する。 （平成17年度より３カ年：102,000千円）を獲

得した。
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○科学研究費補助金の申請・獲得状況（平成17
年度～19年度申請分）

申請年度 17年度 18年度 19年度

申請件数 100 96 125

採択件数 19 17 21

採択率％ 19.0 17.7 16.8

金額（千円） 34,000 25,600 32,900

【202】 【202】
○科学研究費補助金の申請件数につい ○平成20年度科学研究費補助金の申請件数は，

て，前年度実績の維持を図る。 126件となり，計画を達成することができた。

○その他の目標に関する措置

【203】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
病院収支の改善を目指し，診療 Ⅲ ○診療指標の改善状況（平成16年度～18年度分）○引き続き，病院収支の改善
指標の改善を図る。 を図る。

16年度 17年度 18年度

一般 22.4日 21.7日 20.9日
平均 病床 (22.7日) (22.6日） (21.7日)
在院

日数 全病床 23.3日 22.7日 21.7日
(23.6日) (23.7日） (22.7日)

一般 89.23% 89.89% 90.70%
病床 病床 (88.98%) (90.00%) (90.00%)
稼働

率 全病床 87.76% 89.07% 89.39%
(87.90%) (89.67%) (89.11%)

患者 69.57% 72.02% 71.78%
紹介率 (70.00%) (70.00%) (72.00%)

（ ）内はその年度の目標値

○附属病院の診療方針として，病床稼働率の向
上を重視する中で，平均在院日数の短縮を意
識した目標値を設定したところである。各年
度において大方目標を達成しており，収支の
改善が図られた。

○病院収入アップに向けた取組
・入院化学療法治療患者を可能な限り外来診
療へ移行し，外来化学療法室の有効利用を
図った（平成16年度比の増収額：平成17年
度3,876千円，平成18年度7,219千円）。

・平成17年６月から，ICUを２床増床し８床体
制とした（平成16年度比の増収額：平成17
年度15,301千円，平成18年度24,905千円）。

・平成17年度，リハビリテーション部に理学
療法士を増員配置したことにより，「理学
療法・作業療法Ⅰ」の診療報酬請求が可能

弘前大学弘前大学弘前大学弘前大学
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となり，13,615千円の増収となった。平成
18年度は，再度の欠員となったため増収計
画は中断したが，平成19年１月に理学療法
士１名を採用し，平成20年１月から算定を
開始した。

・高度生殖補助医療の体外受精・胚移植の治
療等について，「胚培養士」の採用により，
診療体制の整備が図られた。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【203】 【203】
○引き続き，病院収支改善のため，病 ○平成19年度の各診療指標は，病床稼働率：88.

床稼働率89％以上，平均在院日数22 6%，平均在院日数：21.1日，患者紹介率：75.
日以下，患者紹介率70％以上及び新 3%と，病床稼働率はわずかながら下回ったも
患率アップに向けて，各診療科の連 のの，概ね所期の目標を達成した。
携を図る。 ○平成19年４月からの７：１看護体制の開始に

より，327,808千円の増収となった。

【204】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
物流システムを導入し，経費の Ⅲ ○医療材料等の流通量・在庫量をより的確に把 ○引き続き，SPDシステムの
節減を図る。 握することを目的に，平成18年10月にSPDシス 活用や，業務の効率化等に

テム導入した。預託方式を採用し医療材料を より経費節減を図る。
在庫品から預託品扱いとし，ストックをなく
し，従前の在庫品に係る購入経費分（33,543
千円）相当の経費を節減できた。

○各診療科外来及び病棟等で看護師が行ってい
た物品の在庫管理・発注業務が大幅に軽減さ
れたことにより，看護師本来の業務に専念で
きる環境を整えることができた。また，たな
卸業務をSPD業者に業務委託したことにより，
看護師及び技師等の多くの職員が，年度末の
多忙な時期に通常業務終了後に行っていたた
な卸業務から開放され，大幅な業務負担の軽
減ができた。

○経費節減への取組
・後発薬品の導入を推進し，平成18年２月
から導入薬品数を拡大し平成16年度と比
較して，平成17年度は7,900千円（新規11品
目），平成18年度は39,366千円（新規８品
目，合計19品目）の経費節減を実現できた。

・平成17年度には，医薬品の値引率を，前
年度比で約２％改善したことにより，約
33,500千円の購入経費節減が実現できた。

・平成17年度には，特定治療材料の値引率
を，前年度比で約５％改善したことによ
り，約24,700千円の購入経費節減が実現
できた。

【204】 （（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
○平成18年度に導入したSPDシステムの 【204】

集約データをもとに，医療材料の同種 ○医療材料の同種同効品の標準化を実施し，
同効品の標準化等の実施や，更なる業 1,044千円の経費節減ができた。
務の効率化等により経費節減を図る。

【205】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
ホームページを充実させ，診療 Ⅲ ○平成19年１月，附属病院ウェブサイトをリニ ○引き続き，附属病院ウェブ
内容及び実績等を公開するとと ューアルし，以下のとおり充実を図った。 サイトにおいて，来院患者
もに，医師，コ・メディカル及 ・新たに附属病院の使命と目標，患者の権利， 向けの情報の更なる充実を
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び住民の生涯教育に関する情報 個人情報の取り扱い等を掲載した。 図る。
を提供する。 ・各診療科の概要，特徴・特色ある診療及び

診療スタッフとその専門分野等の内容を更
新した他，新たに外来診察室及び入院病棟
の配置図も掲載し，よりわかりやすい内容
とした。

・地域連携室のサイトを新設し，がん診療相
談支援センターにおける業務内容の紹介や，
地域医療機関からの「紹介患者の事前FAX受
付」に関する情報を掲載し，地域医療機関
との連携強化を図った。

○病院広報誌「南塘だより」（第34号～第45
号）をウェブサイトに掲載し，附属病院の
活動等について広く情報発信を行った。

○生涯学習教育研究センターウェブサイトでは，
「市民のための身体症候学」，「市民のための
老年病学」，「市民のための臨床検査医学」，「健
康コラム生き生き人生」等をシリーズで公開
し，市民向けにわかりやすい医療情報を提供
した。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【205】 【205】
○本院における診療実績等の更なる情報 ○平成19年５月から本院における診療実績及び
公開について検討し，ホームページの 先進医療に関する情報をホームページに掲載
充実を図る。 した。

○「切るガン・切らないガン」をテーマに「第
１回弘大病院がん診療市民公開講座」を開催
し，本院所属の４名の医師が最新のがん診療
について講演を行った（参加者：約270名）。
アンケート調査の結果，参加者の約90％から
「分かりやすい内容だった」「弘大病院のが
ん診療に期待している」との回答があり，非
常に好評であった。

○腫瘍センターにおいてパンフレット「弘大病
院 がん診療の特徴と実績」を作成し，公開
講座参加者等に配布した。

○平成19年６月から地元新聞（陸奥新報）に「ひ
ろだい附属病院ガイド」を全35回掲載し，附
属病院の診療内容等について，一般市民にわ
かりやすく紹介した。

【206】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
外来診療体制の再構築，診療の Ⅲ ○患者等からの看護相談への対応並びに医療機 ○外来ブロック受付及びカル
効率化により患者サービスの向 関等との連携を推進するため，平成18年４月 テ一元化・一括管理の改善
上を図る。 に「継続看護室」を「地域連携室」へ発展的 を行う。

に改組し，以下のとおり患者サービスの向上 ○病棟クラーク，メディカル
を図った。 ・ソーシャル・ワーカー，
・新たにメディカルソーシャルワーカー１人 及び臨床工学技士等の増員
を配置し，医療相談等に対するきめ細かな を行う。
対応が可能になった。 ○診療費の支払いにクレジッ

・平成18年10月に地域医療機関からの新患紹 トカード及びデビットカー
介患者の事前FAX受付及び地域医療機関への ドを導入する。
紹介患者に対するFAXによる返書のサービス
を開始した。

・本院の患者及びその家族等並びに地域医療
機関等からの相談に応じ，がん診療に関す
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る情報を提供することを目的として，地域
連携室内に「がん診療相談支援センター」
を設置した。

○入院患者等へのサービスの一環として行って
いる「院内コンサート」は，年々開催回数も
増え，患者からの好評を得ている（平成16年
度５回，平成17年度６回，平成18年度７回）。

○その他患者サービスの実施状況
・病院内での携帯電話の使用場所を明示し，

院内での利用を可能にした。
・外来診療棟正面玄関のアプローチを融雪

化し，利用者の冬場の歩行安全を図った。
・患者投書箱「やまびこ」について，掲示
による回答をきめ細かく対応するととも
に，その結果をISO推進室に報告すること
とし，投書の取扱い体制を整備した。

○患者の急変に速やかに対応するため，AED
（自動体外式除細動器）10台を新規購入し，
外来診療棟，中央診療棟，病棟の各階に配
備した。既設分を含めた14台のAEDを整備し
た。また，AED付き自動販売機を東北地方で
はじめて院内に設置した。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【206】 【206】
○平成20年１月，新外来診療棟で系統別 ○平成20年１月，新外来診療棟の診療開始に併
・臓器別に関連のある複数の診療科を せて，系統別・臓器別に関連のある複数の診
統合したブロック受付を開始する。 療科を統合した「ブロック受付」を開始した

ことにより，ブロック内での頼診における診
療科間の移動が不要となり，カルテ等の移送
もスムーズに行われるため，患者サービスの
改善が図られた。

ウェイト小計

〔ウェイト付けの理由〕
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上
(3) その他の目標

③ 附属学校に関する目標

中 ○「児童生徒に働きかけ，読みとり，働きかけ返す力を持つ教員」を養成する。学部カリキュラムを実現し検証するための教育研究活動を推進し，「一貫教育に
期 よって一体化」する地域における先導的実験校の役割を果たすことを目指す。
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 ｳｪｲﾄ

状況 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

○大学・学部との連携・協力の
強化に関する具体的方策

【207】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
大学院と学部の実証的研究に対 Ⅲ ○学部，附属学校の全教員からなる教育実践協 ○引き続き，大学院や学部に
する協力体制を強化する。 同研究推進委員会を中心とする14の研究会を おける教員養成，教科教育

組織し，は大学院や学部の実証的研究の場と 等にかかわる実証的研究を
しての機能を発揮している。たとえば，研究 行う。
会での連携のもとで，学部教員，大学院学生
や学部学生の授業実践や参観による実証的研
究，児童生徒や保護者を対象とするアンケー
ト調査を取りいれた研究などを行った。

○平成17年度に設置した学部附属特別支援教育
センターは，学部障害児教育分野の教員と附
属養護学校教員で構成し，特別支援教育に関
する活動を行った。

○平成17年度に設置した学部附属経済教育セン
ターは，学部教員と附属小・中学校教員で構
成し，初等・中等における金融教育，年金教
育，消費者教育などの経済教育に関する活動
を行った。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【207】 【207】
○「附属ユニバーサル・スクール構想」 ○「授業実践研究（大学院）」等との関連で，

推進体制の下，引き続き「授業実践研 大学院学生が附属学校で授業を実施，参観し
究（大学院）」，「各教科教育法関連授 たり，学部学生のTuesday実習の授業を参観
業（学部）」等についての実証的研究 したりする機会ができた。また，「各教科教
を行う。 育法関連授業（学部）」等との関連で，学生

が附属学校園での子どもの様子を観察した
り，アンケート調査を実施したりした。

【208】
教員養成カリキュラムを効果的 Ⅳ ○附属学校で実習する教育実習のうち，３年次 ○引き続き，Tuesday実習や学
に実施するために，教育実習の 学生が集中実習をはさんで履修する「Tuesda 校生活体験実習と，集中実
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見直しを進める。 y実習」（必修）と，２年次学生が履修する 習との関連を含めた学生指
「学生生活体験実習」（選択）について，次 導の在り方の検討を行う。
のような見直しを行った。 ○新しい学習指導要領による
・附属中学校の選択教科で試行してきた恒常 教育課程編制に取り組む過
的教育実習の観察を踏まえ，学校の組織や 程で，附属学校での教育の
子どもの変容について理解することなどを 推進と教育実習の位置づけ
目的として，Tuesday実習（恒常的教育実 方との関連について検討す
習）の体制を整備した。平成18年度からtu る。
esday実習として，３年次学生を対象に集
中実習（８月，９月）をはさむ４月～12月
の火曜日の午後，ガイダンス等を含めて12
回程度実施した。学部教員が学生を引率し，
附属学校で授業実施，観察を行い，グルー
プ毎に研究協議を行った。附属小学校では，
集中実習とtuesday実習での配属学級を一
致させたほか，附属中学校では，２年生の
選択教科を火曜日の午後に設定する工夫を
講じた。

・「学校生活体験実習」は，従前からの授業
参観に加え，平成17,18年度には学校行事
や諸活動を支援しつつ学ぶ「附小サポータ
ー」，「附中サポーター」活動の試行を行
った。一方，問題点として，学生指導を附
属学校園に一任していること，省察が不十
分であることなどが指摘され，平成18年度
は，担当を学部教育実習委員会から教員養
成学研究開発センターに移行し，新たに学
校生活体験実習実施WGを立ち上げて実習の
見直しを進めた。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【208-1】 【208-1】
○附属学校教員と学部教員との連携の ○引き続き，Tuesday実習を平成18年度と同様

下，実践的指導力等の育成のため「恒 の内容で，３年次学生を対象に実施した。中
常的教育実習＝Tuesday実習」の実施 学校では，附属学校教員が気付いたことをア
体制の確立を一層進めると共に，集中 ドバイス用紙に書くなどして学部教員や学生
実習との関連を含めた学生指導の在り に伝える工夫を試みた。小学校では，後期の
方を検討する。 授業実施の方法を工夫した。

○Tuesday実習と集中実習との関連を含めた検
討では，次のようなことが指摘され，実習全
体の系統性を検討する必要性が議論された。
・集中実習前のTuesday実習を通して学生が

附属学校に慣れ子どもたちと早く親しむこ
とができた。

・集中実習での学習指導案の作成が以前より
もできるようになった。

・集中実習後のTuesday実習では，集中実習
での条件の違いから，集中実習の取り組み
が生かし切れない部分もみられた。

・小学校の実習では，子どもの内面をとらえ
ようとする意識が弱く，中学校の実習では，
子どもに働きかけようとする意識が弱いと
いう傾向がみられた。
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【208-2】 【208-2】
○学校生活体験実習の望ましい在り方に ○学校生活体験実習について，教員養成学研究
ついて，様々な課題解決のためにワー 開発センター学校生活体験実習実施WGが中心
キンググループを組織して，改革推進 となって改善に取り組み，学部の担当教員が
に取り組む。 附属学校で指導する体制とした。例えば，附

属中学校では，授業と行事の練習場面を参観
した後で，学部教員の指導の下でグループ討
議を行ったこと，附中祭を参観したことなど，
新たな試みを始めた。附属学校の教育課程の
違いによって学生の活動内容，学部教員の関
与の仕方が異なることもあり，指導場面や指
導体制のあり方等についての検討課題も指摘
した。

【209】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
学部教員の附属学校における授 Ⅳ ○学部教員と附属学校教員の協同による学生指 ○引き続き，Tuesday実習や学
業担当や，附属学校教員の非常 導の機会を増やし，実践と結びつけたカリキ 校生活体験実習において，
勤講師等による学部授業担当を ュラムの改善に役立てた。具体的には，次の 附属学校園での学部教員に
促進し，その成果を学部の教員 ような例が挙げられる よる学生指導の効果的な推
養成カリキュラムの改善に役立 ・教育実践協同研究推進委員会（協同研）の 進する。
てる。 各研究会での連携をいかして，学部教員が ○引き続き，Tuesday実習，協

附属学校での公開研究発表会における授業 同研の各研究会を中心とす
を担当し，教材の提案などを行った。参加 る取組などに関連して，附
した学生も協議会等を通して学ぶ機会を得 属学校園教員と学部教員が
た。 連携して授業に取り組む。

・附属小学校，附属中学校でのTuesday実習
では，学部教員が附属学校で学生の授業観
察や授業への取組を指導した。附属中学校
では２年の選択教科での授業において，附
属学校教員だけでなく学部教員も授業に取
り組んだ。

・教育実習の事前事後指導，教職科目や教科
教育法の一部等において，附属学校教員に
よる授業担当を引き続き行った。

○学部と附属学校での教育実習指導の全体像を
とらえやすくすることなどを目的に，分冊で
あった教育実習手引きを見直し，１冊にまと
め，配布した。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【209-1】 【209-1】
○附属学校教員の学部授業担当の拡大， ○３年次学生への実習事前指導において，附属

推進などを検討する。 学校教員が，各教科・領域，学校経営，学校
保健，生徒指導，教育課程と校務分掌等の授
業を学部において実施した。また，学部の授
業では「道徳の歴史と方法」の一部（附属小
教員），「理科授業論」の一部（附属中教員）
等を講師として担当した。

【209-2】 【209-2】
○教育実習関連科目による実践的指導力 ○「教育実習の手引き」の見直しについて，教

の育成のために「教育実習手引」を再 員養成開発研究センターのワーキンググルー



- 131 -

弘前大学弘前大学弘前大学弘前大学

編集し，学生等に配布する。 プで検討を続け，18年度の内容を整理し使い
やすく改訂したものを１年次学生に配布し
た。また，３年次学生には，実習の該当校の
部分を追加印刷して配布しれた。

【210】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
附属学校教員の研修制度を整備 Ⅲ ○学部附属教育実践総合センターの研究員制度 ○引き続き，附属学校教員を
する。 を活用して，附属学校教員の10年経験者研修 研修に参加させる。

を実施した。平成17年度は５人，平成18年度
は９人の教員が参加し，それぞれの研究テー
マで，研究員として参加した公立学校教員と
ともに研修を行った。

○放送大学科目履修生として自己啓発研修を，
平成18年度は教員５人が受講した。

○教育学研究科への内地研修員制度を実施して
いる。毎年度，附属学校の教員１人が修士課
程で研究に取り組んだ。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【210-1】 【210-1】
○学部附属教育実践総合センター研究員 ○平成18年度まで，学部附属教育実践総合セン

制度を活用した「附属学校園１０年経 ターにおいて実施していた教職10年経験者研
験者研修（学校内研修・課題研修（１ 修について，課題研修・課題研究の取組や養
５日間）」を実施する。 護教諭・栄養教諭の参加も視野に入れた内容

に見直し，実施体制は附属ユニバーサル・ス
クールシステム運営委員会とした。これによ
り，研修対象者にとって選択の幅が拡がり，
学部と弘前市教育委員会が共催した「算数・
数学指導力養成・向上講座（10年研対応）」
等を選択受講した教員もいた。平成19年度は
教員６人が受講した。

【210-2】 【210-2】
○平成１８年度から実施されている附属 ○放送大学科目履修生としての自己啓発研修を

学校教員を対象としたキャリアアップ 教員２人が３講座を受講した。
研修を引き続き実施する。

【211】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
附属学校教員と学部教員との共 Ⅳ ○附属学校と学部の全教員による教育実践共同 ○引き続き，附属学校教員と
同研究プロジェクトを一層推進 研究会を定例化し，その一環として定例研究 学部教員による協同研究，
する。 会のほか，全体研究集会を実施した。また， その成果の発表，公開研究

各研究会が中心となって，附属学校の公開研 会，公開研修会等の企画・
究会に学部教員も共同研究者，授業者等とし 実施に取り組む。
て協力を行った。
これらの活動を通じて，附属学校教員と学部
教員による協同研究の成果は，学部研究紀要
「クロースロード」（第９号～第11号）に発
表した。

○協同研全体研究集会の開催状況
・平成17年度「教育改革の課題と新しいカリ

キュラム政策」（学部教員参加40人）
・平成18年度「教育改革の現段階と新しい教

育過程」（学部教員参加40人）
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○公開研究会の開催状況
（平成17年度）

・附属小学校：「学びの力を育む授業改革～
協同追求を通して学びの転換を図る～」学
部教員参加45人）

・附属養護学校：「ふよう実践フォーラム’
05」（学部教員参加８人）

・附属幼稚園「心を広げ夢をもちしなやかに
生きる子どもたち－人とかかわる力を育む
－」（学部教員参加10人）

（平成18年度）
・附属小学校：「学びの力を育む授業改革～

協同追求を通して」（学部教員参加45人）
・附属中学校：「自らの学びを高める生徒の

育成－「聞きとる力」「読み取る力」「感
じ取る力」の向上を通して」（学部教員参
加45人）

・附属養護学校：学部附属特別支援教育セン
ターとの共催による「ふよう実践フォーラ
ム」（学部教員参加９人）

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【211】 【211】
○附属学校教員と学部教員による協同研 ○引き続き，附属学校教員と学部教員による協

究を行い，その成果を「協同研究紀要」 同研究を行い，その研究成果をは学部研究紀
として発表すると共に，公開研究会， 要「クロスロード」に発表した。
公開研修会等を企画・実施する。 ○協同研全体研究集会の開催状況

・「特別支援教育の動向と教育学部の課題」
（学部教員参加45人）

○公開研究会の開催状況
・附属幼稚園（11月）「ともに育ち合う」－
あそびのを深める援助－（参加者約200人
学部教員参加５人））

・附属小学校（７月）「学びの力を育む授業
改革」～協同追求を通して～（参加者約80
0人，学部教員参加40人）

・附属特別支援学校（７月）「ふよう実践フ
ォーラム’07」(参加者約300人，学部教員
参加５人）)，

○附属特別支援学校公開研修会の開催状況
・「学校や家庭で子どもが分かって動ける支

援ツール」（７月）（学部教員参加２人）
・「特別支援教育のためのブリーフセラピー」

（10月）（学部教員参加４人）
・「学校と福祉施設の連携－自閉症児への支

援をとおして－」（12月）（学部教員参加
７人）

・「自閉症児の対人認知の特徴とコミュニケ
ーション」（12月）（学部教員参加５人）

○学校運営の改善に関する具体
的方策

弘前大学弘前大学弘前大学弘前大学
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【212】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
附属小学校・中学校・養護学校 Ⅲ ○平成16年度から，「附属ユニバーサル・スク ○附属学校の子どもたちを対
・幼稚園の境界を越えた教育方 ール運営委員会（4校園の校長，副校長，事 象として，連携プログラム
法の見直しを進める。 務で構成）」が中心となり，「附属ユニバー を軸とする教育方法の可能

サル・スクール会議（学部長，副学部長，基 性について検討する。
本構想会議議長，事務長）」と随時相談し，
学部基本構想会議の構成メンバーとして附属
校園の要望，意見を反映し，教授会で活動報
告をする体制になった。また，附属ユニバー
サル・スクール構想の具現化のための組織と
して推進チーム（４校園教頭，教務主任）を
つくり，連携を図りながら具体的な計画案を
作成することにした。

○附属ユニバーサル・スクール構想にもとづ
き，次のような実践に取り組んだ。
・「附属学校園フェスティバル」を開催し，
附属学校の園児，児童，生徒らが一同に会
して，合奏やダンス，手話を取り入れた歌
などを通して交流した。

・「附属幼稚園クリスマス会への附属養護学
校小学部の参加」「附属中学校・養護学校
・幼稚園合同演奏鑑賞会」「附属幼稚園年
長組と附属小学校１年生の交流」「附属小
学校学習発表会への附属養護学校，幼稚園
の参加」「附属中学校・幼稚園合同避難訓
練」等の交流の場面を作った。

・附属学校で連携した特別支援教育推進の取
組として，各校園選出の特別支援教育コー
ディネーターによる会議を開催した。特別
支援教育に対する教員の理解を深めるた
め，附属小学校・幼稚園と附属中学校にお
いて，第１回校内研修会を開催した。

・附属学校へのスクールカウンセラーの配置
を依頼し，18年度から週１回保健管理セン
ターの先生による学園町（附属中学校の談
話室）への来校が実現した。

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【212】 【212】
○附属ユニバーサル・スクール構想推進 ○附属ユニバーサル・スクール構想にもとづ
チームを中心に，その構想の具体的な き，次のような実践に取り組んだ。
企画・実践の推進に取り組む。 ・小学校との連携を強め，「なだらかな接続」

のために，附小１年生と年長クラスとの交
流を深めた。例えば，小１の生活科の時間
に近くの公園に季節毎に行き，自然の散策
等を行った。

・幼稚園と特別支援学校小学部とで人形劇を
一緒に鑑賞した。

・附中祭の合唱の優勝学級が附属小学校へ行
って全校生徒の前で合唱曲を披露した。

・平成18年度に引き続き，第３回附属学校園
フェスティバルを11月10日に開催した。

○地域との連携活動の状況
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・附属幼稚園：青森市立中学校２年15人を職
場体験として受け入れた。

・附属幼稚園：子育て支援事業として幼稚園
開放デーを設け，未就園児保育体験や子育
て相談会を実施した。また，随時見学，保
育体験を行っている。子育て講演会や行事
には，未就園児保護者にも案内し，広く参
加している。

・附属小学校：教員志望の弘前南高校生を受
け入れ，教材研究を本校教員とともに行い，
模擬授業体験学習を実施した。

・附属小学校：栄養教諭を配置し，食育活動
を通して研究を進め，学校における食育の
あり方を提言した。平成20年度は近隣の大
学・短期大学の栄養教諭教育実習を受け入
れることとした。

【213】 （（（（平成平成平成平成16161616～～～～18181818年度年度年度年度のののの実施状況概略実施状況概略実施状況概略実施状況概略））））
地域に対する先導的実験校とし Ⅳ ○先導的実験校としての取組として次の例があ ○引き続き，地域の小学校等
て，先進的な研究を進める。ま げられる。 に在籍するLD，ADHD，広汎
た，附属養護学校において特別 ・平成16年度から17年度にかけて，ITを活用 性発達障害児等に関し，教
支援を必要とする地域の児童生 した附属学校と教育学部との連携による教 育相談や巡回相談等を実施
徒などへの対応を進める。 育実践研究推進のための試行実験を，附属 する。

中学校にネットワークカメラ及び音響シス ○引き続き，地域の小・中学
テム等を配備し，授業風景の観察，討論。 校等の教員，保護者のため
意見交換等による授業実践研究や諸活動の に研修会等を公開し，開催
連携推進を図った。また，その問題点等を する。
検討した。 ○特別支援教育コーディネー

・平成17年度から，附属４校園全てで二期制 ターが中心となって，特別
を導入した。附属学校間での行事等を含め 支援教育の充実を目指す。
た教育活動の円滑化は図られたが，公立学
校ではあまり導入されていない。

・幼小連携計画に基づき，附属幼稚園教諭２
人が附属小学校での授業を年２回実施し
た。幼小の教諭が連携して，指導案の検討
と教材研究を行い，授業の前後に協議を行
った。

○附属養護学校において，地域の特別支援教育
のセンター的役割を果たし，LD，ADHD，広汎
性発達障害の子どもの早期発見や教育的対応
についての支援を行うための相談体制とし
て，教育学部特別支援教育センター主催の教
育相談，及び校務分掌に「地域支援部」を新
設し学校独自の教育相談としての「げんき支
援教室」を強化した。

○教育学部特別支援教育センター主催の相談活
動実績
・平成17年度は前期７人，後期８人の児童を

対象に，それぞれ10回程度の教育相談を実
施した。また，実施後に対象児の保護者や
在籍校の担任等へ指導経過等を報告した。

・平成18年度は，前期6人，後期8人を対象に
教育相談を実施した。近隣の県立聾・養護
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学校や幼稚園の教諭も参画した。
・平成18年度は地域の聾・養護学校に在籍し

ない軽度発達障害児の指導方法を学ぶ機会
を提供した。

○「げんき支援教室」における相談活動実績
・平成17年度は幼児９人，小学生５人，中学
生３人を対象に，子どもの観察と指導者へ
の助言，進路等の情報提供など，延べ120
回の相談活動を実施した。

・平成18年度は，幼児・児童・生徒34人を対
象に継続的教育相談活動を行った。また，
地域の小・中学校等を巡回しての教育相談
を27件実施した。

○附属養護学校公開研修会の開催状況
（平成17年度）

・「元気！健康な生活・丈夫なからだを作る
生活習慣の形成」（参加41人，学部教員参
加2人）

・｢調べる！客観的指標をもとにしたアセス
メント｣（参加48人，学部教員参加1人）

・｢できる！生活場面に応じた適応行動の形
成｣（参加46人，学部教員参加1人）

・｢特別支援教育のための心理アセスメント
研修会｣（参加57人，学部教員参加2人）

（平成18年度）
・｢発達が気になる子どもの家庭療育支援｣

（参加171人，学部教員参加3人）
・「障害者自立支援法の現状と今後の課題」

（参加69人，学部教員参加2人）
・「子どもの気になる行動の捉え方とその援

助」（参加65人，学部教員参加3人）
・｢心理アセスメントの実施と解釈，指導仮
説の立案｣（参加58人，学部教員参加2人）

・「子どもの身体的不器用さとその援助」（参
加62人，学部教員参加2人）

（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度のののの実施状況実施状況実施状況実施状況））））
【213-1】 【213-1】
○附属特別支援学校では，特別支援教育 ○地域における高まる特別支援の教育的ニーズ

のセンター的機能を発揮し，地域の小 に応えるため，地域支援部支援部教員６人に
学校等に在籍するLD，ADHD，広汎性発 協力教員５人を加え，水曜日の午後の時間帯
達障害に関する教育相談や巡回相談等 に研究活動と並行して行うなど，新たな校内
を継続的に実施する。 体制で教育相談・巡回相談に取り組んだ。

○教育相談の実施状況
・対象児31人（幼児10人，小学生18人，中学
生３人）

・相談延べ回数148回
○巡回相談の実施状況

・巡回先19箇所（幼・保７箇所，小学校11箇
所，中学校1箇所）

【213-2】 【213-2】
○附属特別支援学校と教育学部附属特別 ○附属特別支援学校と特別支援教育センターと

弘前大学弘前大学弘前大学弘前大学
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支援教育相談センターが連携し，特別 共催し，公開研修会を開催した。また，連携
支援教育に関する公開研修会等を開催 して特別支援教育センター主催の公開講座を
する。 実施した。

○附属特別支援学校公開研修会の開催状況
・「学校や家庭で子どもが分かって動ける支

援ツール」（7月）（参加95人，学部教員参
加 2人）

・「特別支援教育のためのブリーフセラピー」
（10月）（参加85人，学部教員参加 4人）

・「学校と福祉施設の連携－自閉症児への支
援をとおして－」（12月）（参加93人，学
部教員参加7人）

・「自閉症児の対人認知の特徴とコミュニケ
ーション」（12月）（参加119人，学部教員
参加５人）

【213-3】 【213-3】
○附属校園では，特別支援教育の充実を ○附属幼稚園では，特別支援コーディネーター

図るため，特別支援教育コーディネー を中心とし，特別支援学校の担当と連携をと
ターを中心に連携しながら支援体制の りつつ，保護者への教育相談や，職員の支援
構築を目指す。 体制の研修を行った。

○平成18年度から各校園に特別支援教育コーデ
ィネーターを置いている。
コーディネーター会議を開催し，各校園の取
組状況と今後の取組について協議したほか附
属小学校（幼稚園を含む）では，附属特別支
援学校教員が講師となり校内研修会（個別ケ
ース相談）を実施した。

ウェイト小計
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項

○○○○教育研究等教育研究等教育研究等教育研究等のののの質質質質のののの向上向上向上向上のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成19191919事業年度事業年度事業年度事業年度））））
また，学生・教職員の芸術活動の奨励を目的に，「弘前大学芸術祭」を創

１１１１ 教育方法等教育方法等教育方法等教育方法等のののの改善改善改善改善 設し，参加した５団体に対して，経費助成の支援を行った。
（１）一般教養教育の指導方法改善のための組織的取組状況

基礎ゼミナールにおいて，学生の発表力・質問力の向上を図るよう，学期始 ３３３３ 研究活動研究活動研究活動研究活動のののの推進推進推進推進
めに授業担当教員に要請した結果，学生の発表力・質問力等総合的言語力の向 （１）研究活動の推進のための有効な法人内資源配分等の取組状況
上が図られた。 平成19年度，他大学にない本学独自の研究や地域の特色あるニーズにあっ

「単位の実質化の方策」をテーマに，１泊２日のFDワークショップを，採用 た研究で本学の広告塔となりうる研究に対し「弘前大学機関研究」を設定し，
から５年未満の新任教員も対象に実施した。 戦略的経費において，研究・産学連携担当理事分50,000千円を確保した。

（２）学部教育や大学院教育の指導方法改善のための組織的取組状況 学内公募選考の結果，今後機関研究への発展が期待できるものなど，以下
「学生による授業評価アンケート」の結果を，各学部長等を通して教員へ通 に分類し予算の重点配分を行った。

知し，改善が必要な教員には，授業参観や改善要請などの適切な指導を行った。 ①学長指定重点研究２件10,000千円，②学長指定緊急重点研究２件3,500千
また，卒業生及び企業等に対するアンケートを実施し，集計結果を各学部等に 円，③地域連携１件 2,000千円
提供し，各学部等では教育に関する現況分析に活用した。 （２）優れた研究者への支援

カナダのダルハウジー大学で開催されたティーチング・ポートフォリオ研修 平成19年度に実施した教員業績評価では，高い評価を受けた教員に対して，
会に教員を派遣し，帰国後には，報告会を開催し，ティーチング・ポートフォ 平成20年度予算の基盤研究経費でのインセンティブ配分や，国内外への派遣
リオの活用と充実を図った。 研究の機会を与える制度（平成20年度実施）による支援を行うこととした。

また，全教員に対して，「教育活動自己評価申告記録」の作成を依頼し，「授 また，「弘前大学表彰」では，研究活動において顕著な功績があった教員
業に臨む姿勢」，「教育活動自己評価」，「授業改善のための教育に関する研修」 を表彰した。
の項目について提出を求め，その結果を大学ウェブサイトで「教育者総覧（弘 （３）若手教員，女性教員等に対する支援のための組織的取組
前大学版ティーチング・ポートフォリオ）」として公開した。 弘前大学大学院（博士課程等）修了者を対象とし，採択期間（最長３年）

（３）学部学生や大学院学生の成績評価方法等の改善のための組織的取組 を付して奨励金を支給し，研究に専念させる「弘前大学特別研究員」制度を
学部・大学院において，きめ細かで適正な評価により学習意欲の向上に資す 立ち上げ，公募を開始した。

るため，平成19年度入学者から，秀，優，良，可，不可の５段階評価を導入し （４）研究活動の推進のための有効な組織編成の状況
た。 研究・産学連携委員会を18年度以前の不定期開催から月１回の定例開催と

し，研究推進戦略の着実な具現化のため検討のスピードアップを図った。
２２２２ 学生支援学生支援学生支援学生支援のののの充実充実充実充実 （５）研究支援体制の充実のための組織的取組状況
（１）学生に対する学習・履修・生活指導の充実や学生支援体制の改善のための組 平成19年10月に機器分析センター機器設置室（理工学研究科２号館１階）

織的取組状況 を一部改修し，平成19年11月から多目的解析対応型質量分析システムをはじ
平成17年度に作成した「学生指導の手引き」について，精神的な学生相談を めとする保有機器の集中管理を開始した。これにより機器分析センターを核

含む学生支援体制を盛り込んだ内容とし，新たに「教員のための学生指導・学 とした大型機器の全学的管理，運営体制の拡大と充実が図られた。
生支援の手引き」として作り直し，全教員に配付した。

（２）キャリア教育、就職支援の充実のための組織的取組状況 ４４４４ 社会連携社会連携社会連携社会連携・・・・地域貢献地域貢献地域貢献地域貢献のののの推進推進推進推進
キャリア教育に関する授業科目の単位修得者を対象に，東京企業見学会を実 （１）社会連携・地域貢献に関する取組状況

施するとともに，本学東京同窓会にも出席し，本学出身の企業人等と懇談する 自治体との連携協定に続き，平成19年度は青森市，青森銀行，みちのく銀
ことで職業観を学ぶ機会とした。 行，さらにサンスター(株)との協定を締結し，共同研究の実施や産学官連携
後輩の就職活動を支援するため，OB及びOGによるアドバイス体制を継続して に係る体制作りにおける協力を図った。

実施した。 本学を含む弘前市内の６つの高等教育機関により「学園都市ひろさき高等
（３）課外活動の支援等，学生の厚生補導のための組織的取組状況 教育機関コンソーシアム」を設置し，大学間の連携を進めることとした。

学生・教職員が参加する大学祭として「総合文化祭」を開催し，地域住民約 また，八戸サテライト（平成14年度設置）の更なる利活用促進のため，八
5,000人の参加者があった。 戸市の中心市街地へ移転した。

学生及び教職員で組織する課外活動連絡協議会を主体に，課外活動サークル
の学生リーダー研修会を継続して実施した。
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生涯学習の取組では，(株)JTBとの共同主催，青森県・弘前市の後援により， ○○○○附属病院附属病院附属病院附属病院についてについてについてについて
交流型教育事業「シニアサマーカレッジ」を実施したほか，青森県との共同主
催及び弘前市・弘前商工会議所・弘前観光コンベンション協会の後援により， １．特記事項
あおもりツーリズム人づくり大学「はやて」を開講した。

生涯学習教育研究センターを中心に，地域のピアノ指導者向け公開講座や， （（（（１１１１））））平成平成平成平成16161616～～～～18181818事業年度事業年度事業年度事業年度
テレビ会議システムによるネット講演会等様々な公開講座・講演会を開催し ①①①① 一般一般一般一般のののの病院病院病院病院とはとはとはとは異異異異なるなるなるなる大学病院固有大学病院固有大学病院固有大学病院固有のののの意義意義意義意義・・・・役割役割役割役割をををを含含含含めめめめ，，，，教育教育教育教育・・・・研究研究研究研究・・・・診療診療診療診療
た。 のののの質向上質向上質向上質向上やややや個性個性個性個性のののの伸長伸長伸長伸長，，，，地域連携地域連携地域連携地域連携やややや社会貢献社会貢献社会貢献社会貢献のののの強化強化強化強化，，，，運営運営運営運営のののの活性化等活性化等活性化等活性化等をををを目指目指目指目指しししし

（２）産学連携に関する取組状況 たたたた特色特色特色特色あるあるあるある取組取組取組取組
都市エリア産学官連携促進事業（文部科学省）の中核機関を受託し，研究経 青森県内唯一の特定機能病院として，がん診療等の高度な医療の提供と先

費の管理・事業の企画立案・進捗管理等を行った。 進医療の開発に努めた。また，地域医療を担う医師養成するため，クリニカ
県内の産業振興を図るため創設した「弘大GOGOファンド」により，平成19年 ル・クラークシップを充実し，「地域医療型クリニカル・クラークシップ教

度は農学生命科学部教員とケイ・エイム・ナチュラル(株)との共同研究への支 育」が平成18年度「現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代GP）に選定
援を行った。 された。

また，共同研究の相手先として，企業のみならず東京都江戸川区や青森市等， 地域医療ネットワークの取組では，CT画像の遠隔診断の他，「青森へき地
自治体との共同研究も実施した。 医療クリニカル・フェローシップ（医療人GP）」において遠隔診療データ通

信システムを設置し，症例カンファレンス等に利用した。
５５５５ 国際交流等国際交流等国際交流等国際交流等のののの推進推進推進推進 また，青森県内唯一の第３次被ばく医療機関として，県の要請を受けて「青

日本語教育，国際交流科目の立案・実施，交流協定の企画・運営，留学生への 森県原子力防災訓練」に参加したほか，県内医療機関の医師及び看護師のレ
生活支援のほか，国際的な学術環境により即した教育研究施設としての機能を拡 ベル向上を図るため，「緊急被ばく医療講座」を実施した。
充するため，平成19年４月に留学生センターを「国際交流センター」に改組した。
国際交流科目の一部を，教養教育（21世紀教育）科目として読み替えることと ②②②② 特特特特にににに，，，，社会的社会的社会的社会的・・・・地域的地域的地域的地域的ななななニーズニーズニーズニーズやややや重要重要重要重要かつかつかつかつ喫緊喫緊喫緊喫緊のののの政策課題等政策課題等政策課題等政策課題等へのへのへのへの対応対応対応対応としてとしてとしてとして

し，日本人学生と留学生が一緒に学ぶ機会を増加させた。 顕著顕著顕著顕著なななな取組取組取組取組
先進医療（旧高度先進医療）の推進では，新たに「超音波骨折治療法」，「内

視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術（ミニマム創内視鏡下手術）」を申請し承認さ
れた。なお，平成16・17年度の「内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術」の実施件
数は，全国一である。
厚生労働省の「地域がん診療連携拠点病院」の指定を受けるため，①腫瘍

センターの設置，②がん登録，③緩和ケアチームの設置，④がん診療相談支
援センターの設置等を行い，平成19年１月31日に指定を受けた。

③③③③ 大学病院大学病院大学病院大学病院にににに関連関連関連関連するするするする制度改正等制度改正等制度改正等制度改正等のののの動向動向動向動向やそのやそのやそのやその影響影響影響影響，，，，或或或或いはいはいはいは各各各各々々々々のののの地域地域地域地域におけにおけにおけにおけ
るるるる大学病院大学病院大学病院大学病院のののの位置位置位置位置づけやづけやづけやづけや期待期待期待期待されるされるされるされる役割役割役割役割などをなどをなどをなどを，，，，病院病院病院病院のののの置置置置かれているかれているかれているかれている状況状況状況状況やややや条条条条
件等件等件等件等をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた，，，，運営運営運営運営やややや教育研究診療活動教育研究診療活動教育研究診療活動教育研究診療活動をををを円滑円滑円滑円滑にににに進進進進めるためのめるためのめるためのめるための様様様様々々々々なななな工夫工夫工夫工夫やややや
努力努力努力努力のののの状況状況状況状況

新医師臨床研修制度に対応するため，平成16年度に卒後臨床研修センター
を設置した。また，地域医療機関での研修を含む研修プログラムを整備し，
「ベスト研修医賞」の創設並びに「CPC」，「研修医のためのプライマリ・ケ
ア・セミナー」及び「地域医療教育講演会」の開催等，充実を図った。

また，専門医養成のため，後期臨床研修プログラムの充実を図り，各診療
科の専門分野に対応した専門医養成プログラムの他，内科系・外科系の診療
科横断型のプログラムを作成した。他に，各診療科では，専門医試験に対応
した実習，研修等プログラムの充実を図った。
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組織面では，平成17年度に「神経内科」を設置，平成18年度に「地域連携室」 社会貢献の強化として，平成19年７月16日に発生した中越沖地震に際し，
及び「医療支援センター」の設置並びに「栄養管理部」の改組を行い，診療体 直ちに災害派遣チーム「DMAT」を派遣し，被災地救護所での診療と巡回診療
制の整備に努めた。また，平成18年度から「医療安全推進室」及び「感染制御 を行った。
センター」を病院長直属の組織に改編し，医療事故防止体制を強化した。 また，10月16日本院と日本原燃（株）の間で，「放射性物質による汚染を

この他に，入院費DPCへの対応や，大学院への社会人入学を推進し，高度医 伴う傷病者の診療に関する覚書」を締結したほか，平成16年12月１日から県
療の担い手の養成，円滑な治験等の実施により，外部資金の導入を図った。 内各消防署所属の救急救命士の気管挿管に係わる実習生の受入を開始し，救

急救命士48人の実習を修了した。
④④④④ そのそのそのその他他他他，，，，大学病院大学病院大学病院大学病院をををを取取取取りりりり巻巻巻巻くくくく諸事情諸事情諸事情諸事情（（（（当該大学固有当該大学固有当該大学固有当該大学固有のののの問題問題問題問題））））へのへのへのへの対応状況等対応状況等対応状況等対応状況等，，，，

当該項目当該項目当該項目当該項目にににに関関関関するするするする平成平成平成平成16161616～～～～18181818事業年度事業年度事業年度事業年度のののの状況状況状況状況 ②②②② 特特特特にににに，，，，社会的社会的社会的社会的・・・・地域的地域的地域的地域的ななななニーズニーズニーズニーズやややや重要重要重要重要かつかつかつかつ喫緊喫緊喫緊喫緊のののの政策課題等政策課題等政策課題等政策課題等へのへのへのへの対応対応対応対応としてとしてとしてとして
・卒後臨床研修の実施に伴う研修医の確保 顕著顕著顕著顕著なななな取組取組取組取組

上記③に前述のとおり，臨床研修センターを開設し，研修環境及び研修プロ 腫瘍内科を設置したほか，急務である津軽地域の救急医療体制整備のため，
グラムの充実に努めた。 高度救命救急センターの設置に向け検討を始めた。
特に，研修医の臨床研修の選択肢を広げるべく，研修プログラムの充実を図 「眼底三次元画像解析」が先進医療として承認された（平成19年度実績166

り，マッチング率の緩やかな上昇を維持し続けている。卒業生のほぼ約40％は， 件）。
県内研修医として大学病院，協力病院に勤務している。 「地域がん診療連携拠点病院」として，地域医療機関へのがん診療に係る

・運営費交付金，効率化係数への対応 医療情報の提供や相談支援の充実等，地域医療機関との連携強化に取り組ん
運営費交付金の減額や経営改善係数の負荷により，病院経営に深刻な事態を だほか，開かれた病院として「セカンドオピニオン外来」の開設について検

招き，教育・研究から診療重視へと対応しなければならない状況となっている。 討を開始した。
・人件費５年５％削減への対応 地域住民への生涯教育の一環として，「第１回弘大病院がん診療市民公開

医師の新採用の抑制，昇進の見直しや，コ・メディカル，事務職員の再編で 講座」の開催，小冊子「弘大病院 がん診療の特徴と実績」の作成と配布，
対応した。一方では診療内容の高度化に伴い，看護師の増員，メディカルエン 陸奥新報で「ひろだい附属病院ガイド」の連載（35回連載）を行い診療内容
ジニア部門の強化など，人事面での対応に苦慮した。 の周知・啓発に努めた。

③③③③ 大学病院大学病院大学病院大学病院にににに関連関連関連関連するするするする制度改正等制度改正等制度改正等制度改正等のののの動向動向動向動向やそのやそのやそのやその影響影響影響影響，，，，或或或或いはいはいはいは各各各各々々々々のののの地域地域地域地域におけにおけにおけにおけ
（（（（２２２２））））平成平成平成平成19191919事業年度事業年度事業年度事業年度 るるるる大学病院大学病院大学病院大学病院のののの位置位置位置位置づけやづけやづけやづけや期待期待期待期待されるされるされるされる役割役割役割役割などをなどをなどをなどを，，，，病院病院病院病院のののの置置置置かれているかれているかれているかれている状況状況状況状況やややや条条条条
①①①① 一般一般一般一般のののの病院病院病院病院とはとはとはとは異異異異なるなるなるなる大学病院固有大学病院固有大学病院固有大学病院固有のののの意義意義意義意義・・・・役割役割役割役割をををを含含含含めめめめ，，，，教育教育教育教育・・・・研究研究研究研究・・・・診療診療診療診療のののの 件等件等件等件等をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた，，，，運営運営運営運営やややや教育研究診療活動教育研究診療活動教育研究診療活動教育研究診療活動をををを円滑円滑円滑円滑にににに進進進進めるためのめるためのめるためのめるための様様様様々々々々なななな工夫工夫工夫工夫やややや

質向上質向上質向上質向上やややや個性個性個性個性のののの伸長伸長伸長伸長，，，，地域連携地域連携地域連携地域連携やややや社会貢献社会貢献社会貢献社会貢献のののの強化強化強化強化，，，，運営運営運営運営のののの活性化等活性化等活性化等活性化等をををを目指目指目指目指したしたしたした特 努力特 努力特 努力特 努力のののの状況状況状況状況
色色色色あるあるあるある取組取組取組取組 研修医の多様なニーズに対応するため，メンター制度の導入や新規プログ

卒後臨床研修協力施設として，新たにへき地診療研修を担当する大間病院， ラムの追加など，卒後臨床研修プログラムの充実を図った。
外ヶ浜中央病院，六ヶ所村国民健康保険尾駮診療所を加え，66医療機関となり， 副病院長を総務担当と経営担当の２人体制とし，病院長支援体制の強化を
地域医療研修の充実を図った。 図った。また，更なる経営の効率化と経営改善を図るため，外部の「医業経

研修プログラムの充実では，１年次及び２年次６ヶ月を大学病院で研修し， 営コンサルタント」を導入し，「診療報酬対策特別委員会」を設置した。
２年次の選択期間のうち６ヶ月を学外の研修協力病院で行う研修プログラム 「医療安全推進室」に専任医師（准教授）１人を配置した。さらに，院内
「プログラムＤ」を充実させた。 暴力対応マニュアルの作成と医療安全推進マニュアルの刷新を行い，医療事

他に，各診療科の専門分野に対応した専門医養成プログラムの他，内科系・ 故防止体制の更なる充実を図った。
外科系の診療科横断型の研修システム及びプログラムを作成。内科系では認定 平成18年４月施行の診療報酬改定による新たな看護配置基準（７：１）を
内科医コースを，外科系では外科専門医コースによる診療科横断の研修コース 受け，特定機能病院の維持，高度医療への看護の充実及び看護師労働条件緩
を設定した。 和を目的に看護師の増員募集を行い，その結果，87人の採用を得て，平成19

年度から７：１看護体制を開始した。
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④④④④ そのそのそのその他他他他，，，，大学病院大学病院大学病院大学病院をををを取取取取りりりり巻巻巻巻くくくく諸事情諸事情諸事情諸事情（（（（当該大学固有当該大学固有当該大学固有当該大学固有のののの問題問題問題問題））））へのへのへのへの対応状況等対応状況等対応状況等対応状況等，，，， 平成17年度に「神経内科」を設置，平成18年度に「医療支援センタ」ーの
当該項目当該項目当該項目当該項目にににに関関関関するするするする平成平成平成平成19191919事業年度事業年度事業年度事業年度のののの状況状況状況状況 設置並びに「栄養管理部」の改組を行い，診療体制の整備に努めた。

新外来診療棟の開設に際し，研修医の増員を図るため研修医室の整備充実を 平成18年度から「医療安全推進室」及び「感染制御センター」を病院長直
図った。 属の組織に改編し，医療事故防止体制を強化したほか，医療安全推進マニュ

子育て中の女性医師，看護師等コメディカル職員の支援のため，学内保育園 アルを刷新するとともに，リスクマネジメントに関する研修・講演会を全職
の病院内設置へ向けて整備計画を進めた。 員を対象に実施し，医療事故防止に備えた。
初期研修医の大学院入学を奨励し，研修と共に研究も出来うる環境を整備し 患者サービス面では，患者からの直接嗜好調査，患者満足度調査，食事に

た。 関するアンケート調査，患者投書箱等により患者からの声を汲み上げる取組
を行い，患者サービスの向上に努めた。

２．共通事項に係る取組状況 （（（（３３３３））））継続的継続的継続的継続的・・・・安定的安定的安定的安定的なななな病院運営病院運営病院運営病院運営のためにのためにのためにのために必要必要必要必要なななな取組取組取組取組。。。。（（（（運営面運営面運営面運営面のののの観点観点観点観点））））
平成16年度に外部構成委員４人を含む「経営戦略会議」を設置し，平成17

【【【【平成平成平成平成16161616～～～～18181818事業年度事業年度事業年度事業年度】】】】 年度に事務部に病院長直轄の「経営企画室」を設置，平成18年度には病院長
（（（（１１１１））））質質質質のののの高高高高いいいい医療人育成医療人育成医療人育成医療人育成やややや臨床研究臨床研究臨床研究臨床研究のののの推進等推進等推進等推進等，，，，教育教育教育教育・・・・研究機能研究機能研究機能研究機能のののの向上向上向上向上のためにのためにのためにのために必必必必 の専任制を実施し，病院長の強力なリーダーシップのもと，経営の分析及び

要要要要なななな取組取組取組取組。。。。（（（（教育教育教育教育・・・・研究面研究面研究面研究面のののの観点観点観点観点）））） 経営の効率化を図る機能が強化した。さらに，病院長が学長特別補佐として
「地域医療型クリニカル・クラークシップ教育」が平成18年度「現代的教育 役員会に陪席することで大学法人全体としての共通認識を得た。

ニーズ取組支援プログラム（現代GP）に選定された。 SPDシステムの導入，後発薬品の導入及び医薬品の値引率拡大等，経費の節
先進医療（旧高度先進医療）として，新たに「超音波骨折治療法」及び「内 減を図った。

視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術」が承認を受けた。「内視鏡下小切開泌尿器腫瘍
手術」の手術件数は，平成16・17年度は全国一の実績であった。

医師及びコ・メディカル職員の専門性向上を図るため，①救急医療チー 【【【【平成平成平成平成19191919事業年度事業年度事業年度事業年度】】】】
ム研修の策定・実施，②がん専門薬剤師の養成，③青森県フライトナース （（（（１１１１））））質質質質のののの高高高高いいいい医療人育成医療人育成医療人育成医療人育成やややや臨床研究臨床研究臨床研究臨床研究のののの推進等推進等推進等推進等，，，，教育教育教育教育・・・・研究機能研究機能研究機能研究機能のののの向上向上向上向上のためにのためにのためにのために
養成事業等への参画，④津軽地区治験ネットワークによるCRCの養成等を行っ 必要必要必要必要なななな取組取組取組取組。。。。（（（（教育教育教育教育・・・・研究面研究面研究面研究面のののの観点観点観点観点））））
た。また，青森県内唯一の第３次被ばく医療機関として，県の要請を受け クリニカル・クラークシップにおいて，４週間の地域医療実習を義務化し，
て「青森県原子力防災訓練」に参加したほか，「緊急被ばく医療講座」を開 地域に根ざした医師の養成機能強化を図った。また，研修医の多様なニーズ
催した。 に対応するため，平成20年度からメンター制度の導入や新規プログラムの追

平成17年度，医学部附属高度先進医学研究センター，移植医療研究セン 加を行うこととし，卒後臨床研修プログラムの充実を図った。
ター，循環器病研究センター及びがん診療・研究センターを設置し，基礎 臨床研究の推進の観点からは，先進医療として新たに「眼底三次元画像解
医学と共に臨床研究を推進するための体制を整えた。移植医療研究センター 析」が承認された。小児科では，「NEMO遺伝子異常による先天性免疫不全症
において，診療科の枠組みを超え，泌尿器科医，腎臓内科医及び外科医からな の患児に対する造血幹細胞移植」に世界で初めて成功した。
る「腎移植チーム」並びにチームに看護スタッフ，薬剤師及び病理医を加えた 「消化器外科・乳腺外科・甲状腺外科」では，北東北の中心的な肝移植施
「腎移植ユニット」を立ち上げ，平成18年度４件の生体腎移植を成功させた。 設として，生体肝移植を平成19年度は４例実施し，いずれも成功した。

卒後臨床研修協力施設として，新たに大間病院，外ヶ浜中央病院，六ヶ所
（（（（２２２２））））質質質質のののの高高高高いいいい医療医療医療医療のののの提供提供提供提供のためにのためにのためにのために必要必要必要必要なななな取組取組取組取組。。。。（（（（診療面診療面診療面診療面のののの観点観点観点観点）））） 村国民健康保険尾駮診療所を加え，66医療機関となり，地域医療研修の充実

平成19年１月31日に厚生労働省の「地域がん診療連携拠点病院」の指定を受 を図った。
け，①腫瘍センター設置，②がん登録，③緩和ケアチームの設置，④がん診療 移植医療研究センターでは，生体腎移植を３件実施したほか，青森県では
相談支援センター設置等，がん診療における院内設備の充実を図った。 ２例目となる脳死腎移植を鷹揚郷腎研究所弘前病院と合同移植チームを構成
病病・病診連携を推進するため，平成18年度に「地域連携室」を設置し，患 し実施した。

者の退院，他医療機関等の紹介など，地域医療機関との連携を図った。また， また，平成19年度までに臓器移植ネットワーク施設認定の基準を満たした
新たにメディカルソーシャルワーカー１人を配置し，医療相談等に対するきめ ことに伴い，平成20年度承認へ向け申請手続きを行った。
細かな対応が可能になった。
平成17年度には，ISO9001の認証を取得した。
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（（（（２２２２））））質質質質のののの高高高高いいいい医療医療医療医療のののの提供提供提供提供のためにのためにのためにのために必要必要必要必要なななな取組取組取組取組。。。。（（（（診療面診療面診療面診療面のののの観点観点観点観点））））
平成18年４月施行の診療報酬改定による新たな看護配置基準（７：１）を受 【【【【平成平成平成平成19191919事業年度事業年度事業年度事業年度】】】】

け，特定機能病院の維持，高度医療への看護の充実及び看護師労働条件緩和を （１）附属学校における教育実習充実の取組
目的に看護師の増員募集を行い，その結果，87人の採用を得て，平成19年度か 教員養成カリキュラムの充実のために，２年次学生を対象とする学校生活
ら７：１看護体制を開始した。 体験実習（選択）の改善に取り組み，学部教員が附属学校で指導する体制と
腫瘍内科及び病歴部の設置，臨床テクノロジーセンターのMEセンターへの名 した。例えば，附属中学校では，授業と行事の練習場面を参観した後で，学

称変更，栄養サポートチームの稼働等，診療体制の更なる充実を図った。 部教員の指導の下でグループ討議を行ったこと，附中祭を参観したことなど，
新外来診療棟診療開始（平成20年１月）に併せて「ブロック受付」，「カル 新たな試みを始めた。

テ一元化・一括管理」を導入した。 （２）附属特別支援学校における特別支援教育のセンター的機能充実の取組
「医療安全推進室」に専任医師（准教授）１人を配置した。さらに，院内暴 地域における高まる特別支援の教育的ニーズに応えるため支援体制を整え，

力対応マニュアルの作成と医療安全推進マニュアルの刷新を行い，医療事故防 地域の教育相談・巡回相談，附属学校への支援に取り組んだ。また，引き続
止体制の更なる充実を図った。 き特別支援教育センターと共催の公開研修会を開催し，教育実践協同研究会

全体研究集会でも特別支援教育をテーマに取り組んだ。
（（（（３３３３））））継続的継続的継続的継続的・・・・安定的安定的安定的安定的なななな病院運営病院運営病院運営病院運営のためにのためにのためにのために必要必要必要必要なななな取組取組取組取組。。。。（（（（運営面運営面運営面運営面のののの観点観点観点観点））））

副病院長を総務担当と経営担当の２人体制とし，病院長支援体制の強化を図
った。また，更なる経営の効率化と経営改善を図るため，外部の「医業経営コ
ンサルタント」を導入し，「診療報酬対策特別委員会」を設置した。

○○○○附属学校附属学校附属学校附属学校についてについてについてについて

【【【【平成平成平成平成16161616～～～～18181818事業年度事業年度事業年度事業年度】】】】
（１）附属学校と教育学部の全教員が参加する組織による教育研究活動の取組

附属学校と学部の全教員による教育実践協研究会を定例化し，その一環とし
て定例研究会，全体研究集会を実施してきた。また，各研究会の連携のもとで，
附属学校園の公開研究会に学部教員が共同研究者や授業者として参加したり，
学部教員・大学院学生や学部学生が附属学校園で実証的研究を進めたりした。
これらの研究活動の成果は学部研究紀要「クロースロード」に発表し公表した。

（２）新しい教員養成カリキュラムの一環として附属学校園での Tuesday 実習の取
組

附属学校園で実習する教育実習のうち，３年次学生が集中実習をはさんで履
修する Tuesday 実習（恒常的教育実習）の体制を整備した。４月～12月の火曜
日の午後，学部教員が学生を引率し，附属学校で授業実施，観察を行い，グル
ープ毎に研究協議を行った。附属小学校では，集中実習とTuesday 実習での配
属学級を一致させ，附属中学校では，２年生の選択教科を火曜日の午後に設定
してTuesday実習の場とした。

（３）附属ユニバーサル・スクール構想の取組
４つの附属学校と学部が一体となって子どもたちを育てていく附属学校をめ

ざして附属ユニバーサル・スクール構想を策定し，教員の連携，子どもたちの
交流などに取り組んだ。附属養護学校は，教育学部特別支援教育センターとと
もに，地域の特別支援教育のセンター的役割を果たし，LD，ADHD，広汎性発達
障害の子どもの早期発見や教育的対応についての支援を行うための相談体制を
整備した。
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ⅢⅢⅢⅢ 予算予算予算予算（（（（人件費見積人件費見積人件費見積人件費見積もりをもりをもりをもりを含含含含むむむむ。）。）。）。），，，，収支計画及収支計画及収支計画及収支計画及びびびび資金計画資金計画資金計画資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

ⅣⅣⅣⅣ 短期借入金短期借入金短期借入金短期借入金のののの限度額限度額限度額限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
30億円 30億円 なし

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等

により緊急に必要となる対策費として借り入れ により緊急に必要となる対策費として借り入れ
することも想定される。 することも想定される。

ⅤⅤⅤⅤ 重要財産重要財産重要財産重要財産をををを譲渡譲渡譲渡譲渡しししし，，，，又又又又はははは担保担保担保担保にににに供供供供するするするする計画計画計画計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

・外来診療棟整備に必要となる経費の長期借入れ １ 外来診療棟整備に必要となる経費の長期借入 ・ 外来診療棟整備に必要となる経費の長期借入れに伴い，本学
に伴い，本学病院の敷地並びに建物について， れに伴い，本学病院の敷地並びに建物について， 病院の敷地について，担保に供した。
担保に供する。 担保に供する。

・病院特別医療機械設備の整備に必要となる経費 ２ 再開発（外来診療棟）設備の整備に必要とな ・ 再開発（外来診療棟）設備の整備に必要となる経費の長期借
の長期借入れに伴い，本学病院の敷地並びに建 る経費の長期借入れに伴い，本学病院の敷地並 入れに伴い，本学病院の敷地について，担保に供した。
物について，担保に供する。 びに建物について，担保に供する。

ⅥⅥⅥⅥ 剰余金剰余金剰余金剰余金のののの使途使途使途使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は，教育研 決算において剰余金が発生した場合は，教育研 文部科学大臣の承認を受けた剰余金550,014千円のうち11,090
究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 千円は教育研究の質の向上に充てた。
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ⅦⅦⅦⅦ そ のそ のそ のそ の 他他他他 １１１１ 施設施設施設施設・・・・設備設備設備設備にににに関関関関するするするする計画計画計画計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

・（医病）外来診療 総額 施設整備費補助金 ・（本町）耐震対策 総額 施設整備費補助金 ・（本町）耐震対策 総額 施設整備費補助金

棟 7,489 （ 1,094） 事業（平成18年 5,425 （ 3,331） 事業（平成18年 4,806 ( 2,712）

・小規模改修 船舶建造費補助金 度補正） 長期借入金 度補正） 長期借入金

・多目的心臓血管 （ 0） ・（文京町）耐震対 （ 2,041） ・（文京町）耐震対 （ 2,041）

撮影診断治療シ 長期借入金 策事業（平成18 国立大学財務・経営セン 策事業（平成18 国立大学財務・経営セン

ステム （ 6,395） 年度補正） ター施設費補助金 年度補正） ター施設費補助金

・災害復旧工事 国立大学財務・経営セン ・（学園町他）耐震 （ 53） ・（学園町他）耐震 （ 53）

ター施設費補助金 対策事業（平成 対策事業（平成

（ 0） 18年度補正） 18年度補正）

・（医病）外来診療 ・（医病）外来診療

棟 棟

・再開発（外来診 ・再開発（外来診

療棟）設備 療棟）設備

・小規模改修 ・小規模改修

その他，民間出えん金として（医病）立体駐車場を現物寄付と 注）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施 状況等を勘案

して受入れる予定である。 した施設・設備の整備や，老朽度合い等を勘案した施設・設備の

（注１）金額については見込みであり，中期目標を達成するため 改修等が追加されることもあり得る。

に必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や

老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されるこ

ともある。

（注２）小規模改修について17年度以降は16年度同額として試算

している。

なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費補助

金，国立大学財務・経営センター施設費交付金，長期借入

金については，事業の進展等により所要額の変動が予想さ

れるため，具体的な額については，各事業年度の予算編成

過程等において決定される。

○○○○ 計画計画計画計画のののの実施状況等実施状況等実施状況等実施状況等
（学園町他）耐震対策事業（平成18年度補正）の一部において，設計・届け

出に遅れが生じたことにより，工事完成が次年度になり施設整備費補助金619百
万円を繰り越したため。
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ⅦⅦⅦⅦ そ のそ のそ のそ の 他他他他 ２２２２ 人事人事人事人事にににに関関関関するするするする計画計画計画計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成21年度ま ○総人件費改革の実行計画を踏まえ，概ね１％の人件 ○「(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成
でに概ね４％の人件費の削減を図る。 費の削減を図る。 するための措置」P26,年度計画【26】参照

○教員の任期制は現行のとおり継続し，教員の採用 ○総人件費改革の実行計画を踏まえ策定した教職員配 ○「(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成
は公募を原則として，教員の流動性向上を図る。 置計画に基づき，学長が全学の人員管理を行う。 するための措置」P26,年度計画【27-1】参照

○優れた業績を上げた者が適正に評価されるととも ○教員の業績評価を実施し，高い評価を受けた教員を ○「(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成
に，個々の能力を発揮できるような仕組みが整備 報奨する。 するための措置」P23,年度計画【20】参照
されていくような評価システムを構築する。 ○北東北国立３大学間及び八戸工業高等専門学校等と ○「(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成

○中長期的な人事計画の策定，重点的な教育・研究 の人事交流を行う。 するための措置」P30,年度計画【35】参照
のための全学的な連携により，各学部，各研究施
設・センター等の新規事業展開及び連携強化に必
要な人員を配置する。

○外部資金（競争的研究費等）による新たな任用制
度を構築する。

○教員以外の事務職員等については，専門職能集団
としての機能が発揮できる養成方法及び「社会人
入学によるキャリア・アップ研修」などの研修制
度を構築する。

○教員以外の事務職員等については，大学間等の人
事交流の活性化を図る。
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○○○○ 別表別表別表別表１１１１（（（（学部学部学部学部のののの学科学科学科学科，，，，研究科研究科研究科研究科のののの専攻等専攻等専攻等専攻等のののの定員未充足定員未充足定員未充足定員未充足のののの状況状況状況状況についてについてについてについて））））
学部学部学部学部のののの学科学科学科学科，，，，研究科研究科研究科研究科のののの専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

学部学部学部学部のののの学科学科学科学科，，，，研究科研究科研究科研究科のののの専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 応用社会科学専攻 12 12 100.0

(a) (b) (b)/(a)(a) (b) (b)/(a)(a) (b) (b)/(a)(a) (b) (b)/(a) 100 100 100 100 教育学研究科
(人) (％) 学校教育専攻 12 25 208.3

【学士課程】 (人) 教科教育専攻 66 45 68.2
養護教育専攻 6 6 100.0

人文学部
情報マネジメント課程 126 132 104.8 医学系研究科
社会システム課程 112 164 146.4 保健学専攻 25 35 140.0
人間文化課程 452 480 106.2
現代社会課程 330 341 103.3 保健学研究科
経済経営過程 360 364 101.1 保健学専攻 25 25 100.0

教育学部 理工学研究科
学校教育教員養成課程 580 647 111.6 数理システム科学専攻 20 18 90.0
養護教諭養成課程 100 102 102.0 物質理工学専攻 44 58 131.8
生涯教育課程 280 308 110.0 地球環境学専攻 32 33 103.1

電子情報システム工学専攻 32 26 81.3
医学部 知能機械システム工学専攻 32 53 165.6

医学科 560 575 102.7
保健学科 860 859 99.9 農学生命科学研究科

生物機能科学専攻 24 19 79.2
理工学部 応用生命工学専攻 32 33 103.1

数理システム科学科 80 85 106.3 生物生産科学専攻 32 33 103.1
物質理工学科 160 175 109.4 地域環境科学専攻 32 10 31.3
電子情報システム工学科 120 134 111.7
知能機械システム工学科 120 133 110.8 修士課程 計 446 452 101.3
地球環境学科 236 256 108.5
数理科学科 80 86 107.5 【博士課程】
物理科学科 80 84 105.0
物質創成化学科 92 98 106.5 医学研究科
電子情報工学科 116 122 105.2 医科学専攻 119 85 71.4
知能機械工学科 116 118 101.7
学部共通 20 22 110.0 医学系研究科

医科学専攻 128 70 54.7
農学生命科学部

生物機能科学科 160 166 103.8 保健学研究科
応用生命工学科 200 219 109.5 保健学専攻 9 12 133.3
生物生産科学科 220 233 105.9
地域環境科学科 160 174 108.8 理工学研究科

機能創成科学専攻 12 11 91.7
学士課程 計 5,720 6,077 106.2 安全システム工学専攻 12 13 108.3

【修士課程】 地域社会研究科
地域社会専攻 18 32 177.8

人文社会科学研究科
文化科学専攻 20 21 105.0 博士課程 計 298 223 74.8
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【附属学校】
附属小学校 768 686 89.3
附属中学校 600 592 98.7
附属特別支援学校 60 57 95.0
附属幼稚園 160 106 66.3

注１) 募集停止した課程において，留年により学生が在籍している課程名，及びそ
の収容数は以下のとおり。
教育学部 小学校教員養成課程 １名

中学校教員養成課程 １名

注２) 理工学部の収容定員における「学部共通20名」は，３年次編入定員である。
３年次編入入学者数は各学科の収容数に含んでいる。

○○○○ 計画計画計画計画のののの実施状況等実施状況等実施状況等実施状況等

【定員充足率が90%を満たしてない場合の主な理由】

○教育学研究科（教科教育専攻）：入学定員42人のうち，教科教育専攻が33人と
８割近くを占めた。これは進学希望者に教員志望者や現職教員が多く，その関心
は学校教育専攻関係分野に向けられていることにある。一方，教科教育専攻への
志望者が少ないことに影響している。

○医学系研究科（医科学専攻），医学研究科（医科学専攻）：平成19年度の保健
学研究科（博士後期課程）の設置にあたっては，入学定員９人を保健学研究科博
士後期課程に振替え，定員の適正化に努めた。学生募集についても，第４次募集
まで実施し，入学者の確保を試みたが，46人に留まった。医学部卒業後，臨床研
修を２年間行うことにより，出身県，大都市圏において研修を行い，そのまま医
師として勤務することから，大学に戻る人数は多くない。県内で研修を行ってい
る者や，他大学出身者等にも勧誘を試みていたが，充足率を満たすまでに至らな
かった。

○理工学研究科（電子情報システム工学専攻）：本専攻における４つの専攻分野の
うち，工学系への入学者数に比べ，理学系の入学者数が大幅に落ち込んだことか
ら定員に満たない状況が生じた。

○農学生命科学研究科（生物機能科学専攻）：平成16年度から19年度までの学部
生物機能科学科の進路状況を分析すると，卒業生のうち67人が大学院に進学して
おり，進学率は40％を超えている。一方，進学者の40％は自立志向が高く，他大
学大学院に進学している。このため，本専攻への入学者が少ない状況となってい
る。

○農学生命科学研究科（地球環境科学専攻）：工学系と社会科学系の学科を基礎
としている。工学系は実学教育のため学生に大学院進学より就職による実践志向
が強く，社会科学系は大学院修了者の就職先が少ないなど，いずれも大学院進学
へのインセンティブが弱い。加えて学部学生の就職状況の改善と相まって大学院
進学者が少ない状況となっている。

○附属幼稚園：定員充足率が低い原因としてあげられるのは，第一に少子化によ
る幼児人口の減少である。また，少子化とあわせて，就労婦人人口の増加に伴い，
保育園等や預かり保育の需要は増えている。一方，市内の12の幼稚園のうち，定
員充足率が本園より高いのは平成19年度は３園のみであった。
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○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成１６年度）

○計画の実施状況等
【定員超過率が130％以上の主な理由】
○地域社会研究科：

超過率算定
の対象となる
在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,I
の合計）】

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）
 100

外国人
留学生数
（Ｃ）

休学
者数

（Ｇ）

留年
者数

（Ｈ）

学部・研究科等名
収容定員
（Ａ）

収容数
（Ｂ）

左記の収容数のうち

左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の
うち、修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

国費
留学生数
（Ｄ）

外国政府
派遣留学生
数（Ｅ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生
等数（Ｆ）

（人） （％）（学部等） (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

1,390 100.0%人文学部 1,390 1,489 9 28 86 71

986 102.7%9 43 39教育学部 960 1,034 4

1,407 99.1%医学部 1,420 1,424 10 7 11 10

1,231 100.9%理工学部 1,220 1,305 13 8 15 58 51

6,004 104.8%15 30 24農学生命科学部 5,730 6,043 2

（人） （％）（研究科等）

29 90.6%人文社会科学研究科 32 39 8 1 3 6 6

76 90.5%6 6 6教育学研究科 84 88 5

135 52.7%医学研究科 256 143 12 4 4 4

172 107.5%
理工学研究科
（博士前期課程）

160 179 3 1 1 5 5

9 112.5%
理工学研究科
（博士後期課程）

8 9

74.2%農学生命科学研究科 120 96 5 2 3

144.4%地域社会研究科 18 26 5

2 2

過年度も含め，地域の社会人志願者が多いため，指導可能な範囲でより多くの学生を受け入れたため。
参考：平成１４年度入学生１２人（うち社会人１０人）、平成１５年度入学５人（うち社会人４人）、平成１６年度入学９人
（うち社会人４人）

26

89
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弘前大学弘前大学弘前大学弘前大学○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成１７年度）

○計画の実施状況等
【定員超過率が130％以上】　該当なし

超過率算定
の対象となる
在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,I
の合計）】

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）
 100

外国人
留学生数
（Ｃ）

休学
者数

（Ｇ）

留年
者数

（Ｈ）

学部・研究科等名
収容定員
（Ａ）

収容数
（Ｂ）

左記の収容数のうち

左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の
うち、修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

国費
留学生数
（Ｄ）

外国政府
派遣留学生
数（Ｅ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生
等数（Ｆ）

（人） （％）（学部等） (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

1,397 101.2%人文学部 1,380 1,501 10 30 90 74

993 103.4%11 35 32教育学部 960 1,036 4

1,404 98.9%医学部 1,420 1,442 11 9 31 29

1,236 101.3%理工学部 1,220 1,294 12 9 6 49 43

757 102.3%13 33 30農学生命科学部 740 800 4

（人） （％）（研究科等） (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

29 90.6%人文社会科学研究科 32 35 9 1 5 5

81 96.4%6 6教育学研究科 84 87 4

110 57.3%医学研究科 192 114 9 2 2

38 59.4%
医学系研究科
（博士課程）

64 38 2

30 120.0%
医学系研究科
（修士課程）

25 30

194 121.3%
理工学研究科
（博士前期課程）

160 200 4 1 5 5

16 100.0%
理工学研究科
（博士後期課程）

16 17 1 1

98 81.7%3 3農学生命科学研究科 120 101 1

5 5 21 116.7%地域社会研究科 18 26 5
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弘前大学弘前大学弘前大学弘前大学○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成１８年度）

○計画の実施状況等
【定員超過率が130％以上】　該当なし

超過率算定
の対象となる
在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,I
の合計）】

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）
 100

外国人
留学生数
（Ｃ）

休学
者数

（Ｇ）

留年
者数

（Ｈ）

学部・研究科等名
収容定員
（Ａ）

収容数
（Ｂ）

左記の収容数のうち

左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の
うち、修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

国費
留学生数
（Ｄ）

外国政府
派遣留学生
数（Ｅ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生
等数（Ｆ）

（人） （％）（学部等） (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

1,405 101.8%人文学部 1,380 1,492 10 19 81 68

994 103.5%20 39 31教育学部 960 1,045 4

1,408 99.2%医学部 1,420 1,439 12 6 25 25

1,259 103.2%理工学部 1,220 1,317 10 4 11 55 43

759 102.6%15 37 31農学生命科学部 740 805 5

（人） （％）（研究科等） (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

27 84.4%人文社会科学研究科 32 35 8 2 6 6

73 86.9%6 6教育学研究科 84 80 1 1

82 64.1%医学研究科 128 84 5 2 2

71 55.5%
医学系研究科
（博士課程）

128 71 3 0 0 0

56 112.0%
医学系研究科
（修士課程）

50 56

198 123.8%
理工学研究科
（博士前期課程）

160 208 2 5 5 5

21 87.5%
理工学研究科
（博士後期課程）

24 22 2 1

89 74.2%3 4 4農学生命科学研究科 120 102 9 6

11 11 23 127.8%地域社会研究科 18 34 5
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弘前大学弘前大学弘前大学弘前大学
○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成１９年度）

○計画の実施状況等
【定員超過率が130％以上の主な理由】　
○保健学研究科（博士後期課程）
　保健学研究科（博士後期課程）は平成１９年度に設置された。教育目標の一つに大学教員の育成を掲げているが、東北地区における医療技術系の各大学では教員の従属率が安定しないことから、
大学教員の育成に対する地域社会からの要請は大きいものがある。 特に近隣の医療系大学教員のキャリアアップの場として本学研究科（後期課程）への期待は高く、近隣の医療系大学在職者から社
会人入学の希望が多くみられる。入学者１２人のうち７人教育現場に関わりを持つ社会人であった。以上のような背景から、地域の社会人志願者が多いため，指導可能な範囲でより多くの学生を受
け入れたことによる。

（人）

20

753

62.5%

101.8%11 28

（人）

740

（人）

52 1,245

（人）（人）

（人）

792

2

2 9 8

（人）

（％）

（人） （％）

100.9%

102.0%

（研究科等） (人) （人） （人） （人）

人文社会科学研究科 32 33 8 3

（学部等） (人)

理工学部

（人）

休学
者数

（Ｇ）

14

30

国費
留学生数
（Ｄ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生
等数（Ｆ）

収容数
（Ｂ）

（人） （人）

左記の外国人留学生のうち

1,220

960

32

1,380 1,481人文学部

農学生命科学部

74

学部・研究科等名

1,392

留年
者数
（Ｈ）

7

（人） （人）

外国政府
派遣留学生
数（Ｅ）

（人）

外国人
留学生数
（Ｃ）

収容定員
（Ａ）

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）
 100

8

59

（人）

20

超過率算定
の対象となる

在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,I
の合計）】

左記の留年者数の
うち、修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

左記の収容数のうち

111.1%4 9

60

地域社会研究科

6

82.1%

医学研究科

18

教育学部

32 3

1,313 7

119 85 2

保健学研究科
（博士前期課程）

1,0181,059 4 9 39 32 106.0%

医学部 1,420 1,434 10 13 26 22 1,399 98.5%

教育学研究科 84 76 3 1

0 84

2 4 4 69

1 0 70.6%

医学系研究科
（博士課程・医科学）

128 70 5 1 2 0 0 67 52.3%

医学系研究科
（修士課程・保健学）

25 35 100.0%

25 25 24

1 9 9 25

1 96.0%

保健学研究科
（博士後期課程）

9 12 12 133.3%

理工学研究科
（博士前期課程）

160 188 2 1 110.6%

理工学研究科
（博士後期課程）

24 24 2 1 4 18

3 7 7 177

0 1

1 4

1 94 78.3%

75.0%

農学生命科学研究科 120 95 4
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